
参考資料1  

育児・介護休業法の概要  

※下線部は、前回の法改正により改正された部分（平成17年4月1日施行）  

1 育児休業制度   

労働者（日々雇用される者を除く。以下同様。）は、その事業主に申し出ることに   
より、子が1歳に達するまでの間（子が1歳を超えても休業が必要と認められる一定  
の場合には、子が1歳6か月に達するまで）、育児休業をすることができる。  

2 介護休業制度   
労働者は、その事業主に申し出ることにより、対象家族1人につき、常時介護を必  
要とする状態に至るごとに1回、通賃して93日まで、介護休業をすることができる。   

※ 育児休業については、次のいずれにも該当する有期契約労働者も対象   

①凋続き雇用された期間が1年以上であること   ②調が1歳に   
摩する日から1年を経過する日までに雇用関係が終了することが申出時点において明ら  

かである者を除く）  

※※ 介護休業についても同様の考え方で有期契約労働者も対象  

3 子の看護休暇制度   

小学校入学までの子を養育する労働者は、その事業主に申し出ることにより、1年  
に5日まで、病気・けがをした子の看護のために、休暇を取得することができる。  

4 時間外労働の制限   
事業主は、小学校入学までの子を養育し、又は常時介護を必要とする状態にある対   

象家族の介護を行う労働者が請求した場合においては、1か月24時間、1年150時間   
を超えて時間外労働をさせてはならない。   

5 深夜業の制限   
事業主は、小学校入学までの子を養育し、又は常時介護を必要とする状態にある対   

象家族の介護を行う労働者が請求した場合においては、深夜において労働させてはな   

らない。   

6 勤務時間の短縮等の措置   
事業主は、1歳（子が1歳6か月に達するまで育児休業をすることができる場合に   
あっては、1歳6か月）に満たない子を養育し、又は常時介護を必要とする状態にあ  
る対象家族の介護を行う労働者で育児・介護休業をしない者については、次のいずれ  

かの措置を、1歳（子が1歳6か月に達するまで育児休業をすることができる場合に  

あっては、1歳6か月）から3歳に達するまでの子を養育する労働者については、育   

児休業に準ずる措置又は次のいずれかの措置を講じなければならない。  

短時間勤務制度、フレックスタイム制、始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ、  

所定外労働の免除（育児のみ）、託児施設の設置運営（育児のみ）、  

育児・介護費用の援助措置   

7 不利益取扱いの禁止   
事業主は、労働者が育児休業・介護休業・子の看護休暇の申出をし、又は取得した   

ことを理由として解雇その他不利益な取扱いをしてはならない。   

8 転勤についての配慮   

事業主は、労働者の転勤については、その育児又は介護の状況に配慮しなければな   

らない。   



育児・介護休業法のあらまし  

（育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律）  
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は   じ   め   に   

我が国においては急速に少子化が進行していますが、この少子化の急速な進行は、労働力人口  

の減少や税、社会保障における負担の増大、地域社会の活力低下など、社会経済に深刻な影響を  

与えることが懸念されてい王す。このような少子化の流れを変えるため、次代の我が国を担う世  

代の育成を社会全体で支援していくことが課題となっています。   

特に、少子化の背景には、企業風土の問題や核家族化や都市化の進行等の要因により、仕事と  

家庭との両立の負担感が大きいことが指摘されています。仕事と家庭との両立の負担を軽減し、  

働きながら子どもを育てやすい環境を整備することは、労働者の福祉の増進を図る上で非常に重  

要な課題ですが、このような現状を踏まえると、次世代育成支援の観点からもまた、働きながら  

子どもを育てやすい環境を整備することの重要性が高まっていると言えます。   

こうした中、仕事と家庭の両立支援対策を充実するために、「育児休業、介護休業等育児又は家  

族介護を行う労働者の福祉に関する法律等の一部を改正する法律（平成16年法律第160号）」が、  

平成16年12月1日に成立、平成16年12月8日に公布され、平成17年4月1日から施行されて  

います。   

この改正により、育児休業・介護休業の対象労働者が一定の範囲の期間雇用者に拡大されたほ  

か、一定の場合の育児休業期間の延長、介護休業の要介護状態ごとの複数回取得が可能となり、ま  

た、子の看護休暇が取得できるようになりました。   

このパンフレットでは、育児・介護休業法の概要を紹介します。  
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Ⅰ この法律の目的  （第1条）   

育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（以下「法」とい  

い去すし「）は、育児休業及び介護休業に関する制度並びに子の看護休暇に関する制度を設けると  

ともに、育児及び家族び）介護を行いやすくするため勤務時間等に関し事業主が講ずべき措置を  

定ぜ）るほか、育児又は家族の介護を行う労働者等に対する支援措置を講ずること等により、二  

のような労働者が退職せずに済むょうにし、その雇用の継続を図るとと≠）に、育児又は家族の  

介護〟）ために退職した労働者〃）再就職〃）促進を図ることとしています「   

育児及び家族（／）介護を行う労働者ゾ）職業生活とノ家庭生活とび）両立が図られるよう支援するこ  

とによ／⊃て、そ（／）福祉を増進するとともに、あわせて、我が国の経済及び社会の発展に資する  

ことを目的としている≠）ぴ）です  
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Ⅱ 育児休業制度   

Ⅱ－1育児休業の対象とな．る労働者  
（第2条、第5条第1項、第6条第1項）   

■■■●●●●●●●●－●■■l■■■lll■■■■■■■■■■■■■■■■■■■－■■■■■■■－■■－■■－■■－■■－●■－■●－一一一一一一一一－■■一－－－■■■－■■－■■－■■－■■■■■■■■■■■■■■■■●■■■■一■■■●■lll■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■●一1●  

I 

l 室○ この法律の「育児休業」をすることができるのは、原則として1歳に満たない子を養育至  
I 

l  

．  

≡○ 日々雇い入れられる者は除かれます。  
：○ 期間を定めて雇用される者は、申出時点において、次のいずれにも該当すれば育児休業：  
；をすることができます。  

－ ① 同一の事業主に引き続き雇用された期間が1年以上であること  ・  
l 

l ・② 子が1歳に達する日を超えて引き続き雇用されることが見込まれること（子が1歳に…  
l l  

・  達する日から1年を経過する日までの間に、労働契約期間が満了し、かつ、労働契約の毒  

更新がないことが明らかである者を除く）  

：○ 労使協定で定められた一定の労働者も育児休業をすることはできません。  
l．．＿．．＿‥＿‖＿‖＿．．＿．．＿．．＿‖＿‖＿‖＿‖＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿‖＿‖＿‖＿‥＿‖＿．．＿‖＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿‖＿．．＿．．＿‖＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿‖＿‖＿‥＿‖＿‖＿．J  

（l）この法律の「育児休業」とは、子を養育するためにする休業をいいます。労働者と法律上の   

親子関係がある「子」であれば、実子、養子を問いません。もちろん父親、母親のいずれでも   

育児休業をすることができます。  

（2）期間を定めて雇用される労働者の育児休業についての考え方は次のとおりです。   

イ 期間雇用者であっても、次の①及び②を満たす者は育児休業の対象となります。   

（D 同一の事業主に引き続き雇用された期間が1年以上であること。  

「引き続き雇用された期間が1年以上である」かどうかは、育児休業申出のあった日の  

直前1年間について、 勤務の実態に即して雇用関係が実質的に継続しているかどうかで判  

断します（子の養育又は家族の介護を行い、又は行うこととなる労働者の職業生活と家庭  

生活との両立が図られるようにするために事業主が講ずべき措置に関する指針（以下「指  

針」といいます。））。  

＊ 労働契約の更新に伴い就業場所等の変更があった場合や契約期間中に事業所間異動があ  

った場合にも、それぞれにおける雇用期間を通算して算定します。  

年末年始や週休日を空けて労働契約が締結されている場合や、すでに次期の契約が締結  

されている場合は、雇用期間は実質的に継続していると判断されます。また、配置転換等  

による勤務先事業所の変更があった場合でも、同じ事業tとの労働契約が締結されていれ  

ば「引き続き雇用されている」と判断されます。  
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擾）子が1歳に達する日を超えて引き続き雇用されることが見込まれること。  

「引き続き雇用されることが見込まれること」とは、育児休業中出のあった時点におい   

て判明している事情に基づき相当程度の雇用継続の可能性があることを言います。  

＊ 具体的には次のょうな場合は、原則として、「√一が1歳に達するF†を超えて引き続き雇用  

されることが兄込まれる」と考えられます〔 

a）育児休業申出時点で締結している労働契約期l‖の末【1が、r・が1歳に達するl］より後で  

ある場合り（6ヘージl対a）  

b）書面又は【1頭で労働契約を更新する場合がある旨明／Jこされている場合であって、育児  

休業申■■州庁点で締結しているウJ’働契約とlr手Jじ長さの期間で契約が更新されたならば、更  

新後の労働契約期間の珠1】が1′・が1歳に達する‖より後となる場合。、（6ページ1叉Ib）  

c）書面又はし】頭でヅJ′働契約が＝動更新されることが明ホされている場合であって、日動史  

新の何奴の仁I根が明′」こされていない場合、又は回数の上限はあるが卜限まで更新されれ  

ば、労働契約期間の末rlがr・が1歳に達するl】より筏となる場合。（bページ岡c）  

＊ 次のような場合は、峠則として、「J′▲が1歳に達するI1を超えてリlき続き雇用されること  

が見込まれる」とはそえられません＝  

d）書面又は［ー頑で労働契約の更新l・り数の卜限が明示されている場合であって、その卜限  

まで更新された場合の′芳働契約期間の末l】がr・が1歳に達する卜】又はそれより前となる  

場合r、（6ページ図d）  

e）it；二面又は11頭で労働契約の更新をしない旨明小されている場合であって、育児休業中日  

時点で締結している労働契約の期間び）末［1がf▲が1歳に達する「］又はそれより前である  

場合。、（7ヘージ図c）  

n 書血／丈は廿頭で労働契約を更新する場合がある旨明小されている場合であって、 育児休  

業申出時ノ［ごフニで締結している′方働契約と同じ良さの期間で契約が史新されたならば、労働  

契約期間の末＝がj′一が1歳に達するFl又はそれより前である場合（1（7ページ図1）  

＊ 明ホ内容がa）からl－）までに該当する場合でも、雇用継続の見込みに関する事二業主の  

〔三▲軌、同様刷也位にある他の労働者・の状況、、⊥与該労働者の過去の契約の更新状況等の実態  

を見て判断される場合もあります  

＊ a）からf）去でに該、Jlしない場合（書面又はl」頗による契約の更新可能性に関する明示  

がない場合など）には、旭川」継続の見通みに関する事業主の言動、同様の地位にある他の労  

働者の状況、」う該′芳働者の過上の契約の更新状況等の実態を見て判断されます。  

∈D ∝②を満たす場合であっても、「子が1歳に達する目から1年を経過する日」までの間に、   

労働契約期間が満了し、かつ、労働契約の更新がないことが明らかである者は除かれます。   

これは、育児休業が雇用の継続を目的とした制度であることから、休業取得後すぐに退職   

することが明らかな労働者は除外しようとするものです。  

‾ ○－ ‾‾   



［具体的な例］  

☆ 「1歳に達する日を超えて引き続き雇用されることが見込まれる」とは、例えば次のa）、   

b）、C）のような場合です。この場合は育児休業の対象となります。  

a）申H叩寺点で締結している労働契約の期間の末日が子が1歳に達する目より後の場合  

申出：   ・誕生  1歳  

3年契約  雇入れ   

←1年以上 一一一一－うklか月＞k  l年（休業） ＞  

b）書面又は口頭で労働契約の更新可能性が明示されており、申子1」時点で締結している契約と同   
一の長さで契約が史新されたならば、その更新後の労働契約の期間の末日が子が1歳に達する   
目より後の場合  

1年契約  

＜＋1年以上   ：牢1か月淡く  1年（休業）＋＞  

c）書面又は口頭で労働契約が自動更新であると明示されている場合で、更新回数の上限が明示   
されていない、又は、更新回数の上限は明示されているが、その上限まで契約が更新された場   
合の労働契約の期間の末日が子が1歳に達する日より彼の場合  

1歳  申出  誕生  

l＼  lヽ                   l  
＼l  ヽ l   

＼l  ヽl  

＼lヽ1 16か月 ′16か月   
／l  ′l  

／l  ′ l  
l  l  レ  

ヽ一  月
 
 

カ
 
 

6
 
 
 

■
■
、
′
 
 
 

＜＋1年以上一一半1か月＞k  l年（休業）＋＞  

☆ 次のd）、e）、f）のような場合は、原則として、「1歳に達する日を超えて引き続き雇用   

されることが見込まれる」とは見なされません。  

d）書面又は口頭で労働契約の更新回数の上限が明示されており、その上限まで契約が更新され   
た場合の労働契約の期間の末日が子が1歳に達する日以前の場合  

誕生  1歳：  
l  

lヽ1  
6か月 

雇止め  
‾し′   

＜＋1年以上   ）雫1か月＊←－   1年 →  

－ 6 －   



e）苔血又はし」頭で労働契約の史新をしない旨が町Jミされており、申出時点で締結している労働   
契約の期間の末［」がf一がl歳に達する「】以前の場合  

更新されないことが明らか  

←1年以仁  ＞klか月＞k  l隼 ＞   

f）書面又は口煩で労働契約の更新可能性が明ノJてされているが、FPH叩寺点で締結している契約と   
同 ▲の長さで契約が更新されても、その更新後〝）労働契約の期間の末日が子が1歳に達する「1  
以前の場合  

巾＝：  ：誕生  

E  

＜＋1隼以上   ）牢1か月宰←   1勺i ＋  ＞  

☆「1歳に達する目を超えて引き続き雇用されることが見込去れる」場合であっても、子が1   

歳に達する日から1年を経過する目までの間に労働契約期間が満了し、かつ、労働契約の更   

新がないことが明らかである者は対象となりません。ノ 次のg）及びh）のような場合が考え   

られます。  

二）書面又はL1頭で労働契約の更新回数の」二限が岬ト丁モされており、その上限まで更新された場合  
（7）期間の末【1が子が1歳に達する「1から1隼を経過するr】以前の場合   

1歳   

1隼契約  
二†l  

雇止♂）  

＜＋1年以上   ：芋1カ月汝こ  lイト   メ 更新されないことが明らカ  

h二l苦痛又はL」頭で制動契約の更新をしない旨が研ホされており、申＝時点で締結している労働   
契約の期間の末Rがr一がl歳に達する口から1年を経過するしj以前の場合  

＜＋1年以1二  米1川渡こ  1年   ＞ 更新されないことが明ら力  
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ロ  イに該当するか否かにかかわらず、労働契約の形式上期間を定めて雇用されている者であ  

っても、当該契約が期間の定めのない契約と実質的に異ならない状態となっている場合には、  

育児休業の対象となります。〕その判断に当たっては、次の点に留意してください（指針）し。  

① 有期労働契約の雇l上めの可否が争われた裁判例における判断の過程においては、主に次   

に掲げる項目に着目して契約関係の実態が評価されていること。   

a 業務内容グ）恒常性・臨時性、業務内容Gこついての正社員との同一性の有無等労働者♂〕  

従事する業務の客観的内容   

b 地位の基幹性・臨時性等労働者の契約上の地位♂）性格   

c 継続雇用を期待させる事業主の言動等当事者の主観的態様   

d 更新の有無・回数、更新の手続の厳格性の程度等更新の手続・実態   

e 同様の地位にある他の労働者の雇止めの有無等他の労働者の更新状況  

② 有期労働契約の雇止めの可否が争われた裁判例においては、①に掲げる項目に閲し、次   

のa及びbの実態がある場合には、期間の定めのない契約と実質的に異ならない状態に至   

っているものであると認められることが多いこと〔 

a ①aに閲し、業務内容が恒常的であること、及び①dに関し、契約が更新されている  

こと。  

＊ 「業務内容が恒常的」とは、、11該事業において業務が定まって変わらない車）のをいい、  

例えば、情報処理業におけるプログラミング業務などがこれにリ1たる幸）のと考えられます、）  

「恒常的」の対義語は「臨時的」であり、一定期間で作業終「が㌣定される補助業務に  

ついているなど業務内容の臨時性が認められる場合には、「業務内容が恒常的」とはいえ  

ません‖   

b aに加え、少なくとも次に掲げる実態のいずれかがみられること′つ  

a）①cに閲し、雇用継続を期待させる事業主の言動が認められること。  

＊ 「墟川継続を期待させる事業主の言動」としては、例えば、労働者の長期にわたって  

働きたいとの希望に応じるような趣旨のことをほのめかすことなどがこれに当たるもの  

と考えられますr  

b）①dに関し、更新の手続が形式的であること。  

＊ 「更新の手続が形式的」としては、例えば、必ずしも契約期間満了の都度L自二ちに契約  

締結の手続をとっておらず次の契約期間の始期の経過後に契約を締結することもあるこ  

と、労働条件や契約期間などの契約内容についての交渉もなく使川者が記名押印した契  

約書に労働者が署名押印して返送するという機械的な手続を行っていることなどがこれ  

にさ1けこりますこ、  

c）①eに関し、同様の地位にある労働者について過去に雇止めの例がほとんどないことr、  

③ 有期労働契約の雇止めの可否が争われた裁判例においては、（手aに関し、業務内容が正   

社員と同一であると認められること、又は、①bに関し、労働者の地位の基幹性が認めら   

れることは、期間の定めのない契約と実質的に異ならない状態に至っているものであると   

認められる方向に働いていると考えられること。  
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＊ 「地付二の基幹性」とは、1該事業所における当該期間を定めて雇用される者の立場が  

「基幹的」であることをいい、「基幹性」の対義語は「臨時性」であり、いわゆる嘱託   

や非常勤講師、アルバイトなどは、契約卜の地位の臨時什が認められ、基幹性は認めら   

れ去せんr 

（3）育児休業をすることができない一定の労働者を労使協定で定める場合については、Ⅱ－3（】2   

ページ）で説明します「）  

（参考）有期労働契約の締結、更新及び雇止めに関する基準（平成15年惇生労働省告示第357   

土日（抄）  

（契約締結時の明小事堰彗）  

第1条 使川者は、期間の定勃Ⅵある労働契約（以卜「有期労働契約」という〔＝）の締結に際し、労   

働者に対して、当該契約の期間の満了後におけるり与該契約に係る更新の有無を明示しなければな   

らない〔ノ  

2 前項の場合において、使用者が甘該契約を更新する場合がある旨明ホしたときは、使川音は、   

労働者に対して、11該契約を更新する場合又はしない場合の判断の基準を明示しなければならない。  

ニう 使用者に、有期労働契約の締結後に前2項に規定する事項に関して変史する場合には、当該契   

約を締結した労働音に対して、速やかにその内容を明ホしなければならない。  

ポイント解説  

★ 有期契約労働者を雇い入れている場合は、4ページ及び19 ページで説明している要件   

を満たせば育児休業や介護休業ができるので、このことについてあらかじめ明らかにして   

おき圭しょう。  

★ 期間を定めて雇用される者の育児休業や介護休業について、対象となる労働者の範囲を   

この法律で示された範囲よりも広くすることは差し支えありません。  

★ 育児休業・介護休業中の有期契約労働者の労働契約を更新する際、労働者が引き続き休   

業することを希望する場合には、再度の申出が必要となります（10、2Ⅰページ参照）。  

★ パーートタイマーなどの名称で働いていたり、1日の労働時間が通常より短い方であって   

も、期間の定めのない労働契約によって働いている場合は、4ページ及び19ページで説   

明している要件にかかわりなく、この法律に基づく育児休業及び介護休業の対象となりま   

す。  
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Ⅱ－2 育児休業の申出  （第5条）  

l  

至○ この法律の育児休業は、労働者の事業主に対する申出を要件としています。  
I 

l  

毒 ○ 育児休業の申出は、一定の時期に一定の方法によって行わなければなりません。  ．  

t■．，．，，1 毒○ 申出の回数は、特別の事情がない限り1人の子につき1回であり、申し出ることのでき 毒  

：る休業は連続したひとまとまりの期間の休業です。  
至○ ただし、期間を定めて雇用される労働者が育児休業をする場合、現在締結されている労： 】  

一 働契約期間の末日まで休業した後、労働契約の更新に伴って更新後の労働契約期間の初日 至  
I 

l  

・ を育児休業開始予定日とする申出をする場合は、再度の申出をすることができます。   ・  
l 

l  

毒○ また、1歳以降の育児休業の申出は、1歳までの育児休業の申出の回数とは別にカウン≡  

：トされます。  
l l ■■■■■■■■■■■■■■■■●■■－■■■■■■■■－●■－■■－■■一一一一一一一■一一一■－－■－■－－■■－■■■■－■■■－－■■－■■－■■■■■■■■■■■■一■■一■■一■■一■■－■■■■■－■■■■■■■■■■■■■■■■■■－■■■■■■■●一■■l■■■■■■■■■■■■●■■■■■■■■■■■■■一■■■  

（l）育児休業は、あらかじめ制度が導入され、就業規則などに記載されるべきものであることに   

留意してください（指針）。  

（2）育児休業の申出は、それにより一定期間労働者の労務提供義務を消滅させる効果のある意思   

表示です。  

（3）育児休業の申出は、次の事項を記載した育児休業申出書を事業主に提出して行わなければな   

りません（育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律施行規則   

（以下「則」といいます。）第5条第1項）。  

（注：①～④は必ず明らかにしなければならない事項、⑤～⑨は特定の場合に明らかにしなけ  

ればならない事項です。）   

期間を定めて雇用される者が労働契約の更新に伴って申出をする場合に必要な事項は①、②、   

④のみです。  

① 申出の年月日  

② 労働者の氏名  

③ 申出に係る子の氏名、生年月日及び労働者との続柄（子が出生していない場合は、出産予   

定者の氏名、出産予定日及び労働者との続柄）  

（彰 休業を開始しようとする日及び休業を終了しようとする日  

⑤ 申出に係る子以外に1歳未満の子を有する場合には、その子の氏名、生年月日及び労働者   

との続柄  

⑥ 申出に係る子が養子である場合には、養子縁組の効力発生日  

⑦ 一度休業した後に再度の申出を行う場合、休業開始日までの期間が短い申出の場合又は一   

度撤回した後に再度の申出を行う場合には、それぞれの申出が許される事情  

⑧ 1歳までの育児休業をしている労働者が、1歳以降の育児休業の申出を行う場合には、申   

出が許される事情  
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⑨ 配偶者が1歳までの育児休業をしている労働者が、1歳以降の育児休業の申出を行う場合  

iこは、配偶者が育児休業をしていること及び申出が許される事情  

（4）事業主は、労働者に対して申出に係る子の出生等を証明する書類の提出を求めることができ   

ます。ただし、期間を定めて雇用される労働者が労働契約の更新に伴って更新後の労働契約期   

間Cr）初日を育児ノ林業開始予定日とする申出をする場合にあっては、再度の書類の提出を求める   

ことはできません（則第5条第2項ただし書）し 

（5）育児休業の申出を1人の子につき1回を超えて行うことができる特別の事情は次のとおりで   

す（則第4条）。   

① 産前産後休業又は新たな育児休業の開始により育児休業期間が終了した場合で、産前産後   

休業又は新たな育児休業の対象となった子が死亡したとき又は他人の養子になったこと等の  

理由により労働者と同居しなくなったとき 

② 介護休業の開始により育児休業期間が終7した場合で、介護休業の対象となった対象家族  

が死亡したとき又は離婚、婚姻の取消、離縁等により対象家族と労働者との親族関係が消滅  

したとき。 

③ 配偶者が死亡したとき 

④ 配偶者が負傷、疾病等により子の養育が困難な状態となったとき 

⑤ 離婚等により配偶者が子と同居しないこととなったとき 

ポイント解説  

★ 育児休業に関し、この法律に示されたものより労働者に有利な条件を設定することは、   

労働者の福祉げ〕増進を目的とするこの法律の趣旨からも当然許されますので、各事業所に   

おいて1回を超える申出を可能とする範囲を広くすること、育児休業の対象となる労働者   

の範囲をこの法律で示された範囲よりも広くすること等を定めることは自由です。  

★ 逆に、育児休業〝）対象となる労働者の範囲をこの法律で示された範囲より狭くすること、   

申出の手続についてこの法律の規定より厳しい条件を設けること、例えば、3月前の申出   

を要件とすること等は許されず、ニのような定めをした就業規則の当該部分は無効と解さ   

れます。つ  
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Ⅱ－3 事業主の義務  （第6条第1項、第2項）   
■■■■■lll■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■－■■－■■－■■－■■－■■－■■－■■－■■－■■－■■－■●－●1－■－■－－■‘－■－一－●－－－－■■一■■■■■■一■■■■■■■■■■一■■■■■－■■■■■－■■－■■■■■■■■■■－■■1－■■－■■lll■■■■■■■■■■■■■■■■■   

l  

室○ 事業主は、要件を満たした労働者の育児休業の申出を拒むことはできません。  
t 

l  

毒 ○ ただし、次のような労働者について育児休業をすることができないこととする労使協定毒  

t、1 ． があるときは、事業主は育児休業の申出を拒むことができ、拒まれた労働者は育児休業をi  
することができません。  

① その事業主に継続して雇用された期間が1年に満たない労働者  

② 配偶者が常態として育児休業に係る子を養育することができると認められる労働者  ■  
l  

③ その他育児休業をすることができないとすることについて合理的な理由があると認め室  
l  

られる労働者  

（1）要件を満たした育児休業の申出により労働者の労務提供義務は消滅し、事業の繁忙や経営上   

の理由等により事業主が労働者の休業を妨げることはできません（法第6条第1項本文）。  

（2）「労使協定」とは、事業所の労働者の過半数で組織する労働組合があるときはその労働組合、   

事業所の労働者の過半数で組織する労働組合がないときはその労働者の過半数を代表する者と   

の書面による協定のことをいいます（法第6条第1項ただし書）。  

（3）「配偶者が常態として育児休業に係る子を養育することができると認められる労働者」とは、   

配偶者が次の①～④のいずれにも該当する場合をいいます（則第6条）。  

したがって、配偶者が庄）～④のいずれか1つでも要件を欠いた場合には、労働者の育児休業   

の申出を拒むことはできません。   

① 職業に就いていないこと（育児休業等により就業していない場合及び1週間の就業日数が  

2日以下の場合を含みます。）。   

② 負傷、疾病等により子の養育が困難な状態でないこと。   

③ 6週間（多胎妊娠の場合は14週間）以内に出産予定でなく、又は産後8週間以内でないこ  

と。   

④ 育児休業に係る子と同居していること。  

（4）「育児休業をすることができないとすることについて合理的な理由があると認められる労働   

者」とは、次のいずれかの場合をいいます（則第7条）。   

① 育児休業申出の日から1年以内（14ページで説明する1歳6か月までの育児休業をする場   

合には、6か月以内）に雇用関係が終了することが明らかな労働者   

② 1週間の所定労働目数が2日以下の労働者   

③ 内縁の妻（夫）等が（3）の①～④のすべてに該当する労働者  
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ポイント解説  

★ 妻が専業主婦や産後休業中であっても、少なくとも産後8週間までは、   

男性労働者も育児休業を取得することができます。   

労使協定を締結することにより、「配偶者が常態として育児休業に係る子を養育するこ  

とができると認められる労働者」は育児休業の対象から除外することができます（法第6  

条第1項第2号）が、このような労使協定が締結されていても、男性労働者の場合、その  

妻が産後8週間までの期間中であれば「配偶者が常態として育児休業に係る子を養育する  

ことができると認められる労働者」には該当せず（則第6条第3項）、生まれた子につい  

ての育児休業を必ず取得することができます（前ページ（3）参照）。  

★ 法第6条第1項及びこれに基／うく則第6条及び第7条は、労使協定を締結した場合に育   

児休業の対象から除外できる者の範囲〃）最大限度を示してい圭すぐ したがって、より狭い   

範囲び）者を除外することは可能ですが、逆により広い範囲〝）者を除外することはできませ   

ん（例えば、男性はすべて育児休業の対象から除外する旨の労使協定を締結することはで   

きませんし） 
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Ⅱ－4 育児休業の期間1一休業期間－  
（第5条第3項、第4項）  

■■一■■一■■●■■■■■－■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■lll■■■l■ll■■－■■■■■■■■■■■■－■■－■■■■■－■■－■■－■■－■■■■■一一一一一一一一一■一一●－－－■－－■■－■■－■■－■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■lll■■●■■■■■■■■●■■●■  

l 
l  

萱○ 育児休業をすることができるのは、原則として子が出生した目から子が1歳に達する日室  
l  

I ● （誕生日の前日）までの間で労働者が申し出た期間です。  ・  

iO 次のいずれにも該当する場合には、子が1歳に達した日の翌日から子が1歳6か月に達： l  
：する日までの期間について、事業主に申し出ることにより、育児休業をすることができま：  
：す。  

・① 育児休業に係る子が1歳に達する目において、 労働者本人又は配偶者が育児休業をし室  
I 

l  

・   ている場合  ■  
l  

l ．（塾 1歳を超えても休業が特に必要と認められる場合  ■  

：01歳以降の育児休業の申出の場合は、子が1歳に達した目の翌日（1歳の誕生日）が育：  
：児休業開始予定日となり嘉す。  
l．．＿．．＿．．＿‖＿‥＿‥＿‖＿‖＿‖＿‖＿‖＿‖＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿‖＿．．＿．．＿．．＿‖＿．．“．＿．．＿‥＿‥＿‖＿‖＿‖＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿‖＿‖＿．．＿．．＿．．＿‥＿．．＿．．＿．．＿．J  

（1）育児休業に係る子を出産した女性労働者は、労働基準法の規定により産後8週間の休業が認   

められているので、育児休業はその終了後からとなります。したがって、子が出生した日から   

育児休業をすることになるのは主に男性労働者ということになります。  

（2）子が1歳に達した後の期間について休業することが雇用の継続のために特に必要と認められ   

る場合には、子が1歳6か月に達するまでを限度として、事業主に申し出ることにより、育児   

休業ができます。   

子が1歳に達した後の期間について休業することが雇用の継続のために特に必要と認められ   

る場合とは、次のいずれかに該当する場合をいいます（則第4条の2）。   

① 保育所における保育の実施を希望し、申込みを行っているが、1歳に達する日後の期間に  

ついて、当面その実施が行われない場合。   

② 常態として子の養育を行っている配偶者（育児休業に係る子のもう一人の親である者）で  

あって1歳に達する日後の期間について常態として子の養育を行う予定であったものが死亡、   

負傷・疾病等、離婚等により子を養育することができなくなった場合。   

ただし、1歳6か月までの育児休業ができるのは、子の1歳に達する日まで育児休業をして   

いる労働者が引き続いて休業するか、又は、子の1歳に達する日まで育児休業をしている配偶   

者と交替して休業をするかのいずれかの場合に限られます。子が1歳に達する日において両親   

とも育児休業をしていない場合は、認められません。  
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Ⅱ－5 育児休業の期間2一申出期限－  （第6条第3項、第4項）  

l  

O 子が1歳に達するまでの育児休業については、労働者は、希望どおりの目から休業する 室  
l   

ためには、原則として育児休業を開始しようとする口の1月前士でに申し出ることが必要 妄  

． です（〕また、子が1歳6か月去での育児休業の場合は、育児休業開始予定日（1歳の誕生   

目）の2週間前までに申し出ることが必要です′1二れより遅れた場合、事業主は一定の範   

囲で休業を開始する目を指定することができ圭す 

○ 期間を定めて雇用される労働者の育児休業ゾ）場合で、一の労働契約期間の末日まで休業   

した後、労働契約の更新に伴／〕て更新後の労働契約期間の初日を育児休業開始予定日とす   

る申出をする場合には、1月前去でに申出がなかった場合で車〕、事業主は開始日の指定を   

することはできず、労働者は申出どおりの目から休業を開始できます 

（り 子が］歳に達するまでの育児休業については、労働者は、希望どおりの日から休業するため   

には次の時期までに申し出ることが必要です 

① 原則は、休業を開始しようとする日〝）1月前の日  

申出がこれより遅れた場合、事業主は、労働者が休業を開始しようとする日以後申出の日  

の翌日から起算して1月を経過する目（申出の目の属する月の翌月の応当日、例えば、申出  

の目が4月1日であれば5月1日）までの間で休業を開始する目を指定することができます 

（例）  4／1  4／20  5′′′1  

② 特別の事情がある場合は、休業を開始しようとする目の1週間前の日  

特別の事情とは、出産予定日より早く子が出生したこと及び配偶者の死亡、病気、負傷等   

です（貝り第9条） 

申出がこれより遅れた場合、事業主は、労働者が休業を開始しようとする日以後申出の日   

の翌日から起算して1週間を経過する日（申出の目の属する週の翌週の応当日）までの間で   

休業を開始する目を指定することができます（則第10条） 
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（例）  4／1  4／2  4／8  

特  

別  

休業  

の  

事  

情  

の  

発  

生  

申出があった目の翌日から  

起算して1週間を経過する口  
を開始しようとする目  

4／2～4／8  

事業主が指定できる期間  

（3）事業主が育児休業を開始する目を指定する場合は、原則として、申出があった日の翌日から   

起算して3日を経過する日まで（例えば、4月1日に申出があった場合は、4月4日まで）に   

指定する目を記載した書面を労働者に交付して行わなければなりません。   

なお、申出があった目と労働者が休業を開始しようとする目との間が短いことにより上記の   

指定では間に合わないときは、労働者が休業を開始しようとする目までに指定しなければなり   

ません（則第11条）。  

（4）1歳以降1歳6か月までの育児休業については（14ページⅢ－4（2）参照）、労働者が希望通   

りの目から休業するためには子の1歳の誕生日の2週間前までに事業主に申し出ることが必要   

です。  

Ⅱ－6 育児休業の期間3一変更の申出等－  （第7条）  

■■■－＝■■■■■■■■■■■■■■■■＝■■■■■■■■■■■■■■■■－■■－‥一＝一＝一■■－■■－■■－＝－＝－■■－■■－■■－■■■－■■－■■－■■－■■－■■－■■■－＝－＝一‥－■■■－■■■－＝一＝－■■－■■－■■■－＝■■■■■■■■■■■■l■■■■  

蔓○ 労働者は、一定の場合に1回に限り育児休業を開始する日を繰上げ変更することができ 至  

■  ます。  ■  

i                             、       、      ．．．．‥．．． ‥、   【 ＿‥ト．．‥‥．川，！ 蔓○ 労働者は、一定の時期までに申し出ることにより、事由を問わず、1回に限り育児休業毒  
：を終了する日を繰下げ変更し、育児休業の期間を延長することができます。回数は、子が：  
■ 1歳に達するまでの休業と1歳以降の休業では別にカウントされます。  
l   

l‥＿‖＿‖■－．．＿．．．＿．‖■‖＿‖＿．．＿．．．＿．．＿．＝■＝■＝■■．■■■■■■■■■－■■■■■■＝■＝一■■・－‥一＝一＝－・・・－＝－・＝－＝－・＝－・・－・・－・・・－＝－■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■＝■一t■t■■＝‾■■■‾  

（l）労働者が、育児休業を開始する日の繰上げ変更をすることができるのは、当初育児休業を開   

始しようとした目の前日までに、出産予定日よりも早く子が出生した場合及び配偶者の死亡、   

病気、負傷等特別の事情がある場合です（法第7条第1項、則第9条）。  

（2）労働者の希望どおりの目に繰上げ変更するには、変更後休業を開始しようとする日の1週間   

前までに変更の申出をする必要があります。   

申出がこれより遅れた場合、事業主は、労働者が変更後休業を開始しようとする目以後変更   

の申出の日の翌日から起算して1週間を経過する日（変更の申出の日の属する週の翌週の応当   

日）までの間で休業を開始する目を指定することができます（法第7条第2項、則第13条）。  
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（例） 4′′】  4／】0  4／1（）  5／1  

（3）育児休業を開始する目の繰上げ変更の申出に対して、事業主が休業を開始する目を指定する   

場合には、原則として、変更の申出があった目の翌日から起算して3日を経過する目までに、   

指定する日を記載した書面を労働者に交付して行わなければなりません 

なお、変更の申出があった日と変更後休業を開始しようとする日との間が短いことにより上   

記（7）指定では間に合わないときは、変更後休業を開始しようとする目までに指定しなければな   

りません（則第14条）し  

（4）労働者が、1歳に達するまでの育児休業を終了する目の繰下げ変更をする場合は、当初育児   

休業を終了しようとしていた目〝）1月前までに変更の申出をしなければなりません（法第7条   

第こう項、則第15条） 

これとは別に、1歳6か月までの育児休業を終了する日に／ついては、当初育児休業を終了し   

ようとしていた日の2週間前までに変更の申出をすることにより、終了予定日の繰下げ変更を   

することができます 

（5）育児休業を開始する日の繰上げ変更又は育児休業を終了する目の繰下げ変更の申出には、下   

記の事項を記載した書面が必要です（則第12条、則第16条） 

① 変更の申出の年月日   

② 変更の申出をする労働者の氏名   

③ 変更後休業を開始（終了）しようとする日   

④ 変更の申出の事由（育児休業を開始する日の繰上げ変更の場合のみ）  

ポイント解説  

★ この法律では、育児休業を開始する日の繰Fげ変更や育児休業を終了する日の繰上げ変   

更のような休業期間の短縮等は、労働者の申出だけでは当然にはできません〔二 このような   

場合は、短縮等を希望する労働者と事業主とでよく話し合ってどうするかを決めることに   

なりますLつ むしろ、労働者が希望した場合には休業期間を変更できる旨の取決めやその手   

続等をあらかじめ就業規則等で明記しておくことが望圭しいと考えられますし〕  
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Ⅱ－7 育児休業の期間4一期間の終了一申出の撤回等－  

（第8条、第9条）  

○ 育児休業の期間は、労働者の意思にかかわらザ次の場合に終了します 

（玉 子を養育しないこととなった場合   

② 子が1歳に達した場合（1歳6か月までの育児休業をする場合には、子が1歳6か月  

に達した場合）   

③ 育児休業をしている労働者について産前産後休業、介護休業又は新たな育児休業が始  

まった場合  

○ 育児休業の開始前に子を養育しないこととなった場合には、育児休業の申出はされなか   

ったことになります 

iO 育児休業の開始の前日までであれば、労働者は育児休業の申出を撤回することができま  

すが、その申出の対象となった子については、特別の事情がない限り再び育児休業の申出  

■  をすることができません〔 
l   

l．●＿■．＿■．＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿▲．一＝■■＝一＝－■■■■■■■■■  

（1）「子を養育しないこととなった場合」とは、具体的に次の場合をいい圭す（則第19条、則第20   

条）。   

① 子の死亡   

② 子が養子の場合の離縁や養子縁組の取消   

③ 子が他人の養子とな／）たこと等による同居の解消   

④ 労働者の負傷、疾病等により子が1歳に達するまでの間（1歳6か月までの育児休業をす  

る場合には、子が1歳6か月に達するまでの間）子を養育できない状態となったこと  

（2）子を養育しないこととなった場合は、労働者はその旨を事業主に通知しなければなりません   

（法第8条第3項、第9条第3項） 

（3）労働者が育児休業の申出の撤回後再び育児休業の申出をすることができる特別の事情がある   

と認められる場合は、次の場合です（則第18条） 

① 配偶者の死亡   

② 配偶者が負傷、疾病等により子の養育が困難な状態となったこと   

③ 離婚等により配偶者が子と同居しないこととなったこと  

（4）子が1歳に達するまでの育児休業の申出を撤回した場合であっても、子が1歳に達する日に   

おいて育児休業をしている配偶者と交代する場合には、1歳以降の育児休業の申出は可能です。  
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Ⅲ 介護休業制度   

Ⅲ一1 介護休業の対象となる労働者  

（第2条、第11条第1項、第2項、第12条第2項）  

■  

○ この法律の「介護休業」をすることができるのは、要介護状態にある対象家族を介護す   

る男女労働者です。  

○ 日々雇い入れられる者は除かれます。  

○ 期間を定めて雇用される者は、申出時点において、次のいずれにも該当すれば介護休業   

をすることができます。  

（丑 同一の事業主に引き続き雇用された期間が1年以上であること  
l  

（a 介護休業開始予定日から起算して93日を経過する日を超えて引き続き雇用されるこ室  
l   

とが見込まれること（93日を経過する目から1年を経過する日までの間に、労働契約i  

期間が満了し、かつ、労働契約の更新がないことが明らかである者を除く）  

○ 労使協定で定められた一定の労働者も介護休業をすることはできません 

l‥－‥－・・－・・－・・－・・－・・＿・・＿‥＿．．＿．．“．＿．．＿．．＿．．＿．．＿‥＿‥＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿‖＿．．＿．．＿．．＿．．＿‥＿‥＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿‖＿‖＿‖＿．．＿．．“．＿．．＿‖＿．J  

（1）この法律の「介護休業」とは、負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害により、2週間   
以上の期間にわたり常時介護を必要とする状態（要介護状態。20ページ参照）にある対象家   

族を介護するためにする休業をいい去す（法第2条第2号、則第1条）。J  

（2）対象家族の範囲は、配偶者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にあ   

る者を含みます〔、）、父母及び子（これらの者に準ずる者として、労働者が同居し、かつ、扶   

養している祖父母、兄弟姉妹及び孫を含みますし、）、配偶者の父母です（法第2条第3号、則   

第2条）。  

祖父母、兄弟姉妹、孫については、同居、扶養の要件が付されていることに留意してくださ   

い 

（3）期間を定めて雇用される労働者の介護休業についての考え方は次のとおりですくつ   

イ 同一の事業主に引き続き雇用された期間が1年以上であり、かつ、介護休業の開始予定日   

から起算して93日を経過する目（以下「9：う日経過日」といいますごつ）を超えて引き続き雇   

用されることが見込去れる者（93日経過目から1年を経過する日までの間に、労働契約期間   

が満7し、かつ、労働契約の更新がないことが明らかである者を除く〔、）は、介護休業の対象   

となり圭すし 

考え方は、Ⅱ¶1（2）イ（4ページ）で説明したとおりです（指針）。   

ロ イに該当するか否かにかかわらず、労働契約の形式上期間を定めて雇用されている者であ   

っても、当該契約が期間の定めのない契約と実質的に異ならない状態となっている場合には、   

介護休業の対象となります。その判断に当たっての留意事項は、H1（2）ロ（7ページ）   

で説明したとおりです（指針）し、  

（4）介護休業をすることができない一定の労働者を労使協定で定める場合については、Ⅲ－3  

（23ページ）で説明します 
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常時介護を必要とする状態に関する判断基準   

「常時介護を必要とする状態」とは、次のいずれかに該当するものとする。  

1 日常生活動作事項（第1表の事項欄の歩行、排泄、食事、入浴及び着脱衣の5項目をいう。）   

のうち、全部介助が1項目以上及び一部介助が2項目以上（注）あり、かつ、その状態が継続す   

ると認められること。   

注：「全部介助が1項目以卜及び一部介助が2項目以上」には「全部介助が2項目及び一部介助  

が1項目」並びに「全部介助が3項目以上」の場合も含まれます。  

2 問題行動（第2表の行動欄の攻撃的行為、自傷行為、火の扱い、排掴、不穏興奮、不潔行為   

及び失禁の7項目をいう。）のうちいずれか1項目以上が重度又は中度に該当し、かつ、その状   

態が継続すると認められること。  

第1表（日常生活動作）  

1 自分で可   2 一部介助   3 全部介助   

イ 歩行   
由禁票奈讐靴諸芸歩汚  
る。   

ロ 排i世   ・自分で昼夜とも便所でで  ・介助があれば簡易便器で  ・常時おむつを使用してい  
できる。   る。  

きるこ       島屋鮎酢軍曹き碧ゴま簡  ・夜間はおむつを使用して いる。   
ハ 食事   ・スプーン等を使用すれば  ・スプーン等を使用し、一   ・臥床のままで食べさせな  

自分で食事ができる。   部介助すれば食事ができ  
る。   

ニ 入浴   ・自分で入浴でき、洗える 

。  

ホ 着脱衣   ・自分で着脱ができる。   

合賢香撤  今  
・手を貸せば、着脱できる。  

第2表（問題行動）  

重  度   甲  度   軽  度   

イ 攻撃的行為  人に暴力をふるう   乱暴なふるまいを行う   攻撃的な言動を叶く   

ロ 自傷行為   白殺を図る   自分の体を傷つける   自分の衣服を裂く、破く   

ハ 火の扱い  火を常にもてあそぶ   火の不始末が時々ある   火の不始末をすることが  
ある   

ニ 排梱   
わる   る   

ホ 不穏興奮   いつも興奮している   

屋外をあてもなく歩きま  家中をあてもなく歩き支わ  左手首き脳内でうろう  

しばしば興奮し騒ぎたてる  ときには興奮し騒ぎたて  
る   

へ 不潔行為   糞尿をもてあそぶ   かまわず放尿、排便  衣服等を汚す   

ト 失禁   常に失禁する   時々失禁する   誘導すれば日分でトイレ  
に行く   
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Ⅲ－2 介護休業の申出  （第11条）  

⊂〕二の法律〃）介護休業は、労働者ゾ）事業主に叶て卜る申出を要件としてい主す  

0 介護休業び〕申出トヒ、一定け川寺期に一定の方法に上／〕て行わなけれげなり去せん＝  

状態ごとに ⊂）申出は、特別び）事情がない限り対象家族1人につき、一〃）要介護1回であり、   

申し出ること〝）できる休業は連続したひとまと去り〃）期間の休業■ごす′、対象家族が次のい   

ずれかに該当する場合は、そぴ）対象家族に／っいて介護休業をすることはできませんr、  

（i〕前回〃）介護休業ノ）開始「j／いら引き続き・腋介護状態にある場合（特別の事情がある場合  

を除く）   

② 当該対象家族に／〕いて、次の【］牧を合算Lた「］数（以卜「介護休業等日数」といい去  

す）が93日に達Lている場合  

イ 介護休業をLた日数  

口 法第23条第2唄（51ヘージ参照）に定三める介護び）ため〃）勤務時間の短縮等の措置  

であって、介護休業等日数に算入される措置であること及び措置の初日が明示された  

そ）のが講じ「JれたLJ牧  

〔〕ただし、期間を定扉）て雇用されろ労働者が介護休業をすろ場合、現在締結されている労  

働契約期間〃）末日吏で休業した後、労働契約〃）更新に伴って更新後ゾ）労働契約期間の初日  

を介護休業開始予定［］とする申出をする場合は、再度〃）申出をすることができ圭す 

■
－
■
 
一
 
■
■
■
－
＿
●
＿
l
一
r
 
 

■  

（り 介護休業は、あ『）かじめ制度が導入され、就貰規則などに記載 されるべきものであることに   

留意してください（指針ト  

（2）介護休業の申出は、それにより一定期間労働者のノ芳務提供義務を消滅させる効果のある意思   

表示です 

（3）介護休業の申Hlは、次の事唄を記載した介護休業申出書を事業主二に提出して行わなければな   

りません（則第二2条第l噌） 

（汗れ～訂、晰びに荘、二丁＼け必ず明㍉か上しノなければな「Jない・ト頃、亘及び撥は特定≠場合に明ら  

かにしなけれげならない■い什で寸）   

期間を定めて雇用されろ者が労働契約び）更新に伴／〕て申出をする場合に必要な事項は①、②、  

1如／）みです 

〔二婁つ申出の年月日  

空労働者の上ヒ名  

‡き〕申出に係る対象家族レ）氏名及び労働者と〃）続柄  

④ 申出に係る対象家族が祖父母、兄弟姉妹又は孫である場合は、労働者がそ〝〕対象家族と同   

居し、かつ、扶養していろこと  

㌦申出に係る対象家族が要介護状態にあること  
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⑥ 休業を開始しようとする目及び休業を終了しようとする日  

⑦ 申出に係る対象家族についてのこれまでの介護休業等日数  

⑧ 一度休業した後に同一の対象家族の同一の要介護状態につき再度の申出を行う場合、それ   

が許される事情  

（4）事業主は、労働者に対して申出に係る対象家族が要介護状態にあること等を証明する書類の   

提出を求めることができます（則第22条第2項）。  

（5）介護休業の申出を対象家族1人の一の要介護状態につき1回を超えて行うことができる特別   

の事情は次のとおりです（則第21条）。   

① 新たな介護休業の開始により前の介護休業期間が終了した場合で、新たな介護休業に係る   

対象家族が死亡したとき又は離婚、婚姻の解消、離縁等により対象家族と労働者との親族関  

係が消滅したとき。   

② 産前産後休業又は育児休業の開始により介護休業期間が終了した場合で、産前産後休業又  

は育児休業の対象となった子が死亡したとき又は他人の養子になったこと等の理由により労  

働者と同居しなくなったとき。  

（6）事業主は、勤務時間の短縮等の措置（51ページ参照）を講じた場合、その目数が介護休業等   

日数に算入されることや措置を講じた期間の初日を労働者に明示することが望まれます。労働   

者が介護休業等のできる残りの目数が減ることを認識していなかった場合や、勤務時間の短縮   

等の措置を利用した目数がはっきりせず、同じ対象家族のために今後取得できる介護休業等の   

日数が不明確な場合は、勤務時間の短縮等の措置を講じた目数は介護休業等日数に算入しない   

ことになります（則第21条の2）。  

ポイント解説  

★ 介護休業に関し、この法律で労働者の権利として定められたものより労働者に有利な条   

件を設定することは、労働者の福祉の増進を目的とするこの法律の趣旨からも当然許され   

ます。したがって、休業期間、取得回数、対象となる家族の範囲などの事項に関して、法   

の内容を上回るような制度を定めることは自由であり、事業主に対しても、そのような努   

力が求められています（Ⅷ－6（53ページ）参照）。  

★ 逆に、介護休業の対象となる労働者の範囲をこの法律で示された範囲より狭くすること、   

対象家族の範囲、休業期間、申出の手続についてこの法律の規定より厳しい条件を設ける   

こと等は許されず、このような定めをした就業規則の当該部分は無効と解されます。  
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Ⅲ－3 事業主の義務  （第12条第1項、第2二項）  

○ 事業主は、要件を満たした労働者の介護休業の申出を拒むことはできません。  

○ ただし、次のような労働者について介護休業をすることができないこととする労使協定   

があるときは、事業主は介護休業の申出を拒むことができ、拒まれた労働者は介護休業を   

することができませんしつ  

（丑 その事業主に継続して雇用された期間が1年に満たない労働者  

（a その他介護休業をすることができないとすることについて合理的な理由があると認め  

・   られる労働者  
l  

（l）要件を満たした介護休業の申出により労働者〝〕労務提供義務は消滅し、事業の繁忙や経営上   

の理由等により事業主が労働者の休業を妨げることはできません（法第12条第l項）。  

（2）「労使協定」については、Ⅱ－3（2）（12ページ）で説明したとおりです（法第12条第2項）。  

（3）「介護休業をすることができないとすることについて合理的な理由があると認められる労働   

者」とは、次のいずれかの場合をいいます（則第23条）。   

① 申出の日から93日以内に雇用関係が終了することが明らかな労働者   

② 1週間の所定労働目数が2R以下の労働者  

ポイント解説  

★ 法第12条第2項及びこれに基づく則第23条は、労使協定を締結した場合に介護休業の   

対象から除外できる者の範囲の最大限度を示しています。つ したがって、より狭い範囲の者   

を除外することは可能ですが、逆により広い範囲の者を除外することはできません（例え   

ば、男性はすべて介護休業の対象から除外する旨の労使協定を締結することはできませ   

ん）。  
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Ⅲ－4 介護休業の期間1一休業期間－  
（第11条、第15条第1項、第2項）  

l 董⊂）介護休業を十ることができるのは、対象家族1人につき、一・1一の要介護状態ごとに1回、  
l  

通算して93日を限度として、原則として労働者が申し出た期間です 
l  －■■■■■一■■■■■一■■l■■■1－11■■■■■■－■■－■■■■■■■■l■■－－－■－－－■－■■－■■－■■－■■■－■‥■－■■－■■一■■－■■－■■，－■■■－－－－－－－－■■－■■－●■－■■－■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■－■■－■■■■■■■■■■■■■■  

（1）適正な手続に基づき労働者か『」介護休業の申出がされた場合、介護休業期間は、基本的には、   

申出による介護休業を開始Lようとする［］から休業を終了し上うとする目までですが、事業主   

による休業を開始する目の指定や労働者に上る休業を終了する目の変更び）申出があった場合は、   

その指定や変更（／）申出び）結果介護休業を開始する目又は介言副木業を終了する目となった日にな   

ります（こⅢ5参照） 

（2）ただし、申出に上る介護休業を終了し上うとする臼が、介言酎木業を開始しようとする日から   

起算して93日か『J対象家族についての既に取得Lた介護休業等日数を差し引いた目数を経過   

する目l：以下「通算93日経過日」といい去す、）より後〃目である場合には、通算93日経過   

日が介護休業期間の最終日となります′ 

（う）介護休業等目数は、次に掲げる目数を合算した目数になります、   

庄つ介護休業を⊥ていた口数  

② 勤務時間の短縮等の措置が講じJJれた口数   

なお、 勤務時間の短縮等び）措置については、労働者の権利行使に不利益が生じないよう、介   

護休業等目数に算入される措置であること及び講じられた措置の初日が労働者に明示された≠）   

のについてのみ介護休業等日数に算入することとされています（則第21条の2）′1  
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Ⅲ－5 介護休業の期間2一申出期限・変更の申出等－  

（第12条第3項、第4二項、第13条）  

l  

童○ 労働者は、希望どおりの日から休業するためには、介護休業を開始しょうとする日の2  
l  

週間前までに申し出ることが必要です 
l l  

．   これより遅れた場合、事業主は一定〝）範囲で休業を開始する目を指定することができまi   

す 

○ 期間を定めて雇用される労働者び）介護休業の場合で、一レり労働契約期間の末日まで休業   

した後、労働契約の更新に伴って更新後の労働契約期間の初日を介護休業開始予定日とす   

る申出をする場合には、2週間前菜でに申出がなか／〕た場合でも、事業主は開始日の指定   

をすることはできず、労働者は申出どおり〃）口か〔〕休業を開始でき去す 

○ 労働者は、一定の時期圭でに申し出ることに上り、事由を問わず、l回に限り休業を終   

了する目を繰下げ変更し、介護休業の期間を延長することができ壬す  

（1）労働者から介護休業〝）申出があった場合において、休業を開始しようとする目が申出の目ゾ）   

翌日から起算して2週間を経過する口（申出の目〃）属する週の翌々週の応当日。以下「2週間   

経過目」といいます∴）より前〃）目であろときは、事業主は、労働者が休業を開始しようとする   

目以後2週間経過目までゾ）間のいずれかの目を休業を開始する目として指定することができ圭   

す（法第12条第3項）  

（例） 7／1  7／6  

（2）事業主が介護休業を開始する目を指定する場合は、原則として、申出があった口〝）翌日から   

起算して3日を経過する臼まで（例えば、7月1日に申出があった場合は、7月4日去で）に   

指定する目を記載した書面を労働者に交付して行わなければなり圭せん 

なお、申出があったロと労働者が休業を開始しようとする日と〝）間が短いことにより上記の   

指定では間に合わないときは、労働者が休業を開始しようとする目までに指定しなければなり   

ません（則第25条）し  
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（3）労働者が、介護休業を終了する日の繰下げ変更をする場合は、当初介護休業を終了しようと   

していた日の2週間前までに変更の申出をしなければなりません（法第13条、則第26条）。  

（例） 3／1  5／15  6／1  

（4）また、介護休業を終了する日の繰下げ変更の申出には、下記の事項を記載した書面の提出が   

必要です（法第13条、則第27条）。   

① 変更の申出の年月日   

② 変更の申出をする労働者の氏名   

③ 変更後休業を終了しようとする目  

ポイント解説  

★ この法律では、介護休業を開始する目の繰上げ・繰下げ変更や介護休業を終了する日の   

繰上げ変更は、労働者の申出だけでは当然にはできません。このような場合は、変更を希   

望する労働者と事業主とでよく話し合ってどうするかを決めることになります。むしろ、   

労働者が希望した場合には休業期間を変更できる旨の取決めやその手続等をあらかじめ就   

業規則等で明記しておくことが望ましいと考えられます。  
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Ⅲ－6 介護休業の期間3一期間の終了・申出の撤回等－  

（第14条第1項～第3項、第15条第3項、第4項）  

l■■■■■－＝■■■■■■■■■■■■－■■－■■－■■－■■－■■－■■－■■－■■－■■－‥－‥－■■－■■－■■－‥－‥－■■－■■－■■－■■－■■－■■－■■－‥－■■－■■－■■－‥－■■－■■－＝－＝－■■一■■一■■一■■■＝■■■■■■■■■■＝■  

○ 介護休業の期間は、労働者の意思にかかわらず次の場合に終了します 

（丑 労働者が介護休業の申出に係る対象家族を介護しないこととなった場合  

（a 介護休業をしている労働者について産前産後休業、育児休業又は新たな介護休業が始  

まった場合  

○ 介護休業の開始前に対象家族を介護しないこととなった場合には、介護休業の申出はさ   

れなかったことになります。   

す。同じ対象家族の同じ要介護状態についての介護休業の再度の申出は、1回は可能ですし1  

■■■■＝■＝■＝－＝－■■■■■■■■－＝●＝－■■－■■－＝－‥■－‥－■■－■■－■■－■■－‥－‥■■－■■－＝－‥－‥－■■■－■■－■＝－＝一＝■－■■－■■－■■－＝－■‥－■■■－■■－■■一‥－■■■－＝－■■一＝■＝－■■■■■■■■■  

（1）「対象家族を介護しないこととなった場合」とは、具体的に次の場合をいいます（法第15条   

第3項、則第2り条の2） 

① 対象家族の死亡   

② 離婚、婚姻の取消、離縁等による対象家族との親族関係の消滅   

③ 労働者が負傷、疾病等により対象家族を介護できない状態になったこと  

（2）対象家族を介護しないこととなった場合は、労働者はその旨を事業主に通知しなければなり   

ません（法第15条第4項） 

（3）介護休業の申出が撤回された後、同じ対象家族の同じ要介護状態について介護休業の申出が   

再度なされた場合、事業主は1回目は拒むことができませんが、2回目以降は拒むことができ   

ます（法第】4条第2項） 
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Ⅳ 子の看護休暇制度  （第16条の2、第16条の3）  

＝■■＝■■■■■■■■■■■■■■＝－＝■＝■■■－■■－■■－‥－■■－■■■－＝■－■■－■■－＝－■■－■■－■■■－＝－■■－■■－■■－■■■－■■－■■－■■－■■－■■■－＝－‥－■■－■■■－＝一‥－＝－■■－＝－＝－＝－■■■■■一＝一■＝■■■■■■■  

○ 小学校就学前の子を養育する労働者は、事業主に申し出ることにより、1年度において   

5日を限度として、子の看護休暇を取得することができます。  

O 「1年度において」の年度とは、事業主が特に定めをしない場合には、毎年4月1日か   

ら翌年3月31日となります。  

○ 日々雇い入れられる者は除かれます。また、次のような労働者について子の看護休暇を   

取得することができないこととする労使協定があるときは、事業主は子の看護休暇の申出   

を拒むことができ、拒まれた労働者は子の看護休暇を取得することができません。   

① その事業主に継続して雇用された期間が6か月に満たない労働者   

② その他子の看護休暇を取得することができないとすることについて合理的な理由があ  

ると認められる労働者  

（り 子の看護休暇とは、負傷し、又は疾病にかかった子の世話を行う労働者に対し与えられる休   

暇であり、労働基準法第3t）条の規定による年次有給休暇とは別に与える必要があります〔。子ど   

もが病気やけがの際に休暇を取得しやすくし、子育てをしながら働き続けることができるよう   

にするための権利として子の看護休暇が位置づけられています。  

（2）子の看護休暇は、あらかじめ制度が導入され、就業規則などに記載されるべきものであるこ   

とに留意してください（指針）。  

（3）「子の看護休暇を取得すろことができないとすることについて合理的な理由があると認められ   

る労働者」とは、1週間の所定労働目数が2日以下の労働者をいいます（則第30条の2）。こ   

の他の労働者、例えば期間を定めて雇用される者や配偶者が専業主婦である労働者等を除外す   

ることはできません。  

（4）子の看護休暇の申出は、次の事項を事業主に申し出ることによって行わなければなりません   

（則第30条第l項）。   

① 労働者の氏名   

② 申出に係る子の氏名及び生年月日   

③ 看護休暇を取得する年月日   

④ 申出に係る子が負傷し、又は疾病にかかっている事実   

子の看護休暇の利用については緊急を要することが多いことから、当日の電話等の口頭の申   

出でも取得を認め、書面の提出等を求める場合は事後となっても差し支えないこととすること   

が必要です。  
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（5）事業主は、労働者に対して申出に係る千が負傷し、又ほ疾病にかか／〕ている事実を証明する   

書類の提出を求めることができ吏「ナ‾（則第30条第2項）、  

ただし、現に負傷、疾病の子〃）世話を行うため〃）休暇であることか〔」、証明書類の提出を求   

ガ）る場合には事後の提出を可能とする等、労働者に過重／工員担を求めることにならないょう配   

慮してください（指針）  

（6）労働者〃）子〃）症状、労働者〃）勤務ゾ）状況等が様々であることに対応し、制度〃）弾力的な利用   

が可能となろ［うに配慮してください（指針）し  

ポイント解説  

★ 子ども〝）看護休暇は、労働者1人に／つき5日であり、子ビそ）1人に／つき5日ではありま   

せんが、法を上回る日数佑）取得を可能とする制度を定めることは差し支えありませんし、  

★ 子どもぴ）看護休暇は、介護休業と異なり、休暇が取得できる負傷や疾病〃）種類や程度に   

特段〃）制限はあり妄せんノ）で、例えば風邪に1二ろ発熱など短期間で治癒する傷病であって   

も労働者が必要と考えろ場斜こは申出ができ圭一巨 二〃り二「ダ）、申出に係ろ子〝）負傷又は疾   

病〝）事実を証明すろ書類としてぃ土、必ずし辛）医師の診断書等が得〔Jれない場合等≠）あり去   

すので 、例えば、購入Lた薬の領収書等により確認する等柔軟な取扱いをすることが求め   

られます  
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Ⅴ 不利益取扱いの禁止  （第10条、第16条、第16条の4）  

l l  

≡○ 事業主は、育児休業、介護休業や子の看護休暇の申出をしたこと又は取得したことを理室  
I 

l  

■ 由として、労働者に対して解雇その他不利益な取扱いをしてはいけません。  一  
I  l  

（1）育児休業、介護休業や子の看護休暇の申出をしたこと又は取得したことを理由として行う解   

雇その他不利益な取扱いの意思表示は無効と解されます。  

（2）事業主に対して禁止される解雇その他不利益な取扱いは、労働者が育児休業、介護休業や子   

の看護休暇の申出をしたこと又は取得したこととの間に因果関係がある行為です（指針）。  

（3）解雇その他不利益な取扱いの典型例として、次に掲げる取扱いがあげられます（指針）。   

① 解雇すること。   

② 期間を定めて雇用される者について、 契約の更新をしないこと。   

③ あらかじめ契約の更新回数の上限が明示されている場合に、当該回数を引き下げること。   

④ 退職又は正社員をパーートタイム労働者等の非正規社員とするような労働契約内容の変更の  
強要を行うこと。  
＊ 勧奨退職や正社貢をパートタイムジュ働者等の非正規社員とするような労働契約内容の変更  

は、労働者の表面ヒのl甘意を得ていたとしても、これが労働者の真意に基づく車）のではないと  

認められる場合には、これに該当します。   

⑤ 自宅待機を命ずること。  
＊ 事業十三が、育児休業や介護休業の終j′予定11を超えて休業することや、／・の看護休暇の取得  

の申出に係る目以外の目に休業することを労働省1こ強要することは、これに含まれます。   

⑥ 降格させること。   

⑦ 減給をし、又は賞与等において不利益な算定を行うこと〔1  
＊ 育児休業、介護休業期間中や／一の看護休暇を取得したしjについて賃金を支払わないこと、退  

職金や賞㌧の算定にこ当たり現に勤務した仁］数を考慮する場合に休業した期間又は子の看護休暇  

を取得した日数分は日割りで算定対象期間から控除することなど、専ら休業期間又は子の看護  

休暇を取得したHは働かなかったものとして取り扱うことは、不利益な取扱いに該1しません  

が、休業期間又は十の看護休暇を取得した口数を超えて働かなかったものとして取り扱うこと  

は、「不利益な算定」に該主当します。   

⑧ 不利益な配置の変更を行うこと。  
＊ 配置の変更が不利益な取扱いに該当するか否かについては、配置の変更前後の賃金その他の  

労働条件、通勤事情、二！う人の将来に及ぼす影響等諸般の事情について総合的に比較考量の上、  
判断すべきものですが、例えば、通常の人事異動Ⅵルールからは卜分に説明できない職務又は  

就業の場所の変更を行うことにより、その労働者に相当程度経済的又は精神的な不利益を生じ  

させることは、これに該当します。   

⑨ 就業環境を害すること。  
＊ 業務に従事させない、専ら雑務に従事二させる等の行為は、これに該：ナ1しますぐ）  

（4）（3）の①～⑨は、あくまでも「解雇その他不利益な取扱い」（7）例示であり、ここに掲げてい   

ない行為についても個別具体的な事情を勘案すれば不利益取扱いに該当するケースもあり得ま   

す。  
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Ⅵ 時間外労働の制限   

Ⅵ－1 育児を行う労働者の時間外労働の制限1  （第17条第1項）  

○ 事業主は、小芋校就芋ノ）始期に達するまでゾ）千を養育する実働者が、その子を養育する   

た裾二請求した場合においては、事業〃）正常な運営を妨げる場合を除き、1か月について  

24時間、1年について150時間を超える時間外労働をさせてはいけません‥  

○ ただし、次の上うな労働者は請求できません 

ユ）そ〝）事業主に継続して雇用された期間が1年に満たない労働者   

② 配偶者が常態としてそぴ）子を養育することができると認め「Jれる労働者   

施 その他請求できないこととすろことに／ついて合理的な理由があると認められる労働者  

（り 時間外労働の静」限は、あらかじめ制度が導入され、就業規則などに記載されるべきものであ   

ることに留意してください（指針）〕なお、当然〝）ことなが〔J、事業主が労働者に時間外労働を   

させるた裾こは、別途労働基準法第〕6条第1項しノ）規定による時間外労働協定を締結し、所轄の   

労働基準監督署長へ届け出ることが必要で一丁卜  

（2）日々雇い入れられる者は請求できモせんが、期間を定めて雇用される者は請求できます 

（3）労働者が請求したときは、事業主は原則として、就業規則や時間外労働協定等で定めた時間   

外労働〃）上限時間如何に関わらず、1か月について24時間、1年に／ついて150時間を超える時間   

外労働（法定時間外労働）をさせることはできません、ただし、就業規則や時間外労働協定等   

で定めた時間外労働〝）上限時間が、1か月について24時間、1年に／ついて150時間を下回る場合   

は、就業規Llりや時間外労働協定等で定雄）た時間外労働の上限時間が優先されます  

（4）「事業の正常な運営を妨げる場合」に該当するか否かは、そ〝）労働者〃）所属する事業所を基   

準として、そ〃）労働者の担当する作業び）内容、作業ノ）繁閑、代行者〃）配置の難易等諸般の事情   

を考慮して客観的に判断することとなります 

（5）「配偶者が常態としてそぴ）子を養育することができると認められる労働者」とは、配偶者が   

次（ノ）①～④ぴ）いずれにむ該当1‾る場合をいい圭す（則第31条の2） 

壮職業に就いていないこと（育児休業そ〝）他州木業に上り就業していない場合及び1週間の  

就業日数が2R以下び）場合を含みますJ） 

（≧：負傷、疾病等に上りア・の養育が困潮流状態でないこと   

④ 6週間（多胎妊娠の場合は14週間）以内に出産予定でなく、又は産後H週間以内でないこ  

し  」 

耳 請求に係る子と同居Lていること 
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（6）「請求できないこととすることについて、 合理的な理由があると認められる労働者」とは、   

次のいずれかの場合をいいます（則第31条の3）し〕   

①1週間の所定労働日数が2日以下の労働者   

② 内縁の妻（夫）等が（5）の①～④のすべてに該当する労働者  

ポイント解説  

★ パートタイマーやアルバイトの方についても、日々雇い入れられる者や引き続き雇用さ   

れた期間が1年に満たない労働者など、制度が適用にならない場合に該当しない限り、時   

間外労働の制限の権利が認められます。  

★ 事業主は、労働者が時間外労働の制限を請求した場合においては、労働者が請求どおり   

に時間外労働の制限を受けられるように、通常考えられる相当の努力をすべきものです。   

単に時間外労働が事業の運営上必要であるとの理由だけでは拒むことは許されないと解さ   

れます。  

Ⅵ－2 育児を行う労働者の時間外労働の制限2   （第17条第2項）  

■■一■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■l■ll■■■■■1－■t■■■■■■■l■■■■■●■－■■一■■－■■－■■－■■－■■－■■■－－■－■■－■■－●■－■■－■■－■■－■■－■■－■■－■■■■●■■■■■■■■■■■■■■■■■■■lll■■■l■■■●■■■■■■■■■■■■■■■■■■■   

l  

O 制限の請求は、1回につき、1か月以上1年以内の期間について、その開始の目及び終≡  
l  

了の日を明らかにして制限開始予定日の1か月前までにしな【ナればなりません。  

l iO この請求は、何回もすることができます。  
l  

（l）具体的には以下のようになります。  
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（2）請求は、次〝）事項を記載した書面を事業主に提出して行わなけれげなり圭せん（則第31条〝）4   

第1項） 

こi⊃請求の年月E］  

霊労働者〟）氏名   

甘請求に係る子ノ）氏名、生年月［］及び労働者と〃）続柄（子がH生してい加、場合は、出産予  

定者〝）氏名、出産㌣定日及び労働者との続柄）   

－宣制限を開始し上うと－てj‾る目及び制限を終了LょうとするH   

⑤請求に係ろ子が養子であろ場合には養子縁組の効力発生日  

（こ≠〇常態としてそレ）J′・を養育十ろことができる配偶者等がい′こいこと  

（3）事業主は、労働者に対して請求に係ろ干潮出生等を証明十る書類ソ）提出を求凍）ることができ   

去す（則第う1条〟）4第二項）  

（4）事業主は労働者が時間外労働ゾ）制限を請求したこと又は実際に時間外労働の制限を受けたこ   

とを珂吊1とLて、解雇そ〔ノ用恒ノ）イこ利益な取扱いをしてはなりません（指針）  

（5）労働者が1年未満（ノ）期「問で請求した場合には、そ〃）請求期間l人Jにおいて150時間を超えない   

Lうにしなけれげなりません   

時間外労働〃）制限び）請求期間においては、1勺二15（川寺間と1カ用24時間〃）両方〃）制限がかか   

りますが、請求期間）1ミ（うか月以下の場合には、1年150時間こ川時間制限レ）意味上土あり去せん（ノ）   

で、実質的に1か月ヱ4時間〃）上限〃）みが生き手す   

（例）請求期間が5小月の場合   

・各月それぞれコ4時間ザ／〕モで  

→ ニれに上り、期間トータルノ）総時間そ）、24時間※5＝＝120時間去でに抑え〔Jれま」‾  

ポイント解説  

★ 時間外労働〃）制限の対象と／工ろ（ノ）は、当然ノ）二とながら法定′芳働時間（1週間に／つき40   

時間、1‖に／〕き針時間なお、一部特例あり）を超えろ時間外労イ動であり、変形労働   

時間制ヤフレックスタイム制の場合妄）対象とたりト1‾  

なお、フレッシスタイム制をとった場合に時間外労働と評価されろ（川七、清算期間にお   

ける法定′芳働時間の総枠を超えた時間です  
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Ⅵ－3 育児を行う労働者の時間外労働の制限3  
（第17条第3項～第5項）  

l  

≡○ 時間外労働の制限の期間は、労働者の意思にかかわらず次の場合に終了します。  

① 子を養育しないこととなった場合  

② 子が小学校就学の始期に達した場合  

③ 時間外労働の制限を受けている労働者について産前産後休業、育児休業又は介護休業   

が始去った場合  

（1）「子を養育しないこととなった場合」とは、具体的には次の場合をいいます（則第31条の5、   

第31条の6）。   

① 子の死亡   

② 子が養子の場合の離縁や養子縁組の取消   

③ 子が他人の養子となったこと等による同居の解消   

④ 労働者の負傷、疾病等により、制限を終了しようとする目までの間、子を養育できない状  

態となったこと  

（2）子を養育しないこととなった場合は、労働者はその旨を事業主に通知しなければなりません   

（法第17条第3項、第5項）。  

（3）労働者が1年間について請求を行った場合であっても、時間外労働の制限の適用を受ける必   

要がなくなった時には、いつでも請求を撤回することができ、以後その適用を受けないことに   

なりますり  

ただし、事業主は、労働者から撤回の申出があったからといって、直ちにその労働者に対し、   

他の労働者と同水準の時間外労働をさせなければならなくなるものではありません。  
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Ⅵ－4 家族介護を行う労働者の時間外労働の制限   （第1日条）  

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■●■■－■■■■■l■■●■■■●■●■■■■■■■■■l■■－■▲■■■■■■■一一‥－■一一■■－■■－■■－■■－■－－■－■－－■■－■■■■－■■－■■－■■－■■－■■－－←■■－■■－■■－■■－●－－●■－－■●＝■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■－  

〔〕事業主は、要介護状態にあろ対象家族を介護する労働者が、そノ）対象家族を介護するた   

裾こ請求Lた場合においてけ、事業〃）正常な運営を妨げる場合を除き、1か月について2′′1  

l ． 時間、1年について150時間を超えろ時間外労働をさせてはいけ去せん  
I i〔二〕ただL、次〔ハLう／工労働者は請求でき去せん  

■ 〔しそ〃）事業i二に継続Lて雇用された期間が1隼に満たない′労働者  
l  

② l週間の所定労働目数が2口以卜〃）労働者  ・  
l   

制限〃）請求は、1ト＝二つき、1かH以上1勺二以内げ）期間につい－ご、そ〝）開始げ）「］及び終 毒   

r〃）日を明らかにLて制限開始予克汗川）1か月前去でに L／己けれげなり吏せん  

⊂〕二び）請求ほ、何［ロ1≠）することができ㌢十  

○ 時間外労働の制限ソ）期間は、労働者の意思にかかわ木ず次の場合に終了します  

1〕対象家族を介護Lないこととなった場合   

こ劣時間外労働ノ）制限をまけていろ′方働者に／）いて産前産後作業、古畑木業又は介護休業至  
l  

が始去／〕た場合  
．  

1 ⊂）時間外労働〃）制限ノ欄婚前に対象家族を介護し／言いこととな／〕た場合には、時間外労働i  
l
＿
■
l
■
■
l
「
 
 

【  

． ぴ）制限〝）請求はされなか／〕たこととなり主す  

l  

（り 時間外労働〃制限H、あLl′）かじめ制度が導入され、就業規則などに記載されるべき≠）ぴ）■ごあ   

ろことに留意してください（指針）な才∴ 当然〃）二となが「J、事業主が労働者に時間外労働を   

させるためには、別途労働基準掛第端条濁】項の規定に上る時間外′方働協定を締結し、所轄の   

労働基準監督署長ノ＼ノd＝ナ出ろことがノ∠、要です  

（2）「要介護状態」「対象‘家族」ぴ）定義け、介言酎木業の場合と同様■ぐ十（Ⅲ1（】9～20ページ）   

参照）  

（3）請求は、 次〃）事項を記載した書面を事業主に提出Lて行わなければなり吏せん（則第31条の   

8）＝  

〔里、）請求ゾ）年月R   

妻二労働者〃）氏名   

葦請求に係る対象′家族ノ）代名及び′引動者とび）続柄   

④ 請求に係る対象家族が祖父母、兄弟姉妹又は孫であろ場合 は、労働者一がそソ）対象家族と同  

居し、か／〕、扶養Lていろこと  

宕ノ）請求に係る対象家族が要介護状態にあること  

〔亘 制限を開始しとうと十る口及び制限を終了L上うとする日  

（4）事業＝鉦土、労働者に対して請求に係る対象家族が要介護状態にあること等を証明する書類〃）   

提出を求めることができE十（則第うl条ソ〕8第二項）J  
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（5）「対象家族を介護しないこととなった場合」とは、具体的には次の場合をいいます（則第31   

条の9、第31条の10）。   

① 対象家族の死亡   

② 離婚、婚姻の取消、離縁等による対象家族との親族関係の消滅  

③ 労働者が負傷、疾病等により制限を終了しようとする日圭での間対象家族を介護できない  

状態になったこと   

（6）対象家族を介護しないこととなった場合は、労働者はその旨を事業主に通知しなければなり   

ません（法第18条において準用する法第17条第3項、第5項）。   

（7）その他、期間を定めて雇用される者も対象となるこ と、「事業の正常な運営を妨げる」か否か   

は客観的に判断されること、請求の仕方の具体例、指針に留意すること等については、育児を   

行う労働者の時間外労働の制限の場合と同様です（Ⅵ－1～3参照）。  
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育児や家族介護を行う労働者の時間外労働の  

制限と時間外労働協定との関係について   

法定労働時間を超えて時間外労働をさせょうとする場含には、′方働基準法第36条に基／うく時間  

外労働協定を締結し、所轄の労働基準監督署長に届け出る必要があり圭す   

ここでは、育児や介護を行う労働者の時間外労働の制限と時間外労働協定との関係について解  

説し去す 

時間外労働協定とび）関係   

育児・介護休業法に基づく時間外労働び）制限は、1か月以上1年以内の期間につい  

て個々〝）労働者がそ〃）開始び）目（以†∴「制限開始［」」といいよす、）及び終了の日を  

明らかにして請求する制度であり、ニ〝）制限開始日は、その労働者が働く事業所にお  

ける時間外労働協定で定牒）る一定び）期間，1（以下、「一定期間」といい圭す。）〃）  

起算日とは、通常、 一放Lない≠、ぴ）と考えられ去す（例えば、労働者が時間外労働  

（ノ）制限を請求」‾る期間が平成18年6月11日か〔」平成】9牛6月10日までとなって  

おり、時間外労働協定において定められた「1日を超え：うか月以内の期間」が1か  

月で 、起算日が毎月1日となっている場合）   

ニ〃）場合、事業主はそれぞれの法律に基づきそれぞれノ）期間ごとに労働時間管理  

をしなければなりませんが、ノ方働時間管理が複雑とな「」ないょうにするために、例  

えば「1日を超えこうか月以内の期間」が1か月の場合において、育児・介護休業法  

に基づく時間外労働〃）制限開始日を時間外労働協定で定めろ一定期間の起算日と合  

致rす‾るょうにして労働者に請求Lても〔〕うことが考えられ去すなお、労働者び）意  

思に反してそぴ）ょうな請求を強制することが許されないことは言う去でもあり 圭せ  

ん  

（注1）時間外労働協定においては、「1［】を超える一定の期間」とLて「1日を超えるこうか月以  

内の期間」及び「1年間」に／）いて延長することができる時間を協定しなければなり壬せ  

ん  

★ 時間外労働協定との調整倒   

木来、どの時点か〔〕時間外労働〃）制限を請求するかについては労働者が任意に請求  

できますが、事業主は、労働者の同音を得て、育児・介護休業法に基づく時間外労働  

の制限開始日と時間外労働協定に定める≠一定期間の起筒日とを合致させることも考え  

ら，れ圭す 

例えば、「1日を超えニiか月以内の期間」が1か月〃）場合において、次のような方法  

が考えられます 

し‡ノ）制限開始日を次〃）一定期間ゾ）起算日に合致させるべく、当初〃）制限開始希望日より   

遅らせて労働者に請求してもらう方法 

あるいは、  
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② 労働者の請求は制限開始日の1か月前までにすることとなっていますが、これにか   

かわらず、制限開始日を一定期間の起算日に合致させるべく、当初の制限開始希望日   

より前倒しして取り扱う方法。  

※ ①のように取り扱う場合には、労働者の合意を得やすいように、当初の制限開始希望日か   

ら変更後の制限開始日の前日までの間の時間外労働の上限時間について、育児・介護休業法   

に基づく時間外労働の制限の制度を下回らない条件で設定すること、例えば、その期間の目   

数で按分した時間（24時間×請求を遅らせた期間の日数／その月の総日数）の上限時間とす   

ることも考えられます。  

※ ②のように取り扱う場合でも、時間外労働の制限は時間外労働をさせ得る状態にあ   

ることが前提ですから、制限開始日が請求する労働者本人の育児休業期間中になるこ   

とは問題があります。また、制限開始日が請求する労働者の配偶者の育児休業期間中   

になる場合には、育児・介護休業法上は請求できる労働者としての要件を満たさなく   

なりますが、当事者が合意すれば、前倒しして時間外労働の制限の制度とは別に一定   

期間の起算日から労働時間管理をすることは可能です。  

（丑 5／11  6／1  6／11  

② 5／11  6／1  6／11  

時間外労働協定に記載する場合   

時間外労働の制限の制度の適用を受ける労働者の扱いについて、時間外労働協定上明示す  

る必要はありませんが、例えば、上記のケースのように、育児・介護休業法に基づいて時  

間外労働の制限を請求する労働者の制限開始日が時間外労働協定で定める一定期間の  

起算日と合致する場合、こうした労働者について1か月につき 24時間以下、1年に  

つき150時間以下の時間外労働協定を締結し、届け出ておくことも考えられます。   

その場合の時間外労働協定届の具体的な記載の仕方については、40ページの例を参  

考にしてください。（注2）  

（注2）このような時間外労働協定を締結した場合は、時間外労働の制限時間の計算に当たり以  

下のような注意が必要です。  
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（例）時間外労働協定て美津）る一定期間〃）うち1年間び）起算日が4月1日で▲椴の労働者に係   

る1年叫別限時間が二50時間、制限開始日が月〝）机U（起算日）となるょうに育児・介護   

休業法上び）時間外労働び）制「猥を請求Lた労働者（下L紺二おいて「制限労働者」といい圭す〔）   

に係る1年二〔／）制限時間が150時間ヒする時間外労働協定を締結Lた場合において、育児・   

介護休業法上〝）制限期間を10月1日から翌年〃）り月30日までとすろ請求があった場合  

〃ノい介護休業f」：トゾ）制服叫≠  

10／】   （巨ン川コヰ‖川j、1牛仁鮒‖川】）   川／1  

4／】  4／】  労働拭準拭斗し′）制服情川  

（搬甘ぺ湖用‾に／〕きl隼・ヱ5（）＝川1、  

制服ぺ一例首∴／〕き1卜15（）‖川り）   

】0月1［］か「J翌年〃）3月う1‡1去で〝）間は、育児・介護休業法上は最大で144時間（1か  

月24時間×6か月）主で時間外労働をさせることができますが、ウうナ働基準法上の制限時間  

は4月1日か「）計筒されろた粛）、例えば4月】口からり月30日去でゾ）間に120時間の時間  

外労働をさせたと十ると、10日l「1から翌年〃）3月31日去でu）間は、150，120＝30時  

間王でLか日寺間外労働をさせることはできよせん 
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協定の当事者（労働者の過半数を代表する者の場合）の選出ノノ法（投票による選挙  
平成○隼 3月15R  

職名代表取締役社長  
使用 者  氏名 佐方 美紀子 印  

00労働基準監督署長殿  
記載心得  
1「業務の種類」の欄には、時間外労働又は休日労働をさせる必要のある業務を具体的に記入し、労働基準法第36条第1項ただし吾の健康上特に有害な業務について協定をし  
た場合には、当該業務を他の業務と区別して記入すること。  
2 「延長することができる時間」の欄の記入に当たっては、次のとおりとすること。  
（り rl日」の欄には、労働基準法第32条から第こう2条の5まで又は第40条の規定により労働させることができる最長の労働時間を超えて延長することができる時間であつ  

て、I目についての限度となる時間を記入すること       （2）rl目を超える一定の期間（起算日）」の欄には／労働基準法第32条から第32条の5まで又は第40条の規定により労働させることができる最長の労働時間を超えて延長  
することができる時間であって、同法第36条第1項の協定で定められた1日を超えこう箇月以内の期間及び1年についての延長することができる時間の限度に関して、その上  
欄に当該協定で定められたすべての期間を記入し、当該期間の起算日を括弧書きし、その下欄に、当該期間に応じ、それぞれ当該期間についての限度となる時間を記入するこ  
と。  

3芝の欄は、労働基準法第：〕2条の4の規定による労働時間により労働する労働者（対象期間が3箇月を超える変形労働時間制により労働する者に限る。）について記人すること  
4「労働させることができる休日並びに始業及び終業の時刻」の欄には、労働基準法第35条の規定による休日であって労働させることができる口並びに当該休日の労働の始業  
及び終業の時刻を記人すること 
＝       〇 「期間」の欄には、時間外労働又は休日ガ働をさせることができるRの属する期間を記入すること。  



Ⅶ 深夜業の制限   

Ⅶ－1 育児を行う労働者の深夜業の制限1  （第19条第1項）  

■
 
 
 
 
＼
1
ノ
 
 
 

■
 
 

l  

事業主は、小学校就争ノ）始期に達－てj－るまで（ノ）了せ養育する労働者が、そ〃）十を養育する 室  

た裾二請求した場合においてけ、事業の正常な運営を妨げる場合を除き、午後10暗から午  

前5晴美でい間（以仁「深夜」といい左す）において労働させてはなり去せん 

〔二）ただし、次の上うな労働者は請求でき去せん  

廿 そ〃）事業主に継続Lて雇用された期間が1年に満たない労働者  

こ空深夜におい てそぴ）子を常態として保育することができる同居げ）家族がいる労働者  ●  

l  

：：iニー そ叫山請求できないニヒとすることについて合理的な理由があると認められる労働者 …  
t  

（l）深夜業の静」眼け、あらかじめ制度が導入され、就業規則などに記載されるべきものであるこ   

とに留意して㌧こださい（指針）  

（2）「1々雇い入わ「Jれろ肯け請来でき去せんが、期間を定めて雇用されろ者は請求できます 

（3）「事業の正常な運営を妨げろ場合」に該、Ljするか否かは、そぴ）労働者び）所属する事業所を基   

準として、そ〔／）労働者ノ）担当する作業の内容、作業の繁閑、代替要員〝）配置の難易等諸般の二事   

情を考慮Lて′客観的に判断することとなります  

（4）所定外労働しり延長とLて深夜に及ぶことにな／ブた場合に≠）、請求でき去す  

（5）「深夜においてそ直子を常態として保育することができる同居の家族」とは、16歳以上の同   

店り）家族であ／って、   

こ主、二深夜に就業Lていないこと（深夜におけろ就業日数が1月に／ついて：う目以下の場合を含み  

Eす）り   

せ＋負傷、疾病等に上り子〃）保育が困難な状態でないこと   

－  6週間（多月糾朝凪ル場合H14週間）以内に出産十定でなく、又は産後8週間以内でないニ  

ト  

リ）いずれに手）該当すろ苗せいい左す（則第こうl条び）11）  

（6）「請求できないこととすろ ことに／ついて合理的な理由があると認机られる労働者」とは、次   

〃）いずれかび）場合をいい手十（則第31条の12）   

けニノ1週間〃）所定労働日数が2［］以下〃）労働者   

せ所定労働時間〃）全部が深夜にある労働者  
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ポイント解説  

★ パートタイマーやアルバイトの方についても、日々雇い入れられる者や引き続き雇用さ   

れた期間が1年に満たない労働者など、制度が適用にならない場合に該当しない限り、深   

夜業の制限の権利が認められます。  

★ 事業主は、労働者が深夜業の制限を請求した場合においては、労働者が請求どおりに深   

夜業の制限を受けられるように、通常考えられる相当の努力をすべきものです。〕  

事業主には、深夜業を免除する代わりに同等の昼間勤務を確保することまでは義務づけ   

られていませんが、労働者本人が昼間勤務での就業を希望しており、かつ代わりに就業さ   

せることができる同職種の昼間勤務が十分あるにもかかわらず、深夜業の制限を請求した   

労働者を昼間勤務に就けさせず懲罰的に無給で休業させるといった取扱いは、深夜業の制   

限の制度の利用を躊躇させるものであり、不利益取扱いに当たるおそれがあり圭す。  

★ 「所定労働時間の全部が深夜にある労働者」とは、労働契約上労働すべき時間として定   

められている時間のすべてが午後10時～午前5時の間にある労働者をいいます。  

Ⅶ－2 育児を行う労働者の深夜業の制限2  （第19条第2項）  

（1）具体的には以下のようになります。   

（例）   

4／1  5／1  10／1  11／Ⅰ  

深夜  

／′‾、＼      1   
回   開T  
目   始回  

） ←1か月  目  
＼、．＿／  

深夜業の制限  

（2回目）  
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（2）請求は、次レ）事項を記載した書面を事業主に提出して行わなければなりません（則第31条の  

13第l項）。   

0〕請求の年月日   

② 労働者の氏名   

③ 請求に係る了・〃）氏名、生年月日及び労働者と〃）続柄（子が出生していない場合は、出産予  

定者の氏名、出産予定日及び労働者との続柄）   

④ 制限を開始しようとする目及び制限を終了しノようとする目   

00 請求に係る子が養子である場合には養子縁組の効力発生日   

⑥＋深夜においてそ〃）了一を常態とLて保育することができる同居の家族がいないこと  

（3）事業主は、労働者に対して請求に係る子〃）出生等を証明する書類の提出を求めることができ   

ます（則第31条の13第二項） 

（4）事業主は、あらかじめ、労働者の深夜業〃）制限期間中における待遇（昼間勤務への転換の有   

無を含みます。）に関する事項を定めろとと≠）に、労働者に周知させるための措置を講ずるよう   

に配慮してください（指針）  

（5）事業主は、労働者の育児や介護〝）状況、勤務の状況等が様々であることに対応し、制度の弾   

力的な利用が可能となるように配慮してください（指針） 

（6）事業主は労働者が深夜業の制限を請求したこと又は実際に制限を受けたことを理由として、   

解雇その他の不利益な取扱いをしてはなりません（指針）  

ポイント解説  

★（5）〝）「制度び）弾力的な運用」としては、週の特定の曜日や、深夜の特定の時間につい   

て深夜業の制限を受け〔Jれるようにすること、制限開始予定日の1月前より短い期間での   

請求で車）ょいこととすること等が考えられ圭す 
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Ⅶ－3 育児を行う労働者の深夜業の制限3  
（第19条第3項～第5項）  

○ 深夜業の制限の期間は、労働者の意思にかかわらず次の場合に終了します〔〕   

① 子を養育しないこととなった場合   

② 子が小学校就学の始期に達した場合  

③ 深夜業の制限を受けている労働者について産前産後休業、育児休業又は介護休業が始：   

まった場合  

至 ○ 深夜業の制限の開始前に子を養育しないこととなった場合には、深夜業の制限の請求は 至  
I 

l  

・ されなかったことになります。  ・  

l  
l  

（1）「子を養育しないこととなった場合」とは、具体的には次の場合をいいます（則第31条の14、   

第31条の15）。  

（∋ 子の死亡   

② 子が養子の場合の離縁や養子縁組の取消   

③ 子が他人の養子となったこと等による同居の解消   

④ 労働者の負傷、疾病等により、制限を終了しようとする日までの間、子を養育できない状  

態となったこと  

（2）子を養育しないこととな／）た場合は、労働者はその旨を事業主に通知しなければなりません   

（法第19条第3項、第5項二）。   



Ⅶ－4 家族介護を行う労働者の深夜業の制限   

l  

（第20条）  

⊂）事業主は、要介護状態にあろ対象家族を介護すろ労働者が、そ〃）対象家族を介護するた   

♂）に請求した場合においてけ、事業レ）正常な運営を妨げ、ろ場合を除き、深夜において労働   

させてはなりません  

⊂）ただL、次のような労働者は請求できたせん  

〔主〕そ〃）事業主に継続して雇用さかた期間が1年に満たなし、労働者   

② 深夜においてそノ）対象家族を常態として介護すろことができろ同屑り）家族がいる労働   

者   

3）その他請求できないこととすることに／〕いて合理的な理由があると認材）〔〕れる労働者  

（二〕制限げ）請求は、1担」に／つき、1fl以卜6月以内の期間に／ついて、開始のR及び終了（ハ日  

：を明らかにして、開始〃）「川）1月前モでにしなければなりこEせん  

至〔二）二の請求は、何回行すろことがてき左す  

深夜業の制限の期間は、労働者〃）音ノ軋二かかわrJず次ゾ）場合に終fLモす、  

① 対象家族を介護しないこととな／〕た場合  

l  ② 深夜業Cり制限を√乏けていろ′労働者に／〕いて産前産経休業、育児休業又は介護休業が梅毒  
l  

まった場合  
．  

〔〕深夜業の缶り「即澗始前に対象豪族を介護L加、ニととな／沃場合には、深夜業の制限〃）至                                                                                                                                           l  

請求はされなかったこととなり去す  

（l）深夜業ゾ）制限は、あらかじめ制度が導入され、就業規則などに記載されるべきものであろこ   

とに留意してください（指針）  

（2）「要介護状態」「対象家族」ノ）定義は、介護休業ゾ）場合と同様です（m1（19～20ページ）   

参照）リ  

（3）「深夜においてそぴ）対象家族を常態として介護寸るニヒができる同順拉）家族」とは、16歳以   

上の同居の家族であ／つて、  

〔譲二）深夜に就業していないこと（深夜における就業目数が1月に／）いてこうR以lごゾ）場合を含み  

ます「） 

②負傷、疾病等に上り対象家族〃）介護が困難ノー〔状態でないこと   

⑭ 6週間（多胎如湖沖）場合は1∫1週間）以内に出産予定でなく、又け産後8週間以内でないこ  

し  、－   

0）いずれに≠）該当する者をいいたす（則第31条び）1（う）  

（4）「請求できないこととすることに／〕いて合理的な理由があると認められろ労働者」とは、次   

のいずれかの場合をいい壬す（貝Ij第31条の17） 

〔宣：1週間〃）所定労働H数が2日以下び）労働者  
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② 所定労働時間の全部が深夜にある労働者  

（5）請求は、次ゾ）事項を記載した書面を事業主に提出して行わなければなりません（則第31条の  

】8第1項） 

窪）請求－ハ年月日  

② 労働者の氏名  

笠請求に係る対象家族〝〕氏名及び労働者との続柄   

④ 請求に係る対象家族が祖父母、兄弟姉妹又は孫である場合は、労働者がその対象家族と同  

居し、かつ、扶養していること   

⑤ 請求に係る対象家族が要介護状態にあること   

⑪制限を開始しようとする日及び制限を終J’Lようとする目   

⑦ 深夜においてその対象家族を常態として介護することができる同居〃）家族がいないこと  

（6）事業主は、労働者に対して請求に係る対象家族が要介護状態にあること等を証明する書類の   

提出を求めることができ去す（則第31条の18第2項） 

（7）「対象′家族を介護しないこととなった場合」とは、具体的には次の場合をいい吏す（則第31   

条の19、則第31条の20） 

① 対象家族〝）死亡  

②離婚、，婚姻の取消、離縁等による対象家族との親族関係の消滅  

〔耳 労働者が負傷、疾病等に上り、制限を終了しようとする目までぴ）間対象家族を介護できな  

い状態になったこと 

（8）対象家族を介護しないこととなった場合は、労働者はそ〃）旨を事業主に通知しなければなり   

ません（法第20条において準用する法第19条第3項、第5項） 

（り）そ叫也、期間を定めて雇用される者も対象となること、「事業の正常な運営を妨げる」か否か   

は客観的に判断されること、所定外労働の延長としての深夜業の場合にも請求できること、請   

求の仕方の具体例、指針に留意すること等に／〕いては、育児を行う労働者の深夜業の制限の場   

合と同様です（lⅦ－1～ニう参照） 

ポイント解説  

★ 育児や家族（／）介護など家族的責任を有する労働者を深夜業に従事させょうとする場合に   

おいては、その事情に十分配慮することが望まれ圭す 
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Ⅷ 事業主が講ずべき措置  

Ⅷ－1育児休業及び介護休業に関連してあらかじめ定めるべき事項  

等  （第21条）  

】 〔〕事業主は、次（ノ）事項に／〕いて、あらかじめ定め、二れを周知ナるためレ）措置を講ザろ上 毒  

う努力Lなけれげなり 巨せん  

享：1育児休業及び介護休業中〔／）待遇に閲すろ事碩  

慧育児休業及び介言酎本業後レ）賃金、配置そ叫也〃）労働条件に関する事項  

過 そゾ）他ノ）事唄  
l  

こコ また、ニ〃）Lうな定〟）引回ヤ〃）育児休業又け介護休業山申出をした労働者にあてはめた・  
l   

具体的な取扱いを明示■トろよう努力Lなければなり表せん 
．  

l  

（1）「育児休業及び介護休業弓り）待遇に関する卓堰」には、育児休業及び介護休業期間に／〕いて   

ぴ）賃金その他押）経済的給付、教育訓練ゾ）ノ実施等が含去れ吏rj－  

（ヱ）「育児休業及び介護休業後ソ）労働条件に関する事項」には、昇進、昇格及び年次有給休暇等   

に関することが含去れ主す   

なお、労働基準法に基／うく年次有給休暇ノ〕権利発生に係ろ出勤率の算定㍑当た／〕て上土、法第二   

条第卜号に規定する育児休業又け「司条第二号に規定する介護休業をLた期間は出勤Lたヰ）〔ハと   

みなさたければなりませ／レ（′芳働基準法第39条第7唄）  

（う）あらかじめ定琉、周如する上う努力することが求扉）「Jれろそ叫山〃）事項としては、次リノ2／）   

があり 圭「J‾（則第う2条）  

甘 子を養古しないこととな／〕たことに上り育児休業期間が終了した場合及び対象家族を介護  

Lないこととな／〕たニヒに上り什言酎木業期間が終了Lた場合のノ芳袴〃）提漱い）開始時期  

② 労働者が介護休業期間に／〕いて負担すべき社会保険料を事業主に支払う方法  

（4）労働者に対して具体的な取根いを明示ナるに二！〕た／）てご一丈、文吉を交付することに上／）て行1   

二ととされてい圭す り1り第うぅ条）  

（5）育児休業及び介護休業「†1〃）待遇、副円木業及び介護休業後び）賃金、配置その他の労働条件そ   

の他必要心事項に関する就業規則などを一括して定め、伺う両‾ろことが望左しいことに配慮し   

てください （指針）  
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ポイント解説  

★ 一定の要件を満たした雇用保険被保険者が育児休業を取得した場合、雇用保険から休業   

前賃金の40（冥，相当額の育児休業給付が支給され嘉す（雇用保険法第61条の4及び第61   

条の5）。   

※、巨成19勺二4」Jl日以降に職場復帰された万から、lそ成22年ミ3月31‡】までに育ル休業を   

開始された方を対象に、休業前賃金の50％相当額に引き卜がります。   

（雇用保険法附則第9条）  

★ 一定の要件を満たした雇用保険被保険者が対象家族を介護するための介護休業を取得し   

た場合、雇用保険から休業前賃金の40（％相当額の介護休業給付が支給されます（雇用保   

険法第61条の7）。  

★ 社会保険（健康保険、厚生年金保険）について、育児休業（育児・介護休業法第23条   

第l項に基づく3歳までの育児休業の制度に準ずる措置による休業を含みます。，）をして   

いる被保険者を使用している事業主が保険者に申し出た場合、その申出をした目の属する   

月からその育児休業が終了する目の翌日の属する月の前月までの期間について、被保険者   

負担分及び事業主負担分ともに保険料が免除されます（健康保険法第159条、厚生年金保   

険法第81条の2）。   

Ⅷ－2 雇用管理及び職業能力の開発向上等に関する措置（第22条）  

○ 育児休業及び介護休業（／）申出や育児休業及び介護休業後の再就業が円滑に行われるよう   

にするため、事業主は、労働者の配置その他の雇用管理、育児休業又は介護休業期間中の   

労働者の職業能力の開発及び向上等について必要な措置を講ずるよう努力しなければなり   

ません。  

（1）育児休業又は介護休業をナる労働者が雇用される事業所における労働者の配置その他の雇用   

管理に関して必要な措置を講ずるに当たっては、   

① 育児休業及び介護休業をする労働者については育児休業及び介護休業後においては、原則  

として原職又は原職相当職に復帰させることが多く行われているものであることに配慮しま  

しょう（指針）。   

② また、このような考え方を前程に、その他の労働者の配置その他の雇用管理に工夫を加え  

ていきましょう（指針）。  

（2）育児休業又は介護休業を」ている労働者の職業能力の開発及び向上等に関して必要な措置を   

講ずるに当たっては、   

① 労働者がその適用を受けるかどうかを選択できるものでなければなりません（指針）。   

② また、この措置は労働者の職種、職務上の地位、職業意識等の状況に的確に対応し、かつ  

計画的に講じられることが望ましいものです（指針）。  
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ポイント解説  

★l■小l／∴友ほレベルアップ助戌企（什、某申能ノノア、ソブコース）  

育児休業又け介護休業せすろ労働宵－び）職場適尉、生や職業能力の低卜をドノ止し、回復をF   

る措置（職場御前ソし」グラムといい、具体的には在ノ己講習・ 職場環境適応講習・職場復帰   

両前講習・職場復帰直後講習で寸 ）を計画L′畑二実施すろ事業主、共「司事業主又は事業主   

同体に対L、助成余を支給してい吏十  

★ 両、【′二丈ほレヘルアソソ1助成金（代件要汀確保コース）  

育児休業取得首が、育児休業終「後、原則ヒLて原職等に復満目‾ろ旨ゾ）取扱いを就業規   

則等に規定Lた上で育児イ本業取得者〃）代替要眉を確保L、か／〕、育児休業取得者を原職等   

に復帰させた事業十に対L、助成金を支給Lてい去す  

Ⅷ－3 育児のための勤務時間の短縮等の措置等  （第2：i条第1項）  

l  

（二）事業主は、1歳に満たないJ二せ養育十る労働者に／〕いて勤務時間ソ蠣縮そノ）他（ノ）、11該者≡  
l   

働者が就業しノ／〕／り▲を養育すてことを容易にrj‾るためノ）措置（以Iご「勤務時間の短縮等（ノ）室  

l   措置」といい主十）を、l歳かJ）こう歳に達■「トろ玉でのf一を養育寸1′労働者に／〕いて古児休i  

． 業〃）制度に準ずる措置又は勤汚時間の短縮等（ノ）措置を講じなければなり王せ／1ノ  

l l  

（り 二（ノ）措置に／〕いてけ、r1々雇い入れ工〕れる者は対象となりませ′んが、期間を定めて雇用され   

ろ者は対像とナニり去十  

（2）ニう歳末満の子を養計十ろ労働者に／弟、ては、次（ノ）勤務時間〔ノ）短縮等ノ）措置〃）いずれかを講じ   

なけれげなりま三せん（則第3」1条第1唄）   

甘短時間勤務の制度  

こ11日〝）所定′芳働時間を短縮する制度  

h j乱文圧‖の所定牒働時間を短縮する制度  

c 週又は月び）所定労働目数を短縮する制度（隔日勤務であるとか、特定の日産H〃）みぴ）勤積等  

の牒lり蜜をいい吏rJ▲）   

〔1 労働者が個々に勤務し／言いR軋沃時間を請求することを誰〟）ろ制壕  

フレックスタイム制   

こ；二′ 始業・終業時刻ノ）繰上げ・繰下げ  

‘j〕 所定外労働をさせ／己し、制度   

等  託児施設び）設置運営そノ）他二れに準rfる便宜〃）供与  

ー ー1‡）－   



（3）なお、1歳（1歳6か月烹で育児休業ができる場合については、1歳6か月）から3歳に達   

するまでの子を養育する労働者に関しては、前ページ（2）の措置の代わりに育児休業の制度に準   

ずる措置を講じても差し支えありません。  

（4）労働者がこれらの措置の適用を受けることを申し出たこと又は措置の適用を受けたことを理   

由として、労働者に対して角宰雇その他の不利益な取扱いをしてはなりません（指針）。  

（5）これらの措置は、労働者が希望する期間を超えてその昔に反して適用されるものであっては   

なりません（指針）〔 

（6）事業主は、（2）に掲げる措置のうちいずれかの措置を選択して講ずることで義務を果たすこと   

ができ圭すが、就業しながらノ子を養育する労働者にとっては、現実に労働時間を短縮できる「①  

短時間勤務の制度」に対するニーズが高いこと車〕勘案して、措置を講ずることが望まれます   

（指針）。  

（7）事業主は、3歳末満の子を養育する労働者について（2）に掲げる措置のうち少なくとも1つを   

講ずれば足り、労働者の求めの都度これに応じた措置を講ずること圭で義務づけられているわ   

けではありませんが、可能7即艮り労働者の選択肢を広げるよう工夫することが望まれます。〕特   

に短時間勤務の制度は、その勤務時間の短縮等の程度が実質的に子の養育を容易にする内容で   

あることが望蓋しいものであることに配慮しましょう（指針）。具体的には、所定労働時間が7   

時間以上の場合は、1時間以上の短縮が望ましいでしょう。  

ポイント解説  

★ 育児休業の制度に準ずる措置とは、Ⅲの1歳未満の子を養育するためにする育児休業と   

は対象となる子の年齢が異なるものですが、例えば、労働者に分割取得を認めるなど、請   

求手続や取得回数などにおいて労働者に有利な制度設計にすることについては差し支えあ   

りません。  

★ この法律に規定する育児のための勤務時間の短縮等の措置と労働基準法の規定に基づく   

育児時間とは、異なる目的による別の措置であり、それぞれを実施する必要があります（〕  

★ 両立支援レベルアップ助成金（事業所内託児施設設置・運営コース）  

労働者のための託児施設を事業所内（労働者の通勤経路又はその近接地域を含みます。〕）   

に設置する事業主等に対し、その設置、運営（運営開始後最長5年間）、増築及び保育遊   

具等の購入に係る費用の一部を助成してい圭す。  

★ 両立支援レベルアップ助成金（ベビーシッター費川等補助コース）  

育児又は家族の介護のために家政婦（夫）、ベビーシッター等を利用する労働者に対し、   

それに要する費用を補助した事業主やベビーシッター会社、介護サービス会社等と契約し、   

労働者にサービスを提供させた事業主を対象に、その補助又は負担した費用の一一定割合を   

助成しています。  
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Ⅷ－4 対象家族の介護のための勤務時間の短縮等の措置  
（第23条第2項）   

⊂）事業主は、要介護状態にある対象家族を介護する労働者に／ついて、就業しつ／つ対象家族   

の介護を行うことを容易にする措置として、一び）要介護状態について93日以上の期間に   

おける勤務時間〝）短縮等の措置を講じなければなりません 

（1）ニ〝）措置については、口々雇い入れられる者は対象となりませんが、期間を定めて雇用され   

る者は対象となり去す 

（2）労働者が就業しつつ要介護状態にある対象家族を介護することを容易にする措置は、次〃〕い   

ずれかの方法により講じなければなりません（則第34条第2項）  

〔王）短時間勤務の制度  

a l目の所定労働時間を短縮する制度  

b 週又は月の所定労働時間を短縮する制度  

c 週又は月〝）所定労働目数を短縮する制度（隔日勤務であるとか、特定の曜日のみの勤務等   

の制度をいいますし、）  

d 労働者が個々に勤務しない目又は時間を請求することを認める制度   

フレックスタイム制   

始業・終業時刻ゾ）繰上げ・繰下げ   

労働者が利用する介護サービスぴ）費用の助成その他これに準ずる制度  

（3）労働者がこれら〃）措置の適用を申し什げ二二と又は措置〃）適用を受けたことを理由として、解   

雇その他〝）不利益な取扱いをしてはなりません（指針） 

（4）これらの措置は、労働者が希望する期間を超えてその意に反して適用されるも）のであっては   

なり圭せん（指針） 

（5）事業主は、（2）に掲げる措置を講じた場合、その目数を介護休業等口数に算入するのであれば、   

そのことや措置を講じる期間の初日を労働者に明示することが望去れますしノ労働者が介護休業   

等〝）できる残りの目数が減ることを認識していなかった場合や、勤務時間の短縮等の措置を利   

用した目数がはっきりせず、同じ対象家族のために今後取得できる介護休業等の日数が不明確   

な場合は、勤務時間び）短縮等の措置を講じた日数は介護休業等目数に算入しないことになりま   

す。（則第21条〝）2）  

（6）事業主は、要介護状態にある対象家族を介護する労働者について（2）に掲げる措置のうち少な   

くとも1つを講ずれば足り、労働者の求めの都度これに応じた措置を講ずることまで義務／うけ   

られているわけではあり圭せんが、可能な限り労働者の選択肢を広げるよう工夫することが望   

まれます〔、特に短時間勤務〃）制度は、労働者がそ〃）要介護状態にある対象家族を介護すること   

を実質的に容易にする内容〝）ものであることが望志しいものであることに配慮しましょう（指   

針）（〕具体的には、所定労働時間が8時間の場合は2時間以上、7時間の場合は1時間以上の短   

縮が望ましいでし上う 
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（7）これらの措置は介護休業をしない労働者について講ずるものですが、同一一対象家族の同じ要   

介護状態について介護休業した期間があれば93日（同一対象家族について異なる要介護状態   

での介護休業等日数がある場合には、93日から当該介護休業等日数を差し引いた目数）から   

その期間を差し引いた残りの期間以上の期間この措置を講ずることが必要です。  

したがって、同一対象家族の異なる要介護状態についてすでに93日以上介護休業やこれら   

の措置を講じたことがある場合について、 措置を講ずることまで義務づけられているわけでは   

ありません。  

ポイント解説  

★ 育児両立支援レベルアップ肋成金（ベビーシッター 費用等補助コース）   

（50ページポイント解説参照）  

Ⅷ－5 幼児期の子を養育する労働者に対する措置 （第24条第1項）  

至 ○ 事業主は、3歳から小学校就学の始期に達するまでの子を養育する労働者について、育至  
1  

I 一 児休業の制度又は勤務時間の短縮等の措置に準じて、必要な措置を講ずるよう努力しなけ 毒  
：ればなりません‖  
l l ■．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．．．．■．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿■．＿．．－．■－■■－．■■■■●■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■－■■一－一一－■一－■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■1－■●■－▲●■■●■■■■■■■■■■■■■■■■■■′   

（1）育児休業から復帰した後に働き続ける上で必要な子育てのための時間を確保するには、短時   

間勤務制度やフレックスタイム制などの勤務時間の短縮等の措置等が小学校就学の始期に達す   

るまでの子を対象として実施されることが望ましいため、3歳から小学校就学の始期に達する   

圭での子を養育する労働者について勤務時間の短縮等の措置等を講ずる努力義務が事業主に課   

せられているところです。  

（2）「必要な措置」は、育児休業の制度又は勤務時間の短縮等の措置と必ずしも同一の措置であ   

ることを要しませんが、労働者がその適用を受けるかどうかを選択できるものであること及び   

男女が対象となることなど、考え方を共通にする必要があると考えられます。  

ポイント解説  

★ 勤務時間の短縮等の措置については、例えば、対象となる労働者の子の年齢が3歳まで   

は短時間勤務の制度（1日の所定労働時間を短縮する制度）、3歳から小学校就学の始期   

に達するまでは所定外労働をさせない制度を設けるなど、子♂〕年齢によって措置を組み合   

わせることも可能です。  

★ 両↓二支援レベルアップ助成金（子育て期の柔軟な働き方支援コース）  

小学校に入学するまでの子を育てる労働者が利用できる短時間勤務制度、フレックスタ   

イム制等の勤務時間短縮等の制度を新たに就業規則等に規定し、3歳以上の子を育てる労   

働者に実際に利用させた事業主に対し、助成金を支給しています。  
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Ⅷ－6 家族の介護を行う労働者に対する措置  （第24条第2項）  

l  

C）事業主は、家族を介護する労働者について、介護休業〃）制度又は勤務時間〝）短縮等ゾ）措   

置に準じて、そノ）介護を必要と－十ろ期間、回数等に配慮したノと、要メ‘に措置を講ずろ上うぅ了ノ」   

しなければなり圭せん  

（l）Ⅲ－1からⅢ6妾でで説明した介護休業〃）内容は、 すべて〝）企業に一律に義務づけられろ   

最低基準です介護休業び）制度に関しては、休業期間、取得回数、対象となる家族明範囲、介   

護を要する状態など考慮すべき様々な事項が（を）り、ニれ主〟）事項に関Lて、法で定められた最   

低基準を上回ろ制度を労使の努力に上1て決定し∴ていくことが望去れ主‾十 また、勤務時間〃）   

短縮等び）措置についても同様です  

準じ‾こ、そ〃）介護を必要とする期間、回数   （ユ）「介護休業の制度又は勤務時間〝）短縮等ゾ）措置に   

等に配慮した必要な措置」は、介護休業び）制度：そぐT主動務時間の短縮等（ノ）措置と必ずLモノ同一L／）   

措置であることを要し吏せんが、労働者がそ〃）適用を受けるかどうかを選択できろモ）ゾ）である   

こと及び男女が対象となることなど考え方を共通にする必要があると考え「）れ吏す  

（う）「そ〝）介護を必要とする期間、回数等に配慮い二」とは、1該労働者に上る介護を必要とす   

る期間、取得回数、対繁となろ家族び）範囲、介護を要すろ状態など様々な事項に配慮する必要   

があることをいい圭すが、具体的に卜丈次〝）事項に留意し／二）／つ、企業の雇用管理等に伴う負担と   

〃／）調和を車）勘案して、ノ∠、要な措置を講じろ上う墨力LモしLう（指針）  

〔主二）労働者が介護する′家族び）発症か宣そル症状が安居期になる支で〃）期間又は介護に係ろ†トー  

ビスを利用することができる美での期間がり∴＝1を・超える場合があること  

② 既に93日を超えて介護休業をしたことがあろ又は勤務時間の短縮等び）措置が講じられた   

対象家族に／ついて≠）、再び介護を必要とする状態となる場合がぁろこと  

言う〕対象家族以外（ノ）家族に／ついても、他に近親ノ）′豪族がいない場合等労働者が介護をする必要  

性が高い場∈㌻があること   

亘）要介護状態にないノ家族を介護する労働者であ／〕てそ）、そ〃）家族レ）介護〟）ため就業が困難と  

なる場合があること 

＄〕労働者が家族を介護する必要性ノ）程度が変化することに対応し、制度の弾力的な利用が可  

能となることが望去れる場合があろこと  
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Ⅷ－7 労働者の配置に関する配慮  （第26条）  

l 
l  

室○ 事業主は、労働者を転勤させようとする場合には、その育児又は介護の状況に配慮しな室  
I 

■  ければなりません。  
l  

1  

．  

l  

（り 事業主は、その雇用する労働者の配置の変更で就業の場所の変更を伴う転勤をさせようとす   

る場合において、当該労働者の育児や介護の状況に配慮し、労働者が育児や介護を行うことが   

困難とならないよう意を用いなければなりません。  

（2）配慮することの内容としては、例えば、   

① その労働者の子の養育又は家族の介護の状況を把握すること。   

② 労働者本人の意向を掛酌すること。   

③ 就業場所の変更を行う場合は、子の養育又は家族の介護の代替手段の有無の確認を行うこ  

と。   

等が考えられます（指針）が、これらはあくまでも配慮することの内容の例示であり、他にも   

様々な配慮が考えられます「，  

ポイント解説  

★ 転勤の配慮の対象となる労働者が養育する子には、小学生や中学生も含まれます。  

ィ
、
、
ド
・
一
・
∵
．
1
‖
 
 
 

Ⅷ－8 再雇用特別措置等  （第27条）  

至 ○ 事業主は、妊娠、出産若しくは育児又は介護を理由として退職した者に対して、必要に 萱  
l   

応じ、再雇用特別措置その他これに準ずる措置を実施するよう努力しなければなりません。室  
l   

「再雇用特別措置」とは、退職の際に、将来その就業が可能になったときに退職前の事業主に  

再び雇用されることの希望を有する旨の申出をしていた者について、事業主が労働者の募集又は  

採用に当た／）て特別の配慮をする措置をいい圭す。   

男性労働者についても対象となっていることに留意してください。  
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Ⅸ 指針  （第28条）  

〔〕厚生労働大臣は、法に定める事項に関し、子の養育又は家族〃）介護を行い、又は行うこ   

ととなる労働者〃）職業生活と家庭生活とび）両立が図られるようにするた裾こ事業主が講rj土   

べき措置に／ついて、そ〃）適切か／〕有効な実施を図るため〃二）指針を定め、公表するもル）とし   

てい去す 

指針に定められているのは次び）事項です 

・労働者の育児休業申出及び介護休業申出に関する事項  

・ 子の看護休暇に関する事項  

育児休業、介護休業又は子〝〕看護休暇（ハ申出又は取得を理由とする解雇その他不利益  

な取扱いの禁止に適切に対処するに当たっての事項  

時間外労働ノ）制限に関する事項  

深夜業〃）制限に関する事項  

・育児休業及び介護休業に関する事項を定め、周知するに当た／〕てゾ）事項  

・育児休業又は介護休業を「ナ→る労働者が雇用される事業所における労働者〝）配置そ〝）他  

の雇用管矧二間して必要な措置を講ずるに導∃たっての事項  

・育児休業又は介護休業をLている労働者の職業能力の開発及び向上等に関して必要な  

措置を講ずるに当たってゾ）事項   

育児休業ゾ）制度に準ずる措置又は勤預時間〝）短縮等〝）措置及び労働者が就業しつ／つそ 至  

l の要介護状態にある対象家族を介護することを容易にするための措置を講ずるに当た／〕喜  

ての事項  

育児休業の制度又は勤務時間の短縮等の措置に準じて、 l  必要な措置を講ずるに当たっi  

ての事項   

介護休業の制度又は勤務時間〃）短縮等〝）措置に準じて、その介護を必要とする期間、  

回数等に配慮した必要な措置を講ずるに当た／〕てゾ〕事項   

その雇用する労働者〝）配置び）変更で就業の場所の変更を伴う≠）ノ）をしようとする場合  

において、当該労働者〝）子〃）養育又は家族〃）介護の状況に配慮するに当たっての事項  

指針は、それぞれの措置を講じていくに当た／〕て〃）目標又は重要な配慮事項となろものです  

指針として定めた内容は、それぞれ〃）項目のところに示したとおりです 

．1」1 l   



Ⅹ 職業家庭両立推進者の選任  （第29条）  

l  

≡○ 事業主は、職業家庭両立推進者を選任するように努めなければなりません。  
l   

（1）事業主が法の規定に基づき講ずべき措置等を円滑に実施するとともに、職場における固定的   

な性別役割分担意識の解消や職場優先の企業風土の是正を図るためには、各企業において仕事   

と家庭の両立のための取組に係る実施体制を明確化することが必要です。   

このため、事業主に、「職業家庭両立推進者」を選任する努力義務が課されています。  

（2）職業家庭両立推進者は次のような業務を行います。   

① 法第21条から第27条三でに定める措置の適切かつ有効な実施を図るための業務  

具体的には、  

a 育児休業等に関する就業規則等の作成、周知等（法第21条）   

b 配置その他の雇用管理、育児休業等をしている労働者の職業能力の開発等に関する措置  

の企画立案、周知等の運用（法第22条）  

c 勤務時間の短縮等の措置の企画立案、周知等の運用（法第23条及び第24条）  

d 就業の場所の変更を伴う配置の変更をしようとする際の労働者に対する各種配慮の実施  

（法第26条）  

e 再雇用特別措置の企画立案、周知等の運用（法第27条）  

に係る業務をいいます。   

② 子の養育又は家族の介護を行い、又は行うこととなる労働者の職業生活と家庭生活との両   

立が図られるようにするために講ずべきその他の措置の適切かつ有効な実施を図るための業  

務  

具体的には、①の業務以外の職場において職業生活と家庭生活との両立や男性の育児等へ   

の参画が重要であることについて広報活動などの職場の雰囲気作りを行うことを始めとする   

労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにするために必要な一一切の業務をいい  

ます。  

（3）職業家庭両立推進者の選任基準   

職業家庭両立推進者は上記の業務を遂行するために必要な知識及び経験を有していると認め   

られる者の中から選任してください（則第34条の2） 

具体的には、本社人事労務担当部課長以上の者等、上記の業務を自己の判断に基づき責任を   

もって行える地位にある者を、1企業につき1人選任してください。  
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ポイント解説  

★ 都道府県労働局雇用均等室は、職業家庭両立推進者に対し各種セミナーの開催案内を   

始♂）、情報や資料〃）提供を行ってい よす  

★ まだ選任されていない企業におかれて「L 速やかに選任〃）上、巻末択「職業家庭両、■′ 

推進者選任届」に上り、届出くださるょうお願いし左す   

ⅩⅠ国等による援助等  （第30条～第52条）  

l  

（二）国は、子の養育又け家族〃）介護を行う労働者等の職業生活と家庭生活と〝）両立について、・  

事業主、労働者その他国針一拙，理解を深めるた裾二必要な広報活動そ（ノ）他の措置を講ず   

ることとしてい㌢す  

⊂）国は、子び）養育文ほ家族の介護を行う労働者等（以下「対象労働者等」といい去「仁）ゾ）   

雇用の継続そ〃）他そ〃）福祉〃）増進を図るため、事業主、事業主何体そ〝）他ゾ）関係者に対し   

て給付金〃）支給そノ）他の必、要な援助を行うことができ主す  

（二）国及び地方公共団体は、対象労働者等に対して、そゾ）職業生活と家庭仁い吉との両立の促■  

をずる l   

進等に資するため、必要な指導、相談、講習そゾ）他び）措置講こととLてい去す  ■  

⊂）国は、妊娠、出産、育児又は介護を理由とlノて退職した者ゾ）円滑な再就職のた材）の援助；  

を行うこととしてい壬す  

！〔二）地方公共団体は、必要に止こじ、勤労者家庭支援施設（対象労働者等に対しノて、職業生活！  
暮  

と家庭生活との両立に関L、各種ゾ）相談やゼ、要な指導、講習、実習等を行い 、休養・レク 至  
l  

リエーシ三1ンのため（ノ）便宜を供与する等対象ツぅー働者等ゾ）福祉ゾ）増進を図るためぴ）事業を総 毒   

合的に行うことを目的と‾ナる施設）を設置するように努めうこととされています  

⊂二）厚生労働大臣は、公益法人を指定して、上記業務ゾ）全部又は 一部を行わせることができ  

■  吏す  
l   

l‖＿‥＿‖＿‖＿．．＿‖＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿‖＿‖＿．  

l   

＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿．J   

厚生労働大臣か木指定法人とLて指定されている財団法人21世紀職業財［恥土、育児又は家族び）  

介護を行う労働者等〝）職業生活と家庭加古と〃）両立を支援するた♂）〃）事業を行ってい去「仁   

このパンフレットで紹介した各助成金の詳細に／）いては、財団法人ヱ1世紀職業財団地方事務所  

にお問い 合わせください  

／local／i11dex．11t1111  1ヽ＼′re．Ol’   
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ⅩⅡ 委託募集の特例  （第53条）  

l l  

童○ 一定の基準に合致すると認定された事業協同組合等が、その構成員である中小企業者の≡  
l l  

■ 委託を受けて育児・介護休業取得者の代替要員の募集を行う場合の特例を設けています。 ■  
l  l  

．
－
、
＝
．
い
・
L
く
L
M
r
り
「
ト
ド
・
烏
 

（l）労働者を雇用しようとする者が、被用者以外の者に報酬を与えて労働者の募集を行わせよう   

とする場合は厚生労働大臣の許可を受けなければならないことに、報酬を与えないで行わせよ   

うとする場合は厚生労働大臣に届け出なければならないことになっています（職業安定法第36   

条第l項及び第3項）が、一定の基準に合致すると認定された事業協同組合等に、その構成員   

である中小企業者が、育児休業又は介護休業をする労働者の休業中の業務を処理するための代   

替要員の募集を行わせようとする場合には、便宜を図り、認定された事業協同組合等が厚生労   

働大臣に届け出ることでよいとするものです。  

（2）特例として扱われるためには、「中小企業における労働力の確保及び良好な雇用の機会の創出   

のための雇用管理の改善の促進に関する法律」第2条第2項に規定する事業協同組合等であっ   

て、その団体からの申請に基づき、厚生労働大臣がその定める基準により適当であると認定し   

た団体であることが必要です。  

（3）認定の基準は、当該団体が、育児休業又は介護休業をする労働者の代替要員の確保を容易に   

するための事業を実施又は実施予定であること、団体の構成員である中小企業者が就業規則等   

により育児休業及び介護休業の制度を設けていること等です（平成7年労働省告示第111号）。  

（4）団体の認定申請手続及び委託募集に係る届出手続等については、則で定めています（則第61   

条～第66条）。  

（日県外募集の場合）  （経由）  
援肋・指▲導  
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ⅩⅢ 報告の徴収並びに助言、指導及び勧告  （第56条、第5日条）  

0 厚生労働大臣は、ニ叫去律〃）施行に関しと、要があるときは、事業主に対して、報告を求   

め、又は助言、指導若しくは勧告を行うことができ左す  

0 厚生労働大臣の報告の徴収、助言、指導、勧告〃）権限は、一定〃）範囲で都道府県労働局   

長に委任されます  

（1）助言、指導、勧告上t、罰則を伴う≠）〃）ではありませんが、事業主はこれらに従／つて必要な措   

置を講ずることが求め「Jれ左す  

（2）厚生労働大臣〝）報告の徴収、助言、指導、勧告〝）権限は、厚生労働大臣が全国的に重要であ   

ると認めた事案を除き都道府県労働局長に委任されています（則第67条）  

ポイント解説  

★ 事業主に対し行う報告項数収、助言、指導、勧告をはじめとするニノ）法律ゾ）施行常軌－t、   

事業所ゾ）所在地を管轄する都道府県労働局雇用均等室が行ってい去す  

都道府県労働局は、厚生労働省の出先機関で、各都道府県〝）県庁所在地にあり圭す  

法に沿って育児休業制度、介護休業制度等が運用される上う、事業主、労働苗一等か「）〃）   

具体的な相談に応じていモナノ）で、最寄り〔／）勇一働局雇用均等室にご相談ください  
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ⅩⅣ 公務員に関する適用  （第61条）  

l  

O 民営事業所に雇用される労働者のほか、国営企業職員、特定独立行政法人職員、日本郵 至  
l   

政公社職員及び地方公務員についても、その任命権者の承認を受けて、介護休業や子の看 毒  

l  護休暇を取得し、また、育児や家族の介護を行うための時間外労働の制限の請求及び深夜i  
業の制限の請求をすることができることを、この法律で規定しています。  

（l）公務員の育児休業制度については、「国家公務員の育児休業等に関する法律」（平成3年法律   

第109号）、「地方公務員の育児休業等に関する法律」（平成3年法律第110号）等が適用されます。  

（2）公務員の介護休業制度や子の看護休暇については、国営企業職員等を除く非現業国家公務員   

については、勤務時間及び休暇等を規定した「一般職の職員♂〕勤務時間、休暇等に関する法律」   

（平成6年法律第33号）が適用されます。   

国営企業職員、特定独立行政法人職員、日本郵政公社職員及び地方公務員については、勤務   

条件は原則として民間事業所に適用される最低基準が適用されますが、介護休業及び子の看護   

休暇等に関しては、その地位の特殊性等から、非現業の国家公務員の制度に準拠した基準をこ   

の法律で特例として設けています。  
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育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（抄）  
＝用い隼法律第76り一）  

l】次   

第1章＋総則（昔1条7糾戊）   

弟2草て 育児イ木業（第5条第1り条）   

第常声1爪護休業（第11粂第＝i条）   

恥局材）コ r一〃）丘護作昭（弟1日条ゾ）2昭1（う東レ）り   

第車上持聞外労働（川糾ilミ（第17条：・第1H条）   

第訂「1傑夜牒河川‖根（第1リ粂・第州条）   

御樟 小二業トが甘L「べき川二FF圭（丁了i21条7拙り条）   

第7半 対象′甘働音ノ斜二丈卜√「る友ほ川＝閏  

第1節 何等に上る接地（第朋条声結う5条）  

第2節 指定法人（第舗条策㍊条）   
7榊章  

雄Lもr」（第5：う条一箱i7条：）   

附則  

弟1章 総則   

（＝的）  

第1条 ニ（ノ）法律さt、什ノ上休某及び介．㈲休業にl某日‾引il渡、1代人ニトノ）㍍掛㈲昭に閃十ろ制度な．設けろと」」）に、」′－ノ）養   

育及び√京族り〕介護をノわ易に十ろため勤務‖、川j木．引二閲し小二、某トが一針Lトミき措世む定机るほれ、j’J）長子f丈け糾う三〃）介護   

を子J二う′ガ働考写に廿十ろ友ほ≠牒／を甘ドろこと′こ享にLり、J′一（ノ）養一l∠ト丈け京族ゾ）介護定一fj二っ1け働首八、享れ＝千言Jlけ）継続及び   

再満州組）仙進封畔、‡／〕てこれ十〃）祈ハ臓某′＝．1一と一家庭′＝11▼と（／）いh拉二に′盲1・．‥Jト†‾ろことを通じて、二れレ▲ノ〃〕首（ハ福祉  

〔／）増進虻車】り、あわせて経済及り号Hやハ発心汀1㌣十ろことを川’！（ノヒ十ろ   

（1ニ義）  

昔‡2条 二山は律によ∴、て、iクこlノ）符り一に掲げろ用語再定義け、、‘う言亥侶ユ一にノノ［机ノ〕ヒニノ1にLろ  

在県作業＋ガ働渚（＝ヤ扉＝HりLろ賞・をれミく 以トニ山条、次「il三か「J第5章Eで、ニ斉‡21架かし、パ侶≠条まて、第黒  

条及び第州条においてl司じ）／1ミ、次キーモに定めろとニ／）に土イ、そ〔りJ′一を養1±トトろために十ろ休業をし、う  

介護休業 ′榊描一が、r結う章に定めろ七二ろにLり、そル要f「イ酎ノこ態に方）ろよ寸象家肱を介護十ろためにする休某  

イミンい／ノ  

要介護出藍 川島、」煩－）jくrL身作トイ－二Lくけ精神上（ハ障ノ，i；＝にLり、い，」二′卜′ル働け、令で定机ろ相川侶こわ′メェりノ馴、量J…介護  

をノビ、要ヒする〃こ態をいう   

川 畑象呆旅 配偶宵 卜姉掴ノ川吊＝をしごいないが、■巨ノ夫卜榊州宝二】保と卜川壬〔丹1腑にでt｝）ろ賞‾を．′キL、以トニ出け及び   

制1条昔日項（同条第岬宮山J第H項去でにおいて準＝卜「ろ場合を合且、）において＝じ）、父付及びJ′▲ にれ↓、J山片  

に準ずろ者止して厚′巨′ル働げ、イ「ご1王めろヰ，（ノ）を合む）、1付くに配偶打直父けをいう   

jJ二 ′豪族 対象家拭そ（ノ）他いナj二′巨万働省、廿ご1王めろ純旅をい′う   

（基本的」二蔓l呈ノ念）  

甘う条 二項描け）仙上にLろJ′一〃）養fト丈け糾～ニJ）介護を子J‘う′芳働折宕（ノ）…lヒ川■翫勘ヒ、ニカIJJゾ）省－フトこれぞれ職業′仁   

清い仝期聞を通じ∵そし叫走力を右牒」∴発揮Lて充′jごした職業′＝．1一ケ甘hととレニ、削【J丈け什L胤二／小てノ射ちミリ）F】   

としての役′剤キ＝沼に黒土イニとがてきろ」二う∴∵十てニヒをそ－ノ）本旨と▼1‾ろ  

2 J′一〃）養FF丈け京扶（ノり卜護ノンfJ【－〕ため（ノ）休業キートち宥牒吊畑主、、そ叫イ（、某後におこナろ就業を†】用・に†十1ニヒができろ1二   

う必要／‘己′ぅチカをすくトLうにしな十＝しげなし－」ノ出＼   

（l捌轟音（ノ）2主務）  

第1条・わ二業t≠ひにい」及び他ノノ1†往い小本＝、前条に貼上十ノ〇J．〔対佃をノ急に従イこ、J′一山≠妄アナ丈け捌畑ノ介↓港を子Jう′ブコ－   

働打≠ノ）福神二封酢世十㌃仁王∵畑れ皇h恒有畑■Jない  

第2章 百リユ休業   

（在県休牒（ノ）l＝＝）  

第㍍た ′甘働首里、そノ）養7′＝‾る1歳に描けこない「に／〕いて、そ鉦j撲巨に小し」＝ろことにⅠ二り、自県休業を寸てことが   

できるJただL、用＝才りを走れ1糾‡Hり十ろ苫∵」ト1て＝、次〃）終車川、ザれにむ該、1卜「る‡）ノ）に「根り、、■用沖＝位十   

ろことができろ  

ゝ1i該事業i二にづlき経き雇用された期閃か1牛以十．で寿）ろ片  

その養育寸1／骨汀歳二漣r「ろl」りソ、トニゾ）裾二おいて と1J】始り達l】」という）を超えてリlき経き塙川jされろこと  

が札i△去れろ首（、■1．該J′≠川歳到達＝／いJl隼を経過守る＝モで肌帖侶、そ山労働収甘丹用＝肛が溝「L、か／J、、11．該  
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労働契約の更新がないことが明らかである者を除く。）  

2 前項の規姐こかかわらず、育児休業をしたことがある労働者は、当該育児休業を開始した＝に養育していた子につ   

いては、厚生労働省令で定める特別外車「轟がある場合を除き、前項の申出をすることができない。  

こう 労働者は、その養育する1歳か〔）1歳6かf＝こ達するまでの／一について、次の各桝）いずれにも該当する場合に限り、   

その事業主に申し出ることにより、育児休業をすることができる。ただし、期間を定めて雇用される者であってその   

配偶者が当該千明1歳到達Uにおいて育児休業をしているものにあっては、第1項各号のいずれにも該当するものに限   

り、当該中山をすることができる 

、一1該申出に係るr一について、当該労イ動音叉はその配偶者が、1該イ・の1歳到達口において育児休業をしている場  

二 1該r・（7）1歳到達L］後の期間に／っいて休業することが雇用の継続のために特に必要と認められる場合として厚生  

労働省令で定める場合に該当する場合  

4 第1項及び前項の規定による申＝（以lこ－「育児休業巾‖＝ という。）は、厚生労働省令で定めるところにより、その   

期間中は育児休業をすることとする一の期間について、その初日（以下「育児休業開始予定11」という（。）及び末【1   

（以卜「育児休業終丁子定し】」という〔））とするHを明らかにして、しなければならない。この場合において、同項   

の規定による申出にあっては、当該申出に係る十の1歳到達Rの翌Ijを育児休業開始予定［」としなければならない。  

5 第l項ただし吾、第2項、第3項ただし吾及び前項後段の規定は、期間を定めて雇用される者であって、その締結す   

る労働契約の期間の末「1を育児休業終F予定＝（第7条第3項の規定により当該育児休業終「予定日が変更された場合   
にあっては、その変更後の育児休業終了子定日とされた日）とする育児休業をしている幸〕のが、当該育児休業に係る   

十について、当該労働契約の更新に伴い、、【う該更新後の労働契約の期間の初Ilを育児休業開始予定l】とする育児休業   

申出をする場合には、これを適用しない〔、   

（育児休業中州があった場合における事業主の義務等）  

第6条 事業」三は、労働者からの育児休業中出があったときは、当該育児休業申出を拒むことができないり ただし、当   

該事業主と当該労働者が雇用される事業所の労働者の過半数で組織する労働組合があるときはその労働組合、その事   

某所の労働者の過半数で組織する労働組合がないときはその労働者の過半数を代表する者との書面による協定で、次   

に掲げる労働者のうち育児休業をすることができないものとして定められた労働者に該当する労働者からの育児休業   

中山があった場合は、この限りでない。   

一 当該事業主に引き続き雇用された期間が1年に満たない労働者   

二 労働者の配偶者で当該育児休業中Hに係る子の親であるものが、常態として当該子を養育することができるもの  

として厚生労働省令で定める者に該当する場合における当該労働者   

二 前二号に掲げるもげ）のほか、育児休業をすることができないこととすることについて合理的な理由があると認め  

られる労働者として厚生労働省令で定めるもの  

2 前項ただし書の場合において、事業主にその育児休業申出を拒まれた労働者は、前条第1項及び第3項の規定にかか   

わらず、育児休業をすることができない。  

3 事業主は、労働者からの育児休業中出があった場合において、、当該育児休業申出に係る育児休業開始予定口とされ ●   

たRが当該育児休業中肘があった目の翌日から起算して1月（前条第3項の規定による申出にあっては2週間）を経過   

する目（以トニの項において「川等経過＝」という。）前の＝であるときは、厚生労働省令で定めるところにより、   

当該育児休業開始予定日とされたしJから当該1月等経過祀（当該育児休業中Hがあった口までに、出産予定日前に子   

が出生したことその他の厚生労働省令で定める事由が生じた場合にあっては、当該1月等経過目前の目で厚生労働省   

令で定める［］）までの間のいずれこう、げ）日を当該育児休業開始了′定「1として指定することができる。  

4 第1項ただし書及び前項の規定に、ガ働者が前条第5項に規定する育児休業中．¶をする場合には、これを適用しない。   

（育児休業開始予定日の変更の申出等）  

第7条 第5条第1項の規定による申＝をした労働者は、その後、1う該申出に係る育児休業開始予定11とされた目（前条第3   

項の規定に上る専業ヰミの指定があった場合にあっては、当該事業主の指定した日。〕以Fこの項において同じ。）の前   

日までに、同条第3項の厚生労働省令で定める事由が生じた場割こは、その事業主に申し出ることにより、当該申出   

に係る育児休業開始予定‖を1回に限り当該育児休業開始予定口とされた目前のL］に変更することができる＝  

2 事業主は、前項〝）規定による労働者からの中州があった場合において、当該申出に係る変更後の育児休業開始予定  

l1とされたRが、⊥絹亥申出があった臼の翌日から起算して1月を超えない範囲内で厚斗二′芳働省令で定める期間を経過す   

るU（以Fこの項において「期間経過口」という＝）前のRであるときは、厚生労働省令で定めるところにより、当   

該申出に係る変更後の育児休業開始r′定口とされた日から当該期間経過目（その日が当該中州に係る変更前の育児休   

業開始了，定一」とされていた日（前条第：う項〝）姐定による事業tの指定があった場合にあっては、当該事業主の指定し   

たH。以下この項において同じ。）以後の目である場合にあっては、当該申‖1に係る変更前の育児休業開始予定口と   

されていた［］）までの間のいずれかの目を当該労働者に係る育児休業開始予定日として指定することができる。  

3 育児イ本業申出をした労働者は、享年労働省令で定める目までにその事業主に申し出ることにより、、！う該育児休業中  
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J侶二係る育児休洛終「ナ定Ilを1い＝二l江上り、▲1．‡亥育しU木‰終r「定Ilとされた【：後り）Ljに変更寸亮二とができる   

（育児休業中山の撤回写）  

第H発 育児休業中Hをしたカ働音卜主、、1＝針育児休業l＝‖うに係ろ育り上休風聞始「定＝とさかたl】（制う条甘う碑文けl拓条   

第2項〃）規定に上る事業i二び）指定／うミあ／〕た場「ナに〔抜）／ノてぃt）！う言亥－j‡二葉巨〃）†旨ン己しノたEl、lrり条て岩1項山規定に上り7′け」休業   

開始r′定虻が変更された場合にふ／ノてほそノ）変明雄い）吉見休増渕冊け1いトヒされたl！第↓項及び次条裸出狛こおいて   

同じ．）ぴ）前日モでほ、、上う該育リ上休業叶川1を撒「＝けることができる 

2 前墳の規定に上町育児休業小出を撤L・」した労働行け、、▲う該む化作業申川に係ろJ′一に／〕いてけ、悍′仁方働省、甘で定机   

る特別の事情がある場合を除き、第5条第l項及び7甘け如／）規定にかかわ「ノーすご、育児休業小川をするニヒができ／言い  

：う 育児休業申出がされた後育兄休業開始ア′定‖とされたL＝／）前＝までに、J′－ゾ）死t二そ山他山労働考証、⊥1．該1γ馴木業‡l  

「1iに係るr・を養＃Lないこととな／ノた由i‡として厚′卜′方働省令でン王めろ勘i】が′仁じたときは、、■う．散在捏休業申出＝、   

されなかった≠）〝）とみなす ニノ）場合において、労働片目、そ〃）耳葉上に対して、、⊥1．該－i川】が′仁じた旨む遅滞なく通   

知しなければならない   

（育児休業期間）  

第9条 育児休業中＝をLた労働昔がそゾ）用＝言りり廿主fテリ上休業をすることができろ糊問（以ト■ イ‖〃本業期肛」しい－） ）   

は、育児休業開始了・定‖とさjLた【‡から育児作業終イ1′′1王IJとされたl‡（弟7条第㍑頃佑規定によ斗、⊥1．掛存ル休業絡イ   

了，定Eiが変更された場合に。ケ）／〕ては、そ〟）変虹掛ハ肯捏休業終「「虻l＝∴㌢汁たl！次項においてl［J」じ）主て叫勘   

とする 

2 次〃）各号に掲げそいずれか び）串′l宕が′i二じた場合には、肯捏仇業期≠肘、‥車貞（ノ）軋′上にント′川）し、Jザ、11．該トHFり1ノトじ   

たFl（7甘う〉う・に掲げろ事情が′i二じた場合にあ／）ては、そL川1り＝）に終†すろ  

育捏休業終J′r・定¶とゝれた＝の前＝までに、J′一（ノ）死Lそ〟）他い骨働昔が育兄休業申＝1に係ろf▲を養育し7′ごいこ  

ととなった車Ll」としてJ【㍗l二′芳倒省、令で定め亮■打力が′仁じたこと  

育児休業終J′十定一lとされたl川）トラ†fli圭でに、育児休業【1」H」．に係る「が1歳（て弟5条7損J‘和ノ）規定に上る申＝†に1二  

り育児休業をLていむ場合にふ／）て∫t、1励摘亘）に達したこと   

二 育児休業終了r・1上＝とされたF†までに、育児休牒申＝をした′別軌桁二／〕いて、ノけ柳城準法川「洒】22年二法律て糾りり・）  

第65条第＝貞若LくH第21‘如）規定二［り休業すろ期間、第15条第1項に船主十ろ介護休業堵＝Jり又上土東口ニナ亡育捏休業  

期間が始よったこと  

ニう 前条第：う項綾上：辻び）規定は、抑■真第1片の厚二／巨別軌省、令で定める■糾1が′卜Lた場「ナに／〕いて準廿日一ろ   

（不利益取扱いの禁【l二）  

第l倶た 二幸業七日、で働省‘が＃捏休業坤＝侍し、丈け1γ廿休業をLたことを理由として、、■1．さ亥甘働肯によ寸Lて畔扉そ（ハ   

他不利益な取扱いをLては／ご「Jない  

第：う章三 介護イ木業   

（介護休業〝）中上fり  

第11条 労働者は、その事業i二に小LHろことに上り、介護休業を－Lプろことができろ ただL、期間を定≠て扉川さか   

る者にあ／つては、淡び）各‡】一ソ）いずれに≠）．該）1トプ「ろヰ）〔／ペニ限り、、㌦須＝＝をすろニヒができろ  

、右該事業j二に引き続き扉H】された糊l捌が1隼以上である首   

∴ て折噸に規定する介護休慄潤抽汗定＝から起算して鋸「lを経過H‾ろ＝（以トニ肌斗H二王いて㌻～）：川経過r1」という）  

を超えてリlき続き鹿川されろニヒがル△主れろ占▲（りこう＝維i酎‡′小⊥、Jl牛を経過十ノ○【l巨て叫／‡jに、そし′りJ’倒」美的（ハ  

期l首】が溝J′し、かつ、）⊥う該労働契約ゾ）更新がないことが川ドノノトでぁろ晋を叛く1  

2 抑郎）規定にかかわL、Jrド、介護休業をLたことがあろウ〃勅勘一主、、11．該介護休業に係ろ対象ノ表紙が次〃）答シューL／＝′、▼＝l   

とがてきない  かに該当する場合には、、■1該対象家肱に／穴、て上土、前巧打）規定に⊥ろ中＝を十るこ  

、11該対象家族が、、■1［i亥介護休業を催｝始した＝カJ）リlき経き要介．掛伏態にあろ場合（J■，j／巨け働㌣、令で定虻）ろ利：別（ノ）  

事情があろ場合を除く）  

、11該対象′家族に／）いて次に抱げろ＝牧を合算Lたl†放（第15条第1■頃及び第2こう条7了1i2項にオ㍑、て「れ護休業等l】叛  

というり）がリニ川に達Lていろ場合  

イ 介言酎木葉をした「】数（介護休業を聞始Lた‖カ、し、J介護休業を終Jナした＝王で山＝放とし、▲＿以上山介護休業左・  

した場合にあ／ノては、介護作業ごとに、介護イ木業を開始したl】かト介護休登を終J’しノた＝七でぴ）‖放を合第二して  

得た【」放とする）  

し了 第2：う条第21頼ノ）川二r勘ノ」うナノ勤務叫判け）短縮そ叫山び用与二戸得であ／）て悍′い引動省令で1亡机ろ≠）〔／）／うー．濃い■Jかた11放  

（、⊥1該措世のう上最拙二．講じL、Jれと川二置／川村始された＝か㍉最後に諾し’レー〕れた川二置′往終「した11モご叫1轍トニ  

の問に介護休業をLた期仰が（有，るセきrヒ、、⊥う．掛れ像休業を問妬したlけ▲「J、一1該介護作業を絡イLたF仁Eで（ノ）lr放  

を差し引いた巨数）とL、‾＿以卜ぴ）・酎卜護状態について、∫∃該措裾が諸J上れた場合にふ工てけ、要介護状牒に∵  

に、斗］．…亥措置ソ）うナノ応手川二講じL、Jれた用二置が「期始さかイニ†かし、〕最後に．清い、Jれた措閏訂湖＝■し」二＝までぴ）＝牧トニ  

ゾ）間に介護休業虻Lた期刷があカときけ、≠該介護作業を≠囲Lた＝九∴∵11該介．穫休’某を終J′Lた＝モでソ）＝放  
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を差しリlいた【l数）を合算して得たl】数とする。）  

こう 第1項の規定による申出（以下「介護休業申出」という。））は、厚生労働省令で定めるところにより、介護休業申出   

に係る対象家族が要介護状態にあることを明らかにし、かつ、その期間中は当該対象家族に係る介護休業をすること   

とする・の期間について、そ〝）初日（以下「介護休業開始予定日」という。）及び末日（以下「介護休業終了子定日」   

というし」）とする日を明らかにして、しなければならないり  

4 節1項ただし書及び第2項（第2子を除く。）の規定は、期間を定めて雇用される者であって、その締結する労働契約   

〝）期間の末し］を介護休業終了子定l】（第13条において準川する第7条第3項の規定により当該介護休業終了予定【1が変   

更された場合にあっては、その要更後の介護休業終「予定日とされた目）とする介護休業をしているものが、、1∃該介   

護休業に係る対象家族について、当該労働契約の更新に伴い、当該更新後の労働契約の期間の初口を介護休業開始す   

定L」とする介護休業申出をする場合には、これを適用しない。   

（介護休業中州があった場合における事業主の義務等）  

第12条 事業j三は、′芳働甘からの介護休業中出があったときは、、1j該介護休業申出を拒むことができない。  

2 第6条第1項ただし吾（第2号を珠く「〕）及び第2項の規定は、労働者からの介護休業中出があった場合について準用   

するこ この場で＝こおいて、川条第2項中「前項ただし書」とあるのは「第12条第2項において準用する第6条第1項ただ   

し古」と、「前条第1項及び第3項」とある（ハは「第11条第1項」と読み梓えるものとする。  

こ〕 事業tは、労働者からの介護休業中出があった場合において、当該介護休業申出に係る介護休業開始戸定日とされ   

た日が二lう該介護休業中山があったl】の翌11カ、ら起算して2週間を経過する日（以下この項において「2週間経過日」と   

いう。）前のRであるときは、厚ノL労働省令で定めるところにより、当該介護休業開始予定RとされたRから当該2週   

指摘革過l上宝での間のいずれかの「1を当該介護休業開始予定Llとして指定することができる√〕  

4 前二咄の規定は、労働者が前条第4項に規定する介護休業申出をする場合には、これを適用しない。   

（介護休業終r予定日の変更の申出）  

第13条 第7条第3項の規定は、介護休業終「予定［］の変更の中州について準用する「）   

（介護休業巾「寸1の撒l口l等）  

第14条 介護休業申出をした労働者は、、当該介護休業申出に係る介護休業開始予定日とされたH（第12条第3項の規定   

による事業主の指定があった場ヂ、にあっては、当該事業主の指定したR。第3項において準用する第8条第3項、次条   

第1項及び第23条第2項においてl司じ、）の前Rまでは、当該介護休業申出を撤回することができるし）  

2 前項び）規定による介護休業中亡1rの撤回がなされた場合において、ゝ1う該撤回に係る対象家族についての介護休業申出   

については、当該撤回後になされる最初の介護休業申出を除き、事業主は、第12条第1項の規定にかかわらず、これ   

を拒むことができる。  

こう 第8条第3項の規定は、介護休業中J川こついて準用する〔」この場合において、同項中「十」とあるのは「対象家族」   

と、「養育」とあるのは「介護」と読み替えるものとする（）   

（介護休業期間）  

第15条 介護休業中Hをした労働者がその期間「†］は介護休業をすることができる期間（以下「介護休業期間」という。）   

は、当該介護休業中Hに係る介護休業開始㌣定日とされた口から介護休業終r予定日とされたR（その日が当該介護   

休業開始㌣定日とされた臼から起算して9こう目から当該労働者の当該介護休業申出に係る対象家族についての介護休業   

等日数を差し引いた【】数を経過する日より後の日であるときは、当該経過する目。第3項において「■司じ。）までの間と   

する 

2 この条において、介護休業終Jノナ定日とされたRとは、第13条において準用する第7条第3項の規定により当該介護   

休業終「予定日が変更された場合にあっては、その変更後の介護休業終丁子定日とされた目をいう‖  

3 次の各引こ掲げるいずれかの串情が生じた場合には、介護休業期間は、第1項の規定にかかわらず、当該事情が生   

じた日（第2号に掲げる事情が牛じた場合にあっては、その前日）に終Fする。   

一 介護休業終「予定日とされた目〝〕前し］までに、対象家族の死亡その他の労働者が介護休業申山に係る対象家族を   

介護しないこととなった事山として厚生労働省令で定める事由が生じたこと。   

二 介護休業終「予定日とされた［］までに、介護休業申出をした労働者について、洲動基準法第65条第1項若しくは  

第2項の脱走により休業する期間、育児休業期間又は新たな介護休業期間が始まったこと。  

4 第8条第3噴後段の規定は、前項第l号の厚生労働省令で定める事由が生じた場合について準用する。〕   

（準用）  

第16条 第10条の規定は、介護休業申出及び介護休業について準用する〔）  

第こi章〝）2 子の看護休暇   

（十の看護休暇の申出）  

第16条の2 小学校就学の始期に達するまでの十を養育する労働者は、その事業主に申し出ることにより、一の年度に   

おいて5労働日を限度として、負傷し、又は疾病にかかったその子の世話を行うための休暇（以下この章において「子   

の看護休暇」という。）を取得すろことができる。  
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21両耳ハ規定に上ろ申日日、ノー㍗1二′ソJ悌Jれ、今で定机ろと二／）にLり、ハ／一石一滴イイ冊ほ11川二十ろ【lセ明レ、JフいにLて、Lな   

けれげなL■」ない  

：i第1哨の牛皮烏、拝’業j二川川段ノ）定めを‾fて）場合をl叛き、川川に妬まり、ノ酬二3＝二う11】に終わろ≠）ノ）とrJ－ろ   
（Jr一ソ）看護イ木暇の中州が丑／）た」岩．′ナにおこ十ろ・】；業い往路貯㌣  

第16条のこう 事業トけ‘別軌首フ1、「J呵1「f条第1J如／）姑亡に上ろ小‖1が√♭）／〕たときけ、、1う．悠川■．Ll位相J、ニ上がで きブごい  

2 第6条第1項ただし［一三二（肥り一をl㍉ミく′）及び第拙い規心ヒ、′別軋肯か項／痛条第l項い肛定に⊥ろ車＝かふ／イニ」堤合   

に／）いて準川すろ この場合において、制粂第1項第1け申「1牛」とぁるL′けと「（う」J一 し r．r」条こ：才1i2井＝・「前亘け二仁L  

．上‡二」とあか川t「第1（う射ノ）：相川において準用十ろ第≠紅甘」‘侶二だL【1ミニ ヒ、「F、】ほ第1巾ノ女〔」、紺項」と「♭）ろ〔′号L「弟  

Ih条び）2第1項」と．言11．≡才人粋えろ≠J（ノ）ヒ十ろ  

り桂川）  

第1〔う条のノl第10条〃）貼上代、第描か棋聞l項侶規宣にLろけ＝＝及びJ’▲ノ）肴．海休暇に／八、て準用寸1  

祢川上 車胴囲ぺ倒（川‡棚沢  

第17条lまi二業主二は、労働炬て1享法丁侶h条第1」し’（本丈び）規定に上りl小▲真に鮎王十ろ労働＝判明（以トニ山条においてiii」二 りう・   

倒＝川了」という トを延j‡十ろことができな場合において、小て＝校就′、）ル）佃裾二超すろ吏かりト㌢養存する労働打て   

方〕／）て次〝）裾う一ソ）いザオ＝二≠，．該、11L／言い草）レ）が、一1．i亥J′▲を養肯寸てた机に請求したときけ、神‖脚持問（川に／〕いご21   

‖…、1て＝二／）いて－帥時問をいう∵i大力宥二言；いて同じ）を′超えこ′研削、川jを廷ユ‡し／て亡ヒ／了JJブ言い ただL、・拝、某（ノ）  

1憂二′さ；i．木蓮常を妨げる場合H、二〟川上りでノ′ごい  

、⊥∃該F非業盲二にリlき続き扉川された期刷〟り隼に満たない労働芹  

労働首〔ノ）配偶首で、▲1．子亥．請求に係ろ「山観でふるものか、ノ．損起としこ、⊥1．該J′せ養で汁ろ二J二ができろ圭）ソ）ユニしてり  

′トンう′倒省イトこ1上が）ろ君▲に．該、十十ろ場「ナにおけろ、【1．掛ガ働肴  

l汗∴り▲に掲げる≠〕〟）叫モカ＼、1㍑射い永をできナ言いニヒと寸1ニヒに／）いて合理的な理廿／いあろと．甘机㍉れる宣・働  

肴として厚′巨万倒H、令で定釣ろもい  

り 腑勘ノ）妬上にLる ぃにH、い，廿′ノ｝悼腑てナで1」｛ソ）ろと二／）にl二り、そゾり附Jr「－け湘‖根畔肛ノン超えて労働畔刷を虻LjiL 

てけならないこととなろ 一の期粧（川以仁1隼以l人け〕川＝別に；jミろ 昔‖」イ＝二おいて 用川里期l仙という）に／穴、て、   

そノ）初11（以トニの条において「■1舶用朴婿ナにl】」という」＋及び来＝（同項において「潮‖肛終「「定＝」という）   

ヒ十ろIIを明「」かにして、制限開始「定l川ノ川l■」γ」にでにL／／己けれげメに「Jニノ′言い  

こう 第1J廿ノ〕鮎上にト㌦請求訂∵り＝‾二後神州▼澗始）′・姐lヒされたl！山前＝tでに、J′一レ）叱LそL叫虹ノ）労働音が、㌦亥請求   

に係ろJ′一ソ）養肯をLなし、二王り工／〕た執1」とLて巨ノニ′L′芳倒名、て㌻で1上納ろ由l」が′巨じたときH、、－1．該．請求け、され／ご′′′ン、  

／）た≠）（畑とニプ入なす 二山場合にぉいて、労働肯け、そ〔ノ）事業上に対して、、■1．該・出力が′巨じた旨を聴′甘なく」通知しなけ   

れげならない  

1 次ゾ）各り▲に抱げるい－ドれかL′）机■－こが′仁じた場合にH、制服期問＝、、11．該率情が‖1∵」！（7折り一に経い、ろ率情が′卜   

Lし場合にあ／ノては、そLノ柚j＝）に絡イ1て  

制「牲終「了′姐トとされた「＝ノ）Ilけ＝Eでに、】′一〃〕死Lそ心細山ハ労働什が第1∫恒ノ）榔上に［ろ鉦にに係ろJ’せ養1ナfしノ  

ないこととな／）た一汗‥】として厚牛労働省、令で定机ろ・い＝が′巨じたこと  

制l榔終「ナ定＝とさかナ」川前＝玉でに、第1J由ノ）軋定に上ろ諭≠に係ろ「が′巨神長枕′、；石ハ拙裾二達したニヒ  

制服組ア「定Ilとさかイニ ー主でに、弟1項い規定に上ろ請来せした労働渚∵／穴、こ、′ソJ・働ノ，日用識■川㌻条第十頃右L  

く＝牒㌍項の規定に上申休業十ろ瑚聞、育兄休採用＝吊丈H介護休、阻期問〟埴、Eノ〕たニヒ  

5 笥でiニL墳後段州佑上は、前Jけ第1り一州チ′仁方倒省令で′上狛ろ由t†が′巨Lた場合に／穴、こ準引巨十そ  

第1H策 前条第1項（第㍍÷を防∴）、第川と、附叫及び領巾（弟が十日叛く」〔け規定＝、要介護状態にふ亮対象宏朕   

を介護する宣働拙二／ついてrlり‖十ろ この場合に来いて、川条第L」し川－「、1う．該トン養1ノトトろ一 ヒふろし′汁土「、jl該丈寸象   

家族を介護する」と、「－「」条て結う叫及び第1項弟1り一中 り一一とぉ，ろノ）は「対象′結扶√ と、養〃」とあろ直り「介，穫」ヒ  
．i克み李李える≠Jゾ）とrj‾る  

z1打条第川1後1≡′よし／津山上＝、前Jし－〔にk㍑、て準川十ろ‖]:i‖項第1り-州しノニ′巨万働iL、令で心LI)i［糾iが牛じた場合にノ穴、   

て準Jl十十ろ  

箭5草 深イ支業〃）制服  

第19条 一打業主は、小′㍗‥櫛旋⊥7二ノ）始期に達十るたで〃り一を轟fトトろ′ソJ・働首であ／〕て次（ノ）糾う－L′）いずれにも該、11Lない≠）   

ゾ）が、‘1．該r▲を養育す1た机に．請求した場合においては、′1二後1（川出、し－J′「再」叫吏てり刊用（以仁ニソ）条において r深夜   

としい））において労働させてH宮ン、〕ブ言い ただし、事業の上欄’な運宮を妨げる場合H、二の限りでない  

、⊥う該■ト某トにづ】き続き麻川さかた期聞が1丁目二満た／出、′ソj・働省一  

、】1該．請求に係る深夜において、常態として、lう該J′せ保什十ろことがてきろ、】1．該】′・叫．仙㌻（ノ）ノ損失そ叫山（ノ岬′巨労働  

省、令で定机ろ昔がいろJ易／ナにおけろ、■1該労働片  

前 ▲り一に掲げろ‡）J）叫モか、、【う．該．テ■1求をできないニヒと1‾ろことにノ′Jいてr湖畔」／川仙があろと「；紺）JJれる′方働  

打とLて厚牛′万働省計こン上〟）ろ‡，レ）  
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2 前項の規定による請求は、惇生労働省令で定めるところに上り、その期間中は深夜において労働させてはならない   

こととなる一の期間（川以L6J似内の期間に限る。貫目頓において「制限期間」という。）について、その初口（以   

卜この条において「制限開始予定R」という。）及び末日（同項において「制限終「予定tJ」という＝）とするRを明  

〔Jかにして、制限開始予定日の川前までにしなければならない「）  

ニう 第1項の規定による請求がされと後制限開始「定日とされた目の前目までに、子のタヒ亡その他の労働者が当該請求   

に係る「の養育をしないこととなった事由として厚生労働省令で定める事由が生じたときは、当該請求は、されなか   

ったものとみなす。この場合において、労働者は、その事業主に対して、、11該事由が生じた吊を遅滞なく通知しなけ   

ればならない  

4 次の各号に掲げるいずれかの事情が生じた場斜こは、制限期間は、当該事情が生じたH（第3号に掲げる事情が牛   

じた場合にあっては、その前FJ）に終J′する。、   

一 制l郎冬J′r′定日とされた口〝）前日までに、子のタヒ亡その他の労働者が第1項の規定による請求に係る子を養育し  

ないこととなった事由として厚生労働省令で定める事由が生じたこと．）  

制限終「予定日とされたl＝ハ前Rまでに、第1項の規定による請求に係るr一が小′学校就学の始期に達したこと。   

二 制限終了子定日とされたlほでに、第1墳の規定による請求をした労働者について、労働基準法第65条第1項若し  

くは第2∫如／）規定により休業すろ期間、育児休業期間又は介護休業期間が始まったことぐ）  

5 第3項後段の規定は、前項第1ぢの厚生労働省令で定める事由が生じた場合について準用する。  

第20条 前条第l噴から第3項まで及び第4噴（第2号を除く七っ）の規定は、要介護状態にある対象家族を介護する労働者   

について準用する〔）この場合において、同条第1項中「当該十を養育する」とあるのは「、1絹亥対象家族を介護する」   

と、l叫貞第2弓一中「子」とあるのに「対象家族」と、「保育」とあるのは「介護」と、同条第3項及び第4項第1弓・中「子」   

とある〝）は「対象家族」と、F養育」とあるのは「介言凱 と読み替えるものとする。）  

2 前条第3項後段の規定は、前項において準用するIJ］条第4項第1号の厚生労働省令で定める事由が生じた場合につい   

て準用するJ  

第6章 事業」二が講ずべき措措   

（育児休業等に関する定めの周東l等の措置）  

第21条 事業主は、古児休業及び介護休業に関して、あらかじめ、次に掲げる事項を定めるとともに、これを労働者に   

周知させるための措置を講ずるよう努めなければならないこ）   

一 労働者の育児休業及び介護休業中における待遇に関する事項   

∴ 育児休業及び介護休業後における賃金、配置その他の労働条件に関する事項  

前二号に掲げる幸〕ののほか、厚生労働省令で定める事項  

2 事業子三は、労働者が百児休業［＝＝又は介護休業中Hをしたときは、厚生労働省令で定めるところにより、当該労働   

者に対し、前項各号に掲げる事埠に関する当該ヅ〃動者に係る取扱いを明示するよう努めなければならない。   

（雇用管理等に関する措置）  

第22条 事業うミは、育児イ本業申出及び介護休業中州並びに育児休業及び介護休業後における就業が円滑に行われるよう   

にするため、育児休業又は介護休業をするツタ働者が雇用される事業所におけるプ〃動者の配置その他の雇用管理、育児   

休業又は介護休業をしているジフ倒者の職業能力の開発及び向1二等に関して、必要な措置を講ずるよう努めなければな   

らない。   

（勤務時間の短縮等の措置等）  

第23条 づj二葉i三は、厚生労働省令で定めるところにより、その雇用する労働者のうち、その1歳（＼当該労働者が第5条第   

3項の巾U」をすることができる場合にあっては、1歳6か軋っ 以卜この項において同じ。）に満たない子を養育する労働   

者で育児休業をしないも瑚こあ／1ては労働者の申出に基づく勤務時間の短縮その他の当該労働者が就業しつつその子   

を養育することを容易にするための措置（以卜この項及び次条第1項において「勤務時間の短縮等の措置」という。）   

を、その雇用する労働者び）うち、その1歳か仁〕3歳に達するまでの子を養育する労働者にあっては育児休業の制度に準   

ずる措置又は勤務時間の短縮等の措置を講じなければならない。  

2 事業主ほ、その雇用する労働者のうち、その要介護状態にある対象家族を介護する労働者に関して、厚生労働省令   

で定めるところに上り、馴動者〝）申出に基づく連続する93日の期間（当該労働首の雇入れの口から当該連続する期間   

の初し］の前日までの期間におけろ介護休業等日数が1以上である場合にあっては、93Rから当該介護休業等口数を差   

し引いた日数の期間とし、当該労働者が、う該対象家族の；11該要介護状態について介護休業をしたことがある場合にあ   

っては、当該連続する期間は、甘該対象家族の当該要介護状態について開始された最初の介護休業に係る介護休業開   

始r′）い］とされたl】から起算した連続する期間のうち、一1該労働者が介護休業をしない期間とする〔））以上の期間にお   

ける勤務時間の短縮その他の、棉妄労働者が就業し／つ／つその要介護状態にある対象家族を介護することを容易にするた   

めの措置を講じなければならないこ〕   

（3歳から小′、；チ‥校就学の始期に達するまでの「一を養育する労働者等に関する措置）  

第24条 事業主は、その雇用する労働者のうち、そのこう歳から小学校就学の始期に達するまでの了せ養育する労働者に  
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関して、育相木菓〔ノ〕制度又は勤務時仰山板縮甘ノ）川二F軌二準じて、必聖二な括岡な講寸て上う雪子捏）／亡ければなJJない  

2 事業章二は、そ叫浸川十ろ労働相－り）うナノ、そノ）‘表紙を介護すろ労働首に閲して、介護休業し川帖度又は前条第21‘軋二1上   

める措置に準じて、そノ）介護を必要ヒ十ろ用＝吊、回数等に配慮Lた必■要ノ川佃沌．肯ドるLうに努机なけれ＝木工沃い  

第25条 削除   

（労働者び）配闘二ほ」rトう配慮）  

第26条 甘業には、そ〟）扉川寸る′芳働宵山配置レ）変更て就業（ノ）場所の変更を伴うゎれ／㌢しノLうセー十ろ場合において、   

の就業び）軌畑ノ）変軋二上り紙業しノ／〕／〕そ〔ノ）1′▲レ）轟ff丈け家族〔ノ）介護を子j一うこと7川本l難となろニヒとなろノ芳働首がいろ   

ときけ、、lう該労働首〟）J′－の養存丈＝ノ束粍ノ）介．穫レ）ニりこH心二配慮しなけれげ木工高い   

（再雇用特別措置等）  

箭27条 事業トは、妊娠、＝庫守一：L㌧くはすデリユ又は介護をftf川】ヒLて退職Lた首（以仁‾ 在県′鼠赴臓者」という）に／〕   

いて、必要に応じ、性癖用特別用牒（杏捏等退職苫てあ／）て、その赴瞞の際二、そ山耽牒証・り▲経とな／イニときに、1う．該   

退職に係る事二業〃）F‡i二業主二に再び雇＝jされろことtノ）希ヤ！をf】‘十ろ旨（ノ汗H＝をしていノニー手）〔ノバ二／〕いこ、、▲1該事業上が、労   

働者一〃）紆渠又は採川に、■1た／）て鞘㍑申ノ）配慮をする川二；＃をいう 恥う0条及び昔誹一条第＝軒第1り一において卜りじ）そ山他   

これに準ザる措置を実施十ろ上う㌍めなけれげなL二」ない   

（指針）  

第2日条 ノ享′重工労働人ト；（は、甘封条かへ1行条まで出現定に」tち／jきや二葉トが．潤一トぺき描匿及び「山養宥ぺ烏藩灘甘介護を子J二   

い、又は子J二うこととなろ′引軌首ノ）職業′＝舌と家庭′仁清とし旬両、ンニ／川Xl〔JれろLうに十るた裾二事業i三が．溝■トミきそ万）他   

ノ）措置に関して、そぴ）適り」か／Jイ】‘効なノ夫施を卜くlろため（ノ）指針り〔ろべき宰相を定め、二れを公表する≠）ソ）とすろ   

川鉱業ノ家庭山、一」′二推進音）  

第20祭 事業トは、ノゾ′トノ甘倒省令で定や）ろところに上り、第21軍こか「J箭27条：去でに定めろ描群及びr一〃）養育又け豪族「ノ）   

介言嗟を子Jl、、又は子J∴う二！ヒ／工る′万働首（ノ）職業牛宜・と′表庭′卜i．1一ヒのl小▲′二がトズ】JJかろLうにすろために．満ずべきそし叫山   

び）措苗の適切か／つイ】‾効な′夫地引叫るためノ）業務を川、1卜㌻‾る占▲（肯甜条第1叫第5り一において「職業家庭両、’／二推進れ と   

いう，）を適作rLj一る上うに′～プ机畑ナればな左ない  

第7草こ 気】▲象労働苫′キに什卜ろ友†射けFF壬  

第1節 ‥ヨ等にLろ接肋   

（事業「三等に対すろ緩助）  

第こ和束 卜畑土、l′一び）養子f射廿家族れ介．港を子Jい、丈代目うニヒと7工ろ′引軌首（以卜「対象ぺ－働首一 とい■う、）及び1ナナリJ   

等退職昔（以卜 一対象づJl軌片耳」と総称十ろ）〃）扉川〃）継続、け軋暇山根進そ山他これら両者≠福神サ丹翫巷を車】ろ   

ため、事業i∴ 事業i二項、11休そ〃）他山m係甘に牒しこ、対象労働省▲〔ノ）塙三りJされろ■ド某所におけろ雇用管理、†i蟻川川二   

別措置そぴ）他作抑勘二／〕いて（ノ）相談及び上り古∴ 糸「汁「金ノ）支給そ叫山けど、要なほ仙左＞子j二うニヒかできろ   

（相談、講習で）  

て許う1条【Lけと、対象′剃働甘に対しノて、そ直職業′＝√と家庖′巨iLIヒ仁丹小⊥／二項j自性1勘二貿十ろた扉）、′必要な指導、用談、，満   

習そソ）他ノ）措田を講ずる≠）山と■1る  

2 地方公共再Ⅰ休日、l小畑溝ザ1「誼I如／）ナm勘二準じた措f2’壬を．描こ▼ドろLうに巧手めなけれげ′亡し1ノブ言い   

（再就職〃）援上り」）  

第二う2条l叫［、石化等辺欄渚に村Lご、そノ絹Jヤますろときに再び犀川ゾ）機ごミが／ノーえ⊥ゝノれろLうに√】1ろた机、職業指や、   

職業紹介、職業能／ノ〔／）再帰＝かノ川手置そル仙ル措岡が鉦姐‡（」にl軋連して′長施されろ上う∴Ⅷ山㌢十ろとと1に、で押上lt‡」邑   

職者肌‡■J滑な再就職をⅠ対ろたれと、せ／〔ほ仙を子Jう≠）〟）とナろ   

（職業′卜活と′家庭牛沃守（ノ）l小▲′二に‡廿J‾ろfl冊宇／ンi㌍扉）ろた㌦川）川二世）  

敬う：う条Il、二†は、対象労働昔1i；三川け裁業′卜i．1と′京庭′仁子．1▲とし旬小1′二を拙ナ、、ていろ臓J岩におこナろ′朋子J二そし叫虹畑‡苦要【対ゾ）解消ヰ車l   

ろため、対象骨働打掛川臓業′＝．「と′未J庄′卜ー．1▲l二し川小▲山二闇L、■軒某巨、′万イ軋片そノ）仙巨＝工 一般肌理舶ヰ深机ろた琉に   

必要舟広軌仰臥ケ叫触ノ）柑二F；√こ与′．肘丁ドろ≠）ソ）ヒ十ろ   

（勤労者家庭支援施ト音是）  

第：り条 地ノノ公扶川休日、必‘要に止こじ、鋤ノンう◆占′結庭支援J貼】■迂を．斜里‾るL引 ∵畑れ畑上付五十■J／亡い  

2 二勤労者家庭友採牒扉昔＝、対象′け働苫・Tに対Lて 、職業′＝舌と末庭′h．キと佑叫車■′二にl呈JL、糾恥／川廿談に応じ、及び必  

l許な指増、講習、美省一≠を十・い、、1巨びに什養及びレクリ丁・－ンニlン〃）ノニめ（ノ）仙′L■】ニキりiニ／パ、ろ1与対句三′芳働苫‾等〃）福帥ノ）   

増進を一文lろための■ii二業を総合〃」に一戸〕ニヒを＝的と十ろ施．設圭∵十そ  

3 ノ厚牛労働大臣H、勤労首末庭友緩施ぷ肌㍊聞及び連√．t：ち■に／ついて〃）ヤ三Eしい左ヒ雄三を定机ろ≠）－ノ）と十ろ  

4 い三け主、地力ー公共車＝本に対して、勤′芳首‘家庭支援施．設の．設置及び運営に閏L必要な川」∴、指導そ山他山援助を子J二うこ   

とができる   

（勤労者‘吏庭支援施設指導パ）  

第：う5条 勤′ソJ・軒家庭女採鉱j封二＝、対象労働苫▲て享に丈十′卜ろ川談及び肘キ〃）業結を申し、十十て川哉冒（次墳において 「剃′ガ昔   

家庭支緩灘．掛指導＝」という）ケ躍く上うに㌍机なけわげ女らない  
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2 勤ウJ′首家庭支援施設指導員は、そ〝）業務について熱意と識見を有し、かつ、厚生労働人臣が定める資格を有する者   

〃）うちから選什するものとする（。  

第2節 指定法人   

（第36条～第52条 略）  

第8串三 雑則   

（育児イ本業勺‡取得者の業務を処刑けるために必要な′芳働者〝〕募集の特例）  

第53条 認定中小企業団体〝）構成‖たる中ノト企業甘が、当該認定中小企業団体をして育児休業又は介護休業（これらに   

準ずる休業を含む＝，以トニの項において同じ。）をする労働者の1該育児休業又は介護休業をする期間について当該   

労働者の業務を処理するために必要な労働者の募集を行わせようとする場合において、、！1該認定中小企業団体が、一1該   

募集に従事しょうとするときは、職業安定法（昭和22隼法律第141片）第36条第1項及び第3項の規定は、）1該構成員   

たる中小企業者については、適付しない′  

2 こ〝〕条及び次条において、次か各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによるr〕  

中小企業老 中小企業における′芳働力の確保及び良好な雇用の機会の創出のための雇用管理の改善の促進に関す  

る法律（、和射牛法相第57片）楕莞条第1年＝こ規定する「†1小企業者をいうこノ   

ニ 認定中小企業団体 中小企業Hこおける労働力の確保及び良好な雇用の機会の創Hのための雇用管理の改善の促進  

に関する法律第2条第2項に旭‡ト「る事業協同組合等であって、その構成員たる【ト小企業者に対し、第22条の事業主  

が講ずべき措置その他に関す㌃相談及び援助を行うものとして、当該事業協同組合等肌申請に基づき厚／ト労働人臣  

がその定める基準に上り適当てあると認定したものをいう。J  

3 厚生づJ’働大臣は、認定中小企集団体が前項第2号の相談及び援助を行うものとして適当でなくなったと認めるとき   

は、同号の認定を取り消すことかできる（〕  

4 第1項の認定中小企業間休は、、⊥1該募集に従事しようとするときは、厚生労働省令で定めるところにより、募集時   

期、募集人員、募集地域その他押）ノ芳イ動者▲の募集に関する事項で厚生労働省令で定めるものを厚生労働大臣に届け出な   

ければならないこ，  

5 職業安定法て結う7条第2項び）規定■：輔†項の規定に上る届Hがあった場合について、同法第5条のこう第用i及び第3項、第5   

条の4、第39条、芽‡41条第2項、第胴条の3、第48条の4、第50条第1項及び第2叫並びに第51条の2の規定は前項の規定   

による城山iをしてツ∫働者の募集に従事する者について、同法第40条の規定は「司項の規凪こよる届出をして労働者の募   

集に従事する割こ対する報酬の供与について、同法第50条第こう項及び第小頁の規定はこの碩において準川する同条第2   

項に規定する職権を行う場合に／〕いて準用するし）この場合において、同法第：i7条第2項中「労働者の募集を行おうと   

する者」とある〃）は「育児休業、介護休業等育児或は家族介護を行う労働者び）福祉に関する法律第53条第1項の規定   

による届出をして労働者の募集に従事しようとする首」と、同法第41条第2J■か十－「、一1該労働者の募集の業務の廃止を   

命じ、又は期間」とある〃）は「期間」と読み替える≠〕のとする〔，  

6 職業安定法第36条第2項及び第12条〝〕2の脱走の適用については、同法第36条第甘墳「rl「前項¢」とあるのは「被用   

者以外の首をして労働昔の募集に従事させようとする者がその被用甘以外の首に与・えょうとする」と、同法第42条の   

2「11「第39条に規定する募集′受託甘」とある瑚ま「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関   

する法律第5：う条第ノ1項の規定に上ろ届出をして労働者の募集に従事する者」とする。′  

7 厚生労働大いは、認定中小企業間体に対し、第2項第2号の相談及び援助〝）実施状況について報告を求めることがで   

きる。  

（第54条及び第55条 略）  

（報告の徴収並びに助言、指導及び勧告）  

第56条 厚生労働大田は、この法律び）施行に関し必要があると認めるときは、事業主三に対して、報告を求め、又は助言、   

指導若しくは勧告をすることができる 

（第57条 略）  

（権限の委任）  

笥58条 この法律に定める厚生労働大臣の権l眼は、厚生労働省令で定めるところに上り、その一部を都道府県労働局長   

に委任することができる。  

（第59条及び第60条 略）  
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（公務∈封二間する特例）  

第61条 第2貴から第甘辛支で、第：川条、第㍊条、第封条、第5（う条、l招条、次条、第m条及び第樟条山域兄ぃ、国家公務   

員及び地ノノ公務員に関しては、適川Lない  

2 L軒家公務員及び地ノノ公務巨iに関しては、第㍊条Lい ＝狛甘℃退職藩」とあろノ）∫土「育捏等退職渚（昔‡27条に規定十て   

育児等退職者をい＞1以卜l司L）」と、第封条第2噂11I「対象労働省▲1i宇」とあろ〔川1「対象労働音等（第≠条に′規定   

する対象労働者等をいう 以卜同じ）」とすろ  

こう 巨こJ有林野ゴj二葉を行うLl押）経営すろわ業主虻務十る職〔巨㌧給1ぺ勘二俣巨トう特例法川冊lIご叫二法律箭111り一 以トニノ）条   

において「給特法」という）ノ〕適f「】を′之けるけ1′束公務睾川†壬「未公務＝法（昭和㍊隼法律第12（）リー）第Hl祭：ぴ）5第1∫出二規   

定－j一る短時間勤務ノ）′Fll’職を【1J扉）ろ占▲以外ノ）常時勤務すろことを要Lない国呆公務Hをl托く 1ソ、トニ山条において川   

じ）は、給特法て紆1条に規定r十る農林水産人臣又は政令直定めろとニ／Jに上りその委任をノ、乏けた肯け1卜 r＼農林水産   

大臣等」というし）ハ承認を受けて、、「．該国‘為ご公務員び）配偶宵、父母、1′一丈は配作用▲ノ）父けご′右）／）てn傷、疾病丈H   

身体卜若しくは精神仁≠l埠喜により第2条第：う妄‡州子牛′け働れ、令て宜雄）ろ期間にわたり＝常牛沃を宮むし／り二支障が寿）ろ   

≠〕〝）（以トニの条において「聖二介護家旅」という）ぴ）介．潅をすろた漬、休業をすろこと′いてきろ  

4 前∫蝉）規定に上り休業をすることができる期間け、要介．湾ノ家族ノ）首々／バ同1勘二規定する介護ヰ虻要と十る －ノ）継続   

する状態ごとに、連続する糾丹）期間内において必要と認め「ノれる期＝吊と寸て  

5 農林水産人臣等は、第封項の規にに上る休業の承認を受け上うと寸‾る圧1家公務上け両∵その′秩認L／㍉冶求がふ／ったとき   

は、当該請求に係る期間び）うナノ公携ゾ）運営に支l；鋸ミあろと，乱拘られろ＝丈H両雄ほ常き、二れを承．認Lなければ太ら   

ない．  

6 前：う項の規定は、独立行政法人通則法（平成11隼法律第10こうきぃ第2条第2」出、二規定十ろ特定独、‘′二子J二政法人ゾ）臓艮（【lこ1ノ未   

公務員法第81条び）5第1墳に規定する短時間勤務〔／）住職を【【f封）ろ首以外叫榊キ勤j管するニヒをせしない職巨もをl箱く 以   

トニび）条において特定独ヰニ行政法人臓冒」とい〉う）に／〕いて準川寸‾る こ山場合において、第ふ頃廿「圧1有林野－ii 

業を子】二う国の経営する企業に勤務する欄ほぃ什給勺▲等に閲する特例法（l旧市12叫二法律第‖1片，以トニの条において r拾   

特法」というっ）の適川を受ける国家公務睾」とあろのH「独立行政法人適似り法十平城11隼は律第＝月号）第2条第2」出二   

規定する特定独立行政法人（以仁ニの条において「特定独、1畑二政法人」とい′‾））山臓＝」土、「要しない国家公務＝」   

とあるのは「要しない職員」と、「給特法恥1条に規1上yト引呉林木成人ドし丈f土政令ソ）1上めるところにたりそぴ）射仁を′受   

けた者（以卜「農林水産人ドーニで宇」という）」とあるのは「、一1該職〔1ノ）剃横丁る特フ亡j山、一王子川二畑某人〃り這」ヒ、「、⊥う．該匡†   

未公務員」とある刷ま「、11該職長も と、前項申「農林木尾沃骨等」とあろ〔川i「特定独立行政は人の長一 と、「‥、］′去三   

公務員」とある〃）は「職員」と．組み替えろもノ）と十ろ  

7 第：う項から第5J■貞までの規定は、L】本郵政公社び）職員付こ▲「束公桔員法第別条ソ）5第卜噴に如ン上十ろ矧拝聞勤務〔け［†臓を   

占める者以外〃）常時勤務すろことを柴Lない職［i針坑ミく 以トニノ）条において「ll本郵政リH＝随員」！いうノ）に／J   

いて準用する。この場合において、第こ汀頁しぃ「国有林野事業を子J二う国び）総′さニトナ一ろわ業に勤務寸る臓ぷサ給JJ・等にm十   

ろ特例法川首和29イ巨法律第1」11片ノ 以トニぴ）条において「給特法」という、）のj庖川を′受けろIril家公務員」とある（ノ）rう二   

「一日本郵政公社の職層」と、「要しない国家公務員」とあかハけ「要しない職持」と、「給相法；糾条に別ン上rト㌃農林   

水産大臣又は政令の定めるところによりそ〃）委任を受けた苫（以仁「農林水産人い等」という ）」とあろし畑土「＝本   

郵政公社の総裁」と、「11∃該l月表公務貢」とあろリノは「、11該職∈1」と、第ふ頃廿「農林水茂人＝竿」とある（ノ）ほ「［1本   

郵政公社の総裁」と、「国家公務員」とある瑚土「職員」と．甘み伴えろヰ）ぴ）と1ろ  

8 第：う項から第5項去での規定は、地ノ／公務＝法（昭和錯隼せ律第錐1リー）第1条第1喚に規定すろ職＝＝一拍：弟28条ソ）5第1   

項に規定する租時間勤務び）職を■ト「める職員以外び）非牒摺酬哉＝左除く 以トニ椚条においてい」じ）がそり）■要介護家旅   

〝）介護をするためぴ）休業について準川すろ 二山場げ汁二おいて、祢う咋＝」「綜廿日よ昔＝栄に仙王十ろ農林水正大い丈H   

政令の定♂）るところに上りその委任を受けた昔（以卜「農林水庫人l‡（等ノといv））j と′¢）ろぴ〕ほ「地ノノ公務〔l法岬イ   

和25隼法律第261片）第6条第1項に規定寸る任命権音叉上土そ山委任を′乏けた肯し他ノノ教育行政の組織及び運享汁二間十ろ   

法律（昭和：う1年法律第1根片）第37条第1項に規定寸て県好餌■町教職巨1に／ついては、市町付ノ）教育委貴会以卜川じ）   

と、第5項中「農林水産大臣等」とある〔ノけ丈「地万公務員法第6条第1哨に規定すろ什二命相ソ仁引とそ〃）委什を′受けた首一   

と読み棒えるものとする  

ミ）給特法び）適用を′設けるl軒家公務員であって′トナ校就′’；ごこの始期に達するまて≠り一を養肯十ろモ）（川士、蔦林水魔八≠ぺ   

〃〕承認をノ、之けて、魚傷L、又は疾リl）iにかかったそ（ハイーの伸二話を子J∴〕ため、休暇を取得すろことができる  

10 前哨の規定に上り休暇を取†ミ巨㌻ることができろ［】数は、ル）イH二おいこ51Iとする  

11農林水魔人臣等は、第9条〟）規定に上ろ休暇び）承認を一三け上うと十る国家公務員かレーJそソ）承．云即〕請来があったとき   

は、公務ゾ）運′ぎミ’に粛啓があろと認められる場合をl探き、二れを承認しなければな左ない  

12「荘川紳）規定H、特定独11二子Jl政は人職冒に／〕いて準＝巨「る二い場合において、 第削頁申 r給特法の適川を・受けるH   

家公務員）とあるげ＝1「特定独、■／二子J二政法人暇巨1」と、「農林水茂人＝等」とあろ〔ハH二 い■1．‡糾1：1王独、■／二子J一政法人職＝折   

勤在する独立行政法人通則法肯写2条第2Jfけ二規定する特定独、‘／二子】二政法人ゾ）に」と、白市出い ㍉豊林水成人い写」とある佑   

は「独立＝政法人適ヒ1り法第2条第2項に貼上すろ特定独、二り二√政法人り）長」と、「H‘京公務＝」と√♭）ろ〔川士 棚：お独、【′二子」二  
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政法人職員」と読み替えるものとする。  

13 第9項から第11項までの規定は、日本郵政公社職員について準用する。この場合において、第9項中「給特法の適用   

を受ける国家公務員」とある〝）に「lJ本郵政公社職員」と、「農林水産大臣等」とあるのは「日本郵政公社の総裁」   

と、第11項巾「農林水産大臣等」とあるのは「日本郵政公社の総裁」と、「国家公務員」とあるのは「日本郵政公社   

職員」と読み替えるものとする。  

14 第9項かF）第11項までの規定は、地方公務員法第4条第1項に規定する職員について準川する。この場合において、   

第9項中「給特法の適用を受ける国家公務員」とあるのは「地方公務員法第4条第1項に規定する職員」と、「農林水産   

大臣等」とあるのは「同法第6条第1項に規定する任命権者又はその委任を受けた者（地方教育行政の組織及び運営に   

関する法律（昭和31年法律第162号）第37条第1項に規定する県費負担教職員については、市町村の教育委員会。以下  

「■りじ〔ノ）」と、第11項中「農林水甚大田等」とあるのは「地方公務員法第6条第1項に規定する任命権者又はその委任   

を受けた者」と、「国家公務員」とあるのは「同法第4条第1項に規定する職員」と読み替えるものとする。  

15 農林水産大臣等は、給特法の適用を受ける国家公務員について労働基準法第36条第1項本文の規定によりl司項に規   

定する労働時間を延長することかできる場合において、、J局亥給特法の適用を受ける国家公務員であって小学校就学の   

始期に達するまでのチを養育するもの（第17条第1項の規定を適用するとしたならば同項各号のいずれにも該当しない   

ものに限るっ）が当該「を養育するために請求した場合で公務の運営に支障がないと認めるときは、その者について、   

制限時間（同項に規定する制限時間をいうご，以トニの条において同じ。）を超えて、【局亥労働時間を延長して勤務しない   

ことを承認しなければならない。  

16 前項の規定は、給特法の適用を受ける国家公務員であって安介護家族を介護するものについて準用する「〕この場合   

において、同項中「第17条第1項」とあるのは「第18条第1項において準用する第17条第1項」と、「同項各号」とある   

のは「第18条第1唄において準用する第17条第1項第1号又は第3号」と、「、1う該r－を養育する」とあるのは「当該要介   

護家族を介護する」と読み梓えるものとする。  

17 独立行政法人通則法第2条第2現に規定する特定独立行政法人の長は、特定独立行政法人職員について労働基準法第   

36条第1項本文の規定によりI内項二こ規定する労働時間を延長することができる場合において、1該特定独立行政法人   

職員であって小学校就学の始期に達するまでの子を養育するもの（第17条第1項の規定を適用するとしたならば同項各   

片のいずれにも該当しないものに限る。）が当該戸を養育するために請求した場合で業務の運営に支障がないと認め   

るときは、その昔について、制限時間を超えて当該労働時間を延長して勤務しないことを承認しなければならない。  

18 前項の規定は、特定独立行政法人職員であって要介護家族を介護するものについて準用する。この場合において、   

同項中「第17条第1項」とあるのは「第18条第1項において準用する第17条第1項」と、「同項各号」とあるのは「第18   

条第1項において準用する第17条′第1項第1号又は第3号」と、「当該子を養育する」とあるのは「当該要介護家族を介   

護する」と読み替えるものとする。  

19 R本郵政公社の総裁は、日本郵政公社職員について労働展準法第37条第1項本文の規定によりILiJ項に規定する労働   

時間を延長することができる場合において、当該日本郵政公社職員であって小学校就学の始期に達するまでのf－を者   

育するもの（第17条第1項の規定た適用するとしたならば同項各弓一のいずれにも該当しないものに限る。）が当該子を   

養育するために請求した場合で業務の運営に支障がないと認めるときは、その者について、制限時間を超えて当該労   

働時間を延長して勤務しないことを承認しなければならない。  

20 前項の規定は、日本郵政公社職員であって要介護家族を介護するものについて準用する。）この場合において、同項   

中「第17条第1項」とあるのは「第18条第1項において準用する第17条第1項」と、「同項各号」とあるのは「第18条第  

1項において準用する第17条第1項第1号又は第3号」と、「当該戸を養育する」とあるのは「1該要介護家族を介護す   

る」と読み替えるものとする。  

21地方公務員法第6条第1頓に規定：する作命権者又はその委任を受けた者（地方数百行政の組織及び運営に関する法律  

（昭和31年法律第162号）第37条第し項に規定する県費負担教職員については、市町村の教育委員会）は、地方公務員法   

第‘4条第1項に規定する職員についてツタ働基準法第36条第1項本文の規定により同項に規定する労働時間を延長するこ   

とができる場合において、当該地力ー公務員法第4条第1項に規定する職員であって小学校就学の始期に達するまでの子   

を養育するもの（第17条第1項の規定を適用するとしたならば同項各号のいずれにも該当しないものに限る。）が当該   

子を養育するために請求した場合で公務の運営に支障がないと認めるときは、その者について、制限時間を超えて当   

該労働時間を延長して勤務しないことを承認しなければならない。  

22 前項の規定は、地方公務員法第4条第1項に規定する職員であって要介護家族を介護するものについて準用する。こ   

の場合において、前項中「第17条第1項」とあるのは「第18条第1項において準用する第17条第1項」と、「同項各号」   

とあるのは「第18条第1項において準用する第17条第1項第1号又は第3号」と、いう該子を養育する」とあるのは い当   

該要介護家族を介護する」と読み替えるものとする。  

23 農林水産人臣等は、小学校就学の始期に達するまでの了一を養育する給特法の適用を受ける国家公務員であって第19   

条第1項の規定を適用するとしたならば同項各号のいずれにも該当しないものが当該十を養育するために請求した場   

合において、公務の連′捌こ支障がないと認めるときは、深夜川司項に規定する深夜をいう。以トニの条において同じしつ）  
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において勤務しないことを承認しなければならない  

24 前項の規定は、普介護家族を介護する給特漣サ適川を受けか国家公務員について準川する この場合において、同   

項中「第19条第1項 とある√＝i「第20条第1噌において準用する第川条第1哨」と、「同項各号」とあろのど工「第2り条   

第1項において準川する第19条第1項各り・」と、い■寺該f一を養育する」とある叫土 い1与該要介護家族を介護する」と読   

み替えるものとすそし、  

25 独立行政法人通則法第2条第2項に規定する特定独立子J二政法人〝）長は、小学校就学び）始期に達するまでの千を養育寸‾   

る特定独、1行政法人職員であって第19条第1項び）規定を適什ト「るとLたならば同項各り・ノ）いずれにむ該、⊥1しない≠）〟）   

が1該子を養育すそために請求した場rナにおいて、業務〃）運常に支障がないと認釣るときは、溌夜において勤務し／亡   

いことを承認しなければならない  

26 前項の規定は、要介護家族を介護する特定独、二〔子J一政法人職員に／ついて準川するこ出場合において、＝墳中「第1リ   

条第1項」とあるのrま「第20条第1唄において準f‡トトる第19条第1項」と、「l小頃各ぢ一」とあろ〔りは「第20条第1咄にお   

いて準用する第川条第1項各号」と、「、11該J′一を養＃する」とあるソ）は「、⊥1該・要介護家族を介護する」と読み揮える≠）   

ソ）とする〕  

27［1本郵政公社ソ）総裁は、小′、iJ：校就ノ、み〃好雄鋸二達rj‾るまで〃）r－を蕪育する＝本郵政公社朋※であ／）て第川条第1J‘直ノ）   

規定を適用するとしたならばいけ自各ぢ一ゾ）いずれにも該：1〕Lないもぴ）がリ1該J′一を養育す虻た裾二請求した場合におい   

て、業務の運層に支障がないと認めるときは、深夜において勤務しないことを／軋認Lなければならない  

28 前項の規定は、要介護家族を介護する［1本郵政公社職員について準杵H‾る、つ こ〃）場合において、同堰中「第川条第  

1項」とあるのは「第20条第11副こおいて準用する第19条第1噌」と、「I甘碩各け」とあるのは「第20条第1項において   

準用する第19条第1項各け」と、「、■1該J′一を養古する」とあるのは「、1う該要介護家放を介濾する」と読み揮える史バハと   

するr、  

29 地方公務員法第6条第1項に規定する任命権音叉はその委任を受けた甘（地方教育行政び）組織及び運営に関する法律   

第詔条第1項に規定する県費負匝教職巨まについては、l榊車中）教育委員会）は、小字校此ノうごこぴ）始期に達するまでの予を   

養育する地方公務員法第‘′1条第1項に規定する職員であ／つて第19条第1墳の規定を適用丁るとしたならば同項各片び）い   

ずれにも該当しないものが当該子を養育するために請求した場合において、公務ゾ）運ノ裾二女障がないと認めるときけ、   

深夜において勤務Lないことを承認しなければならない〔  

こ川 前唄の睨定は、要介護家族を介護する地か公務員法第・1条第1Jf＝二規定十ろ職川二／ついて準川－rブ‾る ニ〃）場合におい   

て、前項111「第19条第11山 とある瑚i「第20条第1唄において準用する第19条第1項」と、「l小唄各号」とある瑚土「第   
20条第1項において準用する第19条第1jでi各り一」と、 「、一1該イ・を養育十る」とある〔／汁t い」H亥要介護家族を介護すろ」   

と読み替えるものとする 

（第62条～第67条 略）  

（附貝り 略）  

附 則（平成1ぐ件法律第160号）（捗）   

（施行期L」）  

第1条 この法律は、平成1閂二4J＝Hから施行するLノ   

（検討）  

第2条 政府は、二の法律の右転子J二後適止うな時期において、第1条ノ）規定による改正後ゾ）育児休業、介護休業等青し［エ又J主家   

族介護を行う労働者の福祉に「判rJ‾る法律（以卜「新法」という．ノ）〝）胞子J一状況を勘案し、期間を定めて雇用される常   

に係る宙り己休業等び渦」度等に／っいて総合的に検討を加え、そ畔腋軋こ族／丸、て必要な措置を．混ずるもノ）とするり   

（育児休業の叫川こ鞋H‾る経過措置）  

第3条 この法律の施行の‖（以卜「施行日」というり）以後において新法第5条節制神）別定に上る育児休業をするため、  

l■q項の規定による中日をしょうとする労働者上土、施行口前においてむ、F■申頁及び「■司条第け如／）脱走レ）例により、、Ij該   

申川をすることがてきるり  

（以卜略）  
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育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律施行規則（抄）  
（平成3年労働省令第25号）  

目次   

第1章 総則（第1条一第3条）   

第2章 育児休業（第4条一第20条）   

第3章 介護休業（第21条一第29条の2）   

第3章の2 子の看護休暇（第30条一第31条）   

第3章の3 時間外労働の制限（第31条の2一第31条の10）   

第3章の4 深夜業の制限（第3ユ．条の11一第31条の20）   

第4章 事業主が講ずべき措置（第32条第34条の2）   

第5章 指定法人（第35条第60条）   

第6章 雑則（第61条一第67条）   

附則  

第1章 総則   

（法第2条第3号の厚生労働省令で定める期間）  

第1条 育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（以下「法」という。）第2条第3   

号の厚生労働省令で定める期間は、2週間以上♂つ期間とする。   

（法第2条第4号の厚生労働省令で定めるもの）  

第2条 法第2条第4号の厚生労働省令で定めるものは、労働者が同居し、かつ、扶養している祖父母、兄弟姉妹及び   

孫とする。   

（法第2条第5号の厚生労働省令で定める親族）  

第3条 法第2条第5号の厚生労働省令で定める親族は、同居の親族（同条第4号の対象家族（以下「対象家族」とい   

う。）を除く。）とする。  

第2章 育児休業   

（法第5条第2項の厚生労働省令で定める特別の事情）  

第4条 法第5条第2項の厚生労働省令で定める特別の事情がある場合は、次のとおりとする。   

一 法第5条第1項の申出をした労働者について労働基準法（昭和22年法律第49号）第65条第1項又は第2項の  

規定により休業する期間（以下「産前産後休業期間」という。）が始まったことにより法第9条第1項の育児休業  

期間（以下「育児休業期間」という。）が終了した場合であって、当該産前産後休業期間又は当該産前産後休業期  

間中に出催した予に係る育児休業期間が終Fする目までに、当該子のすべてが、次のいずれかに該当するに至った  

とき。  

イ 死亡したとき。  

ロ ノ養子・となったことその他ク）事情により当該労働者と同居しないこととなったとき。   

二 法第5条第1項の申出をした労働者について新たな育児休業期間（以Fこの号において「新期間」という。）が  

始まったことにより育児休業期間が終了した場合であって、当該新期間が終了する目までに、当該新期間の育児休  

業に係る子のすべてが、前号イ又はロのいずれかに該当するに至ったとき。   

二 法第5条第1項の申出をした労働者について法第15条第1項の介護休業期間（以下「介護休業期間」という。）  

が始まったことにより育児休業期間が終了した場合であって、当該介護休業期間が終了する日までに、当該介護休  

業期間の介護休業に係る対象家族が死亡するに至ったとき又は離婚、婚姻の取消、離縁等により当該介護休業期間  

の介護休業に係る対象家族と介護休業申出（法第11条第3項の介護休業中Hをいう。以下同じ。）をした労働者と  

の親族関係が消滅するに至ったとき〔，   

四 法第5条第1項の申出に係る戸の親である配偶者（以下「配偶者」という。）が死亡したとき。   

五 配偶者が負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害により法第5条第1項の申出に係る子を養育することが困  

難な状態になったとき。   

人 婚姻の解消その他の事情により配偶者が法第5条第1項の申出に係る／・と同居しないこととなったとき。   

（法第5条第3項第2号の厚生労働省令で定める場合）  

第4条の2 法第5条第3項第2号の厚生労働省令で定める場合は、次のとおりとする。   

・法第5条第3項の申出に係ろナについて、保育所における了一の保育の実施を希望し、申込みを行っているが、当  

該子が1歳に達する目後の期間について、当面その実施が行われない場合  
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二 常態とLて法第5条第3項の申出に係るr一ゾ）養育を行／」ている配偶首であ／〕て当．該J′・が1誠に達寸るl慨叫那i］  

について常態としてア・の養育を＝う了宣であ／）たヰ，〃）が次〃）いずれかに．該、11した場合  

イ 死亡Lたとき 

ロ 負†集、炊柄又は身体卜才1二しくは柿帥トノ）帖宵二上り法第5条第3墳折申廿に係る1′一を養育することが「朴難な状  

態になったときり   

ハ 婚姻の解消その他ノ）封情に上り軋偶者が法第5条第3†如川り＝に係ろ7一と「叶居Lなし、ニヒとな／）たとき   

二 6週間（多肋妊娠〃）場合にあ／〉ては、14週間）以内にH慮寸る㌣定であるか丈は産後8週間を経過しないとき   

（育児休業中Hい方法等）  

第5条 法第5条第∠頼もノ楕肌木掛【＝＝（以卜「育児休業中H」という）は．次に似げろ事項（法第5条第5咄に規   

ン上する場斜二あ／ノてほ、第1り－、第2号及び第4［ユーに掲げる事1‘勘二眼ろ）を記載した＃兄休業申出書を事業主に堤  

「1トキ▲ることに上／つて行わなければ／にL■Jない  

育児休業中出佑隼J】L】   

二 育児休業中Hをする労働肴〃）氏名   

∴ 育児休業中Ll1に係る千の1〔宰】、生年月日及び前桝り〃軌者との続柄（育児休業申什に係るイ・が、11．手亥肯しL〃ト某申け   

の際に日」生していない場合にあっては、当該育児休業中Hに係るナを＝産rLラーろ了′1立てあろヰ）び川丹〔γ】、山産r′定l】  

及び前ぢ一の労働者との続柄）   

川 育児休業舶＝に係る期間レ）糾L」＝J卜「肯児休業剛fけ定L＝ という）及び末l】（以卜「育捏休業終J／）′′定一ユ  

という′）とする＝   

f上二 百児休業小出をする労働首が当該育捏休業中山に係る「でないf▲であ／）て1胤二満たなし、ヰ）〃）をイ】▲する場合にか  

っては、当該l′一ノ〕氏γ－、斗二咋ノ＝】及び、！う．該労働晋▲と〃）続柄   

∴ 育児休業中H＝こ係るイ・が養子である場合にあ／）ては、、11該養子緑組山効ノノが′巨じたL】   

L 第4条各号に掲げろ事情がある場合にあ／つて上土、、【j．該事情に係ろ事′吏   

八 法第5条第3坤ノ）中川をrLきる上是斜こあ／」ては、前条各り∵掲げる場合に該、11する一片美   

九巨妃偶者が育児什こ業小Hけ二係るJ′一ノ）1歳到達H（法第5条第1埴第2じ主税定する1歳到達F】をいう）において  

育児休業をしている制動者が法第5条第3伯〔川い‖1をする場合にあ／」てどL、その事美   

仁 第9条各」引こ掲げろ車両が牛じた場合にあ／」てfも、1う該事由に係る甘夫   

十 一 第18条各片に掲げる事情がある掛合にあ／）ては、、lう．掛剰㈲こ係る事実  

2 事業主は、前月’汗）子れ■〃本業申出があ／〕たときけ、1該肯肛休業軒IlをLた′引軌裾二村Lて、、翫針育児休業中H＝二係   

る子の妊娠、出生若しくは養子縁組の事実又はl■申甘第7片から第11巨う一美てに掲げる■拝′夫を鉦廿日‾ることができろ書   

類の提Ll1を求めることができろ ただし、法第5製第5項に頬尤寸て場合ほ、二直「退りではない  

：i育児休業中Hlに係るJ′・が、－1該育児休業小Hけこされた後にH／上したときは、、二］該削■い本業り出をした労働者H、速や   

かに、当該J′一〝）1し‡－、′回り汗及び、⊥∃該労働者との続柄を書亜で事業ヰiに通知L／亡ければならない この場合におい   

て、事業」三は、、Ll該・方働者に対して、当該J′一ゾ汁1什〃）事実を証期す巧ことができる書類ゾ）提出を求めることができる   

（法第6条第1項第2けの厚牛労働省令で定める昔）  

）．該、上うする者とする  第6条＋法第6条第］1購‡2桝）厚生労働省令で定める首H、次ゾ）裾拉）いずれに≠  

職業に就いていない者（育児什牒そぴ）他の休業により就業していない首及び1週間の就漂＝扱が著しく少なし、手）   

ソ）として厚牛労働太いが定めろ日数以トノ）音を含む）で〔♭）ろこと   

▲＿ 負傷、疾病又は身体L諾しくは精神上叫針子に上り育相木業申出に係る千を養育十るニヒが困難な状態にある者  

でないことL   

二▲ 6週間（多蛤妊娠山場点上凍／〕ては、14馴那川勺に仙糾一ろナ定て雄）るか又は俺後8週「さ冒を経過しない音で／言  

いこと   

四 育児休業中Ⅲに係る子と同㍍している省一であること   

（法第6条第1項第3桝）厚牛労働省令で定めろ者）  

第7条 法第6条第］し墳第3主；・（／）厚牛労働省令で定める首H、次〃）とおりとする   

一 再児休掛1け＝があ／〕た＝から起貸して1隼（法第5条第3項の坤‖＝二√モ｝）／」てけ6f］）以内に庵用「是］係が終J’する  

ことが明〔Jかな労働首   

二1週間の所定労働F＝1数が苦しく少ない車）〝）として厚生労働人臣か竜持）ろf】放1ソ、卜（ノ）1引幼者一   

二 育児休業舶Hに係るイ・の親であって、l1該古児休業中＝はする′芳働音叉H、1っ線引勒糾）相田抑圧、ずれでも／にい音  

であるもげ）が前条各かノ）いずれにも該当する場合におけろ、⊥1該′芳働首   

（法第6条第1けげこだし井川易含ゾ）手続等）  
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第8条 法第6条第1項ただし吾〃）規定により、事業主が労働者からの育児休業申出を拒む場合及び育児休業をしてい   

る労働者が同項ただし吾の育児休業をすることができないものとして定められた労働者に該当することとなったこと   

により育児休業を終rさせる場合における必要な手続その他の事項は、同項ただし書の協定の定めるところによる。   

（法第6条第3項の厚生労働省令で定める事由）  

第9条 法第6条第3項の厚生労働省令で定める事由は、次のとおりとする。   

一 山塵予定R白眉こ子が出生したこと。   

育児休業申出に係る子の親である配偶者の死亡   

二 配偶者が負傷又は疾病により育児休業申出に係る子を養育することが困難になったこと。   

川 配偶者が育児休業申出に係る／・と同居しなくなったこと。   

（法第6条第3噴の厚生労働省令で定める目）  

第10条 法第6条第3項の厚生甘働省令で定める目は、育児休業中出があった目の翌日から起算して1週間を経過す   

る日とする 

（法第6条第3項の指定）  

第11条 法第6条第3項の指定は、育児休業開始予定日とされた目（その日が育児休業申出があった目の翌日から起   

算して3Rを経過するf二l後の日である場斜こあっては、当該3日を経過するl′】）までに、育児休業開始予定日として   

指定する口を記載した書面を育児休業申出をした労働者に交付することによって行わなければならない。   

（育児休業開始予定日の変更の申出）  

第12条 法第7条第1項の育児休業開始予定［」の変更の申出（以卜この条及び第14条において「変吏申出」という。）   

は、次に掲げる事項を記載した変更中封書を事業主に提出することによって行わなければならない。   

一 変更申出の年月日   

変更中出をする労働者の氏名   

二 変更後の育児休業開始P定日   

r叫 変吏申出をすることとなった事由に係る事実  

2 事業主は、前項の変更中出があったときは、当該変更申出をした労働者に対して、同項第4号に掲げる事実を証明   

することができる書類の提出を求めることができる。   

（法第7条第2項の厚生労働省令で定める期間）  

第13条 法第7条第2項の厚生労働省令で定める期間は、1週間とする 

（法第7条第2項の指定）  

第14条 法第7条第2項の指定に、変更後の育児休業開始予定日とされた目（その日が変更中出があった日の翌日か   

ら起算して3日を経過する日後の目である場合にあっては、当該3日を経過する目）までに、育児休業開始予定日と   

して指定する目を記載した害向を変更申出をした労働者に交付することによって行わなければならない。   

（法第7条笥3項の厚生労働省令で定める日）  

第15条 法第7条第3項の厚生労働省令で定めるRは、育児休業中Hにおいて育児休業終r予定日とされた目の1月   

前（法第5条第3項の申出にあっては2週間前）の目とする。   

（育児休業終了子定日の変更の申‖車  

第16条 法第7条第3項の育児休業終J′予定ト】の変更の申出（以下この条において「変更申出」という。）は、次に掲   

げる事項を記載した変更申出書を事業主に提出することによって行わなければならない。   

変更中川の年月日   

変更中Hをする労働者の氏名   

二 変更後の育児休業終了予定日   

（育児休業申出の撤回）  

第17条 法第8条第1項の育児休業申出の撤回は、その旨及びその年月日を記載した書面を事業主に提出することに   

よって行わなければならない。   

（法第8条第2項の厚生労働省令で定める特別の事情）  

第18条 法第8条第2項の厚′t労働省令で定める特別の事情がある場合は、次のとおりとする。   

配偶者のタヒ亡   

二 配偶者が負傷、疾病又は身休上若しくは精神上の障害により育児休業申出に係る子を養育することが困難な状態  

になったこと。   

三 婚姻の解消その他の事情により配偶者が育児休業申出に係る子と同居しないこととなったこと。   

（法第8条第3項の厚生労働省令で定める事由）  
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弟19条 法第8条符トi∫如／吊■ノニ′巨力働省令て定漉イ・狛＝t、次〔ノ）と才ぅりとすろ  

育捏休業l†州に係る十両死⊥  

一－・・・・・・：  
利一〃杵某申廿に係るIノーが養J′」 二左∵ったニヒそ叫山〟）糾－fにLり、■1．掛甘仙休業申＝キしイニノ引軌首ヒ、11該j′一と／川肌十  

Lなし、ニととね／ノたこ上   

川 椚ユ休業小川をLた′万働肴か、川冥、恥病引力射本＝－i：しこ冊．霊榊卜川昭汗二Lり、、lう．掛伊仙休業申＝二係ろJ′一  

か1歳（法第5条▲第こう叫〔川＝‖lに係ろJ′一に√阜）／〕てけ、1歳1ト小斗）に建一十ろ王で山肌、、⊥1．該J′一う㌢養什巨ろことかで  

きない状態にな／〕たニヒ   

（法第9条笥‡2項第1小甘厚牛労働相、令ご定〟）て）・恒吊  

第20条 前条肌用右上H、法第9条㈲2項第1小川ナ牛労傾げ、てナで1上狛ろ・1仙にノ小て律り＝十ろ  

第：i章 介護休業   

（法第11条≡第21け第1片山厚′巨ブう■倒賓、廿で定机ろ特別直井宜）  

77‡21条：法第11条第2項第lり一州ソニ′卜′ソJ’働省什丁心れか川jノ）糾■‘f／バ′¢〕ろJ易「汁L 次し／）とJ」りと十ろ   

一 介．攫休掛州1をした′芳働首に／）いて新たな行護休業柑＝Jり′汗軌ま／〕／二一，ニとにLり介護休業蠍膵］が終イしノたJ易「トニー¢）   

／）、 て、1う該新た／に7「謄休業期間か終「十ろl主てに、、一1．該跡イン㌧介諭紆木菜摘川】山介護什某に係ろ対象′家族が死L十  

ろに圭ったとき丈＝津酢蛸、媚如け川狛l■j、離緑ノ芳に上り、1う．該和ナノ王介諸州＼業柑＝～ijり）介．獲休業に係ろ対象ノね粍と介護休  

業申．リ1をした骨働首トノ欄㍑邦雄㍑再1舶するに圭／〕た上き  

介護休業l＝‖1をし′トニ宗一倒れ∴／穴、て′闘扉γ主格休掛り川；】丈JHγ廿休業期廿日り右左／」たニヒに上り介．港休業瀾＝廿小結   

J′した場合でふ／〕て、、11該藻前席牒休業用＝ごり（、11．熟基前席後休業持＝7り・いに．LH樵しノたJ′－∴係ろすH【J休業期間を含む  

以仁ニソ）［ユ一において同じ）丈さtf川廿い封射帖畑作「十ろ＝主てに、、■1．該「勘拓在後休≠期間又はffし一日本業持＝削し／）什  

業に係ろJ′りい十べてか、：斉ト1条ニーrilりイ丈＝」J（ノ）い平行吊∴針■トトろトン圭∵J二とご   

（法第11条昔f2∫郎持2り一l＝ノ）い，」二′巨片働宮、†トご、ノ心情ろ‡Jし叫  

第21条〝）2 はて†‡11条弟21購‡2り†用）厚牛′ソう■働名、てトご1上狛ノ1Ⅰ）ノ）は、第34条ぷH＝■と’洛り一に掲げる措杵ぐふ／十こ・まi二  

葉j二が法第11莱：節2叫7才一i2り一1＝ノ叫′巨ノノ倒省イナで1上める≠）（ハとしノて措世を講守ろ旨及び、【1．該描二帯び）糾‖を、【j．劇rl二  

f＃ぴ）対象と7己ろノ川軌首に明′Jこした≠ト／）±十ろ   

（介護千木射手川け）ノバノ：て阜）  

弟22条 介護休業申出H、次に掲げろ・い頃（けパfll条：昔ト1巾に仙いろ枕〃宮二旗／Jてけ、第1り一、第 2け及び第6   

ゝユーに掲げろ事1狛二一県る∵を．王滅した介護作業l＝＝1書を‡i妄二某i二に堤H十ろことに上／〕て子j・わなけれ圧力木石い  

介護休業申．■tいノ）f卜ノ＝一  

介護休業申．Llうを十ろノけ働片しノ）代†，  

介護休業申州に係ろ対象家鉄山吠名及び前けLり労働育と直結柄   

州 介護休業糾1＝二係る対象′哀願州Ⅰ．父付、兄射市妹丈Jま孫で｛阜）ろ場合∵」′）／〕ては、：才、i2り一しリソJイ軌れシい1う．鼠対象家族  

ヒい‖J；－し、か／J、、⊥う．該対象宏粍を扶養しノていろ車墨  

J∫二 介護休業申Hに牒沃ぺ象家朕がせ介護状態（法：才i2条弟3Lけ）「要介．i射ノこ態をいう1ソ、卜同じ）にあろ幸美   

∴ 介護休業中け1に係る柏＝帥ノ）〃＝】＝J卜■ 行．掛休業開始「定l＝ という）及び木＝（以卜「介護休業終J′r′姐1」  

という）と十るIF   

L 介推休業lり‖1に係ろ対象家朕にりいて山法箭11条flわ2」打弟21いハ介－㈲休業℃＝放   

八 範21条各り一に†軋デろ射l－iが一打ケ場合にせ／」て亡L、、■て．針目一甘二係ろ車′夫  

2 暮fi■業j三は、前∫舟ノ）介護休則l冊が沌）／）たときけ、、11．該7「［劇イく業小＝をLた′ソJ・働首に対して、川項第3り一かご〕第5り   

去で及び第8［；▲に柁げる－iを：′夫をJl州十ろこと／いできろ苫類し叫是＝1を求机ろニヒができろ ただし／、法第11条箭4巾   

に規定すろ場合H、二出陳川ごは／古、   

（法第12条第2項において準川〉トう法牒＝う条砕1項弟3り一L川ソニ′巨引軌省イナて定机ろ首）  

第2：一条 法第12条第2項において準吊トトろ法第6登三ニ才ilJ■直需3り一州r，j二′巨ソJ・倒省、て手▼ご心ソ）ろ裾丈、次山とおりと－J‾ろ  

介護休業小山が寿）つたルい↓二〕起ノ拝して9：ill以l人Jに雁川「紺系が終トトろニヒがり申、））い／にノンう・働首  

第7条▲第2り一り）′引軌肴   

（は第12条第2項において準川すろ法第G条第1叫ただし．fl＝山場今山ー崩等）  

第24条：第8条〃）肘′王どL、は第12穿こ第2項工おいて準川十ろ法第6条第1項げ二仁L吾の場合の一新彗について準用   

すろ   

（は第12条第3イ亘）指定）  

第25条 法第12条第㌻頃再指定烏、れ掛休業開始イ定Il とされた＝（そ浩＝十小介護休業申州がけ／〕たLjノ）ヤ【Jかレー）起  
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算して31】を経過する「1後の目である場釦こあっては、当該3日を経過する山 までに、介護休業開始予定日として   

指定する【」を記載した吾血を介護休業中Hlをした労働者に交付することによって行わなければならない。   

（法第13条において準用する法第7条第3項〝）厚生労働省令で定める日）  

第26条 法第13条において準用する法第7条第3項の厚牛ぷ働省令で定める【】は、介護休業中Hにおいて介護休業終   

j′r′定日とされた＝の2週間前れRとする．。   

（介護休業終F予定［］の変更の持出）  

第27条 第16条の規定は、法第13条において準用する法第7条第3項の介護休業終j′予定「」の変更の申出について   

準用する。   

（介護休業中Hの撤回）  

第28条 第17条の規定は、法第14条第1項の介護休業申出の撤回について準用する。   

（法第14条第3項において準用する法第8条第3項の厚生労働省令で定める事由）  

第29条 法第14条第3項において準用する法第8条第3項の厚生労働省令で定める事由は、次のとおりとするり   

一 介護休業中Hlに係る対象家族の死亡   

二 離婚、婚姻の鋸肖、離縁等に上る介護休業申出に係る対象家族と当該介護休業中州をした労イ動者との親族関係の  

消滅   

二 介護休業申出をした労働者が、負傷、疾柄又は身体L若しくは精神上の障胃により、当該介護休業申出に係る対   

象家族についての法第11条第2項第2号の介護休業等L】数が93日に達する目蓋での間、当該介護休業申出に係る  

対象家族を介護することができない状態になったこと（＝，   

（法第15条第3項第1弓一の厚生労働省令で定める事由）  

第29条の2 前条の規定は、法第15条第3項第1号の厚生労働省令で定める事由について準用する。  

第3章の2 F－の看護休暇   

（子の看護休暇の申出の方法等）  

第30条 法第16条の2第1項の規定による申出（以下この条において「看護休暇申出」という。〕）は、次に掲げる事   

項を、・宴i業i三に対して明らかにすることによって、行わなければならないし、   

一 看護休暇中Hをする労働者び一氏名   

二 看護イ木暇申出に係るr一の氏名及び／i三年月日   

ニ ナの看護休暇を取得する年月l】   

閂 看護休暇中Jliに係る子が負傷し、又は疾病にかかっている事実  

2 事業主は、看護休暇申出があ／二′たときは、当該看護休暇申出をした労働者に対して、前項第4号に掲げる事実を証   

明することができる書類の提山を求めることができる。   

（法第16条の3第2項において準用する法第6条第1項第3号の厚生労働省令で定める者）  

第30条の2 法第16条の3第2項において準用する法第6条第1項第3号の厚生労働省令で定める者は、第7条第2   

号の労働者とする。   

（法第16条の3第2項において準用する法第6条第1項ただし書の場合の手続等）  

第31条 法第16条の3第2項にエコいて準用する法第6条第1項ただし書の規定により、事業主が労働者からの看護休   

暇中什1を拒む場合における必要な手続その他の事項は、同碩ただし書の協定の定めるところによる。つ  

第3章の3 時間外労働の制限  

（法第17条筒1項第2号の厚生労働省令で定める者）  

第31条の2 法第17条第1項第2号の厚生労働省令で定める者は、次の各号のいずれにも該当する者とするり   

一 職業に就いていない者（育県休業その他の休業により就業していない者及び1週間の就業目数が2日以F▲の者を  

含む。）であることぐ、   

二 負傷、疾病又は身体卜若しくは精神上の障害により法第17条第1項の規定による請求に係るナを養育することが  

困難な状態にある者でないことし）   

二 6週間（多胎妊娠の場合にあっては、14週間）以内に出産する予定であるか又は産後8週間を経過しない者でな  

いこと。   

四 請求に係るア▲と同店－している者であること。   

（法第17条第1項第3号の厚生労働省令で定める者）  

第31条の3 法第17条第1項第㌻号の厚生労働省令で定める者は、次のとおりとする。   

一1週間の所定労働「】数が2F】以卜の労働者   

二 請求に係る子の親であって二一；該請求をする労働者又は当該労働者の配偶者のいずれでもない者であるものが前条  
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在り一び〕いずれに†）該、1トトち場．′ナにおけろ、11「掛ガ働名   

（法第17条第11〈恒／）規定に上ろ請求〟）ノノ▲法写）  

第31条の4 請来は、次に掲げる事項を記載した苦面せづ二業巨に寸1勘1H一ろことに上／Jて行わ′′〔けれげなし■ノ／言い  

請求状隼月＝  

請求をすろノ引勅許〃）氏名   

二 請求に係るイ・〔／用謹一、′十年二ノ＝」及び前号山労働渚とび）続柄1［請求に係る戸が、1う紘請求〔川㌍にH′t二し′ていない場合  

にあ／）ては、、11．該請求に係ろ1′－を仙）トトろr′1王て（ヤーろ君▲びりし†－、H亙「定＝及びl折り－ル甘働昔トノ）続柄）  

lJL】請求に係る71iり限期問（法第」7条第2」直情晰揖期関与いう 以トニル、：′・†に．fjいて＝じ）ゾ）糾lりかび末↑＝∵十ろ上   

江請求に係るJ′一が養J’一でふろJ去を「ナにふ／ノてrヒ、、Lう．該養∴′一線紺直効力／うミ′巨じ／′二＝   

ぺ 昔‡31条の2（ノ）キがいメ言い≠美及び昔＝1莱：い3弟2け煩労慨渚に該、1＝ノていない■I；二美  

2 事業j二は、前項サ．粗末がふ／〕たときけ、、■1言亥．粗末をLた′方働首に対Lて、、1う．該．請求∴」系るJ・〃）妊娠、～＝1二手－fLくけ   

養Jノー縁組〃）車夫又け†■r国雄6り一に掲げろ■い二‘長を．il川トトろニヒがごきろ．里駄ノ）捉州を求ヅ）ろニヒ／いできろ  

3 言lト畑二係るイーが、tl．該．‡l㍉にかされた後に山井した上き圧、、11‖を．甘木なし／た′ノj■働肯け、速べ」かに、、11［該J′一ソりと㌢．、′巨牛  

J」＝及び、」1該づJl軌賞と山風H再を．れ而ご【f‡二業巨にj止沌lしノ王＝れニf′ノ亡L、〕／ごい こしり場合におい∴ 事業主は、、l］一身芳働者   

に対して、、一1該J′一〟）州ノf二〟）率′丈を．妄l川トトること′うミできろ書類ソ）仏■】一．を求（ソ）ろニヒができろ   

（法弟17条苅31恒／叫井労働什ト1山里一柳り  

第31条び）5 法第17架こ第こうJ小川■ノニ′L引動省令て宣守ぺ■狛＝H、次（ハと耳川1二十る  

．子■一子求に係ろイーゾ）死L   

二 請求に係る／一が養J′て√♭）る場「ナにおけろ離結くほ養J′一線糾しり取汗jL  

請求に係る」′・が養J′・と／己／）たことそーノ）他び）榊Jfに［り、1㍑晶誹詫L仁′ソナ倒ポ‘と、－1－該「L川■仙；しないこととな／ノ  

ナー ▼－ L  

ノ㌧．、＿＿」   

川．‡－†テ求をした労働者骨、貢傷、疾病又は身体1ニケー．＝Lくど用神半h叫甘．㍉二Lり、、】1】該．fFl妄ノ畑二係る神仙棋肌炬）末＝モで  

叫吊、、】う．熱論求に係イトト生養イトろことができない状闇汁りご／ノ仁二1二   

（法第17条第4埴第1ゝユ・〔川享牛労働省令でに≠4事項）  

第31条肌6 前条の規定ご主、法第17条昔ト1Jと′湖1り一州ソニ′L引執省令でン定めろ・糾】に／）いて準川1て   

（法第18条苅1∫則二おいて準川十ろは第17条第1項昔パり1／）悍′巨け働れ＼て手で1上めろ占▲）  

第31条の7 箭31東レ）3第1り一山規定H、は第18条第1」土≠二おいご津り‖丁ろ法弟17条Ⅵ1項弟3片山厚′ト′芳倒れ、イナ   

で定めろ裾ニノ′穴、て一世＝すろ   

（法第18条第1項において1隼川すろ法第17条弟1項しノ）たル上にLろ．子f－】永山ノノ‘i′J∴享）  

弟31祭ノ）8 は第18条弟1項にぉいてflり‖すろ法第17条第1甘ハ軋′とにLLろ詩心L、次に掲げる事項を．毒■」顕した書   

面を率業斗に粗目卜十ろことに ト」ご子Jわノ′1二けかげ／工し、ノ／㌧い  

請求宜隼＝【】  

．‡占求を十る′引勘考〃）代γ－  

請求に係ろ対象′豪族（ノりし†．及びl、j」畑ル甘働肴と山続柄   

川 諸求に係る対象粛軋‖侶鉦L 兄欄姉妹鋸刃打湖）ろ」浅1i′汁二／モ））／）ごけ、第2小ノけ湖膵■が、11．該対象家抹と「け圧し、  

か／）、11．該対象家族を扶養していろ車主   

ょl二 請求に係る対象宏肱がl婁介．掛伏態にぁろ■軒美   

ハ 請求に係ろ碑‖猥期問ノ）初［l及び木l‡とrJ一ろ＝  

2 し圭一二業＝丈、F伸▲打ノ）請求がふ／）た七き仁L、Jl該．テ■tf求を〔ノたノ引勅許に対し／て、吊1一昭fニiり▲′ト㍑弟5 り・主でに掲げろ【軒jご   

を証「町することができる苦頼山陽Hを求≠巧二とができろ   

圧打第18条第1項におし、て準用守ろは第17条：斉i3項山卑′巨け働耳、てトこ定机ろ一汗‥l）  

第31条山9 法第18条弟1」畑ニムいニラ梓川ナろ法牒‖7条第；il頼ノ）厚′上方傾けl＼甘で定紋イ一両＝H、次（ハとおりと十ろ  

．さ－！テ風こ係ろ対象′為王族ソ）叱L  

離婚、婚柳城机、経線乳二上る・繍二係ろ対象家族と、■］該請求をしノ二労働育と直紀旅関係侶泄髄  

論求なしノた一ソJ■働首が、n傷、叛J11j丈は身体卜†■，：Lくは帖伸卜州境ノ．ii：に1二り、、】1「動乱来に係亮凋胴ミ期間けり王lたて  

の問、、11．該．甘求に係ろ対象豪族を介護rj‾ろことができ／ごい状灘訂二／己／一」たニセ   

（法第18条第1r勘二おいて準用十ろは≠17条箱1項第1り一し川≠，」‾′トノけ倒省令で定めろ■巨山）  

第31条の10 Flγ1条直視定圧、浩弟18条弟1」とrけニムいて準川守ろは第17条弟4項弟1り一州l，」二′上汁働省合で定めるL汗‥！   

に／）いて準ノ‡卜「ろ  

：才一：iキ津）4 深夜業㌦棚川ミ  
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（法第19条第1項第2旨・の厚生労働省令で定める者）  

第31条の11法第19条第1項第2ぢ一の厚生労働省令で定める者は、同項の規嵐こよる請求に係るr一の16歳以上の同   

居の家族（法第2条第5号の家放をいう。）であって、次の各号のいずれにも該当する者とする〔〕   

一 法第19条第1項の深夜（以卜▲「深夜」という。）において就業していない者（深夜における就業日数が1月につ  

いて3日以下の者を含む。）であること。   

二 負傷、疾病又は身体卜若しくは精神ヒの障害により請求に係る十を保育することが困難な状態にある者でないこ  

と。   

二 6週間（多胎妊娠の場合にあっては、14週間）以内に出産する予定であるか又は産後8週間を経過しない者でな  

いこと。   

（法第19条第1項第3号の厚生労働省令で定める者）  

第31条の12 法第19条第1項第3号び）厚生労働省令で定める者は、次のとおりとする。   

一1週間の所定労働日数が2日以下の労働者   

二 所定労働時間の全部が探夜にある労働者   

（法第19条第1項の規定による請求の方法等）  

第31条の13 法第19条第1項の規定による請求は、次に掲げる事項を記載した書面を事業主に提出することによって   

行わなければならない。つ   

一 請求の年月日   

二 請求をする労働者の氏名   

三 請求に係る子の氏牒、生年上‖及び前号の労働者との続柄（請求に係る子が当該請求の際に出生していない場合  

にあっては、当該請求に係るr一を日産する予定である者の氏名、出産予定し】及び前号の労働者との続柄）   

四 請求に係る制限期間（法第19条第2項の制限期間をいう‖ 以トニの章において同じ。）の初日及び末日とする目   

わ二 請求に係る子が養子である場合にあっては、当該養子縁組の効力が生じた目   

六 第31条の11の者がいない事実  

2 事業主は、前項の請求があったときは、当該請求をした労働者に対して、当該請求に係る子の妊娠、出生若しくは   

養戸縁組の事実又は同項第6号に掲げる事実を証明することができる書類の提出を求めることができる。  

3 請求に係る子が当該請求がされた後に出生したときは、当該請求をした労働者は、速やかに、当該子の氏名、生年   

月日及び当該労働者との続柄を書面で事業主に通知しなければならない。この場合において、事業主は、当該労働者   

に対して、当該子の出生の事実を証明することができる書類の提出を求めることができる。   

（法第19条第3項の厚生労働省令で定める事由）  

第31条の14 法第19条第3項の厚生労働省令で定める卓出は、次のとおりとする。   

一 請求に係るr・の死亡   

二 請求に係る子が養子である場合における離縁又は養J’・縁組の取消   

二 請求に係る子が養子となったことその他の事情により当該請求をした労働者と当該子とが同居しないこととなっ  

たこと。   

四 請求をした労働者が、負傷、疾病又は身体L若しくは精神上の障害により、当該請求に係る制限期間の末日まで  

の間、当該請求に係る／一を養育することができない状態になったことし）   

（法第19条第4項第1号の厚生労働省令で定める事由）  

第31条の15 前条の規定は、法第19条第4項第1号の厚生労働省令で定める事由について準用する。   

（法第20条第1項において準用する法第19条第1項第2号の厚生労働省令で定める者）  

第31条の16 第31条の11の規嘉；は、法第20条第1頓において準用する法第19条第1項第2号の厚生労働省令で定   

める者について準用する。この場介において、第31条の11中「子」とあるのは「対象家族」と、同条第2号中「子」   

とあるのは「対象家族」と、「保育」とあるのは「介護」と読み替えるものとする。   

（法第20条第1項において準用する法第19条第1項第3号の厚生労働省令で定める者）  

第31条の17 第31条の12（r）規定は、法第20条第1項において準用する法第19条第1項第3弓・の厚生労働省令で定   

める者について準用する。   

（法第20条第1項において準用する法第19条第1項の規定による請求の方法等）  

第31条の18 法第20条第1項において準用する法第19条第1項の規定による請求は、次に掲げる事項を記載した書   

面を事業主に提出することによって、行わなければならない。  

一 請求の年月日   

二 請求をする労働者の氏名  
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請求 に係る対象家族の氏名及び前圭拉）労働首とび）続柄  

「几】請求に係る対象家族が祖父母、兄牒摘市妹又は孫である場「ナに方〕つては、第2小ノ）労働首が、11該対象家族とー．利己し、  

か／）、当該対象家族を扶養している車夫   

丘 請求に係る対象家族が要介護状態にある事実   

ノ（請求に係る制限期間の初し】及び末11主：するト］   

L 第31条の16において準川する第31条ゾ）11Lり首がいない甘夫  

2 事業主二は、前∫如）請求があったときは、当該請求をした労働首に対して、l叶項第3主さ・か「J第5片まで及び第7号に   

掲げる事実を証明することができる書類の提甘を求めることができるr   

（法箭20条第1項において準川する法第19条第3」頼ノ）厚生労働省、令で定める事由）  

第31条〃）19 法第2（）条第1唄において準≠けろ法第19条第3巧打）厚牛力働情令で定める事由は、次ゾ）とおりとする 

一 請求に係る対象家族の死⊥   

二 離婚、婚姻の取消、離縁等による請求に係る対象家族とぢ該溺求をした労働署との親族関係叫肖滅   

二 請求をした労働者が、負傷、疾病又は身体上若しくは精神卜叫埠ノ割二より、、⊥う該請求に係る制l猥期間の木口まで  

の間、当該請求に係る対象家族を介護することができない状態になったこと   

（法第20条第1ユ▲貞において準用する法第19条第4項第1弓一の厚生労働省、令で定めむ事肛  

第31条の20 前条の規定は、法第20条第1項において準用する法第19条第4項第1号細字生労働省令で定める事由   

について準川するい  

第4単 車業jミが講ずべき措世  

（法第21条第1項第3号の厚牛労働省令て定める事項）  

第32条 法第21条箱1嗅第3号の厚′巨万働省令で1王める事項は、次（ハとおりとするり  

法第9条第2項第1［j、に粘げる菅情が与じたことにより育県イ木業期「肛が終「したぢ働首及び法第15条第3項第1  

引こ掲げる事情が′トじたことに上り介護休業期間が終Fした労働者のノノJ′務げ）提供ゾ澗始時期に関すること．   

1ウJ’働者が介護休業期順に／〕いて糾し叶べき社会保険料をヰト業トに支払うノノ法に関「†‾ることり   

（法第21条第2上如－）取拭い（ノ）明示）  

第33条 法第21条第2項の取扱いの別′Jミは、育佗休業中山又は介護休業中山があった緩速やかに、、1う該百児休業申出   

又ほ介護休業中皿をLた′芳働勘二係る般似、を明らかにし／た書面を交什す‾ることによって行うむ山とする   

（法第23条の措置）  

第34条 法第23条第1項に脱走する勤務現職け沌i縮等の措置：は、次〝）各片に掲げるいずれか〃リノ法に上り講じなけれ   

ばならない  

法第23条第1堵拉）労働者（以卜二〔ノ）1輔二おいて「労働机 という．）であって、11該勤務に就くことを希望するヰ）  

のに適川される短時間勤務び）制度を設けること 
、⊥ 

1該制度の適用を′乏けることを希望するヅ〃動首に適用されろ次に掲げるいずれか〝）制度を設けること「  

イ 労働基準法第32条の3ゾ）観山こ上るづJ●働時間の制度   

「Jlロリう所定労働時間を変更することなく始業又は終業の時刻を繰り上げ又は繰り卜げる制度  

所定′芳働時間を超えて労働Lないことを希望する労働射二ついて所定ガ働晒聞を超えて′芳働させない制度を設け  

ること 

四 労働者の3歳に満たないf一に係る託児施設び）設置運営そ〝）他これに準ずる便′在〔／）供Jノ・を行うこと  

2 法第23条第2項〃）措置は、次の各引こ抱げるいずれか〟）ノバムにより講じなければならない   

▲ 法第23条第2項の労働渚（以卜こび）項において「労働者」という）であって！⊥i該勤務に就くこ とを希望する車〕  

〝）に適用される矧lて川口勤務〃）制度を設けること「  

、を1該制度〃〕適用を′乏けろことを希望呈する′ノブ働首に適用されるl甘項第2 りイ狛1日に掲げるいずかかの制度を設け  

ること   

二 要介護状態にある対象豪儀凍介言慶する労働者がそ〃）就業中に、、⊥j該′芳働勘二代わって、Lう．掛紆象家族を介護すろサ   

ービスを利用する場合、当該労働者が負担すべき費川を助成する制噴そぴ）他二れに準「ドる制度を設けることノ   

（職業家庭両立推進者ソ）選任）  

第34条の2 事業主H、法第29条〃）業務を遂行するた裾こ必要な知識及び経験を有していろと認められる者〃〕うちか   

ら且該業務を叫、」1する者を職業ノ家庭向、二′二推進者▲とLて選什するも〝）とする  

第5草 指定法人   

（第35条、第60条 略）  
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第6章 雑則   

（認定の申請）  

第61条 法第53条第2項第2弓・Cつ規定により認定を受けようとする同号の事業協同組合等は、その旨及び同号の基準   

に係る事項を記載した巾請書をその主たる事務所の所在地を管轄する都道府県労働局長を経て、厚生労働大臣に提出   

しなければならない。   

（権限げ）委任）  

第62条 法第53条第4項並びに【d条第5頓において準用する職業安定法（昭和22年法律第141号）第37条第2項   

及び第41条第2矧こ定める厚牛労働大臣の権限♂）うち、次に掲げる募集に係るものは、認定中小企業団体（法第53   

条第2項第2引こ規定する認走宮川、企業団休をいう。以卜同じ。）の主たる事務所の所在地を管轄する都道府県労働局   

長に委任する「〕  

認定中小企業間体の主たる事務所の所在する都道府県の匡二域を募集地域とする募集   

二 認定中小企業団体び）主たる事務所の所在する都道府県の区域以外の地域（当該地域における労働力の需給の状況   

等を勘案して厚生労働人臣が指定する地域を除く。）を募集地域とする募集（当該業種における労働力の需給の状況   

等を勘案して厚生労働大【i〔の指定する業種に属する事業に係るものを除く。）であって、その地域において募集しよ  

うとする労働者の数が100人（一の都道府県の区域内において募集しようとする労働者の数が30人以上であると  

きは、30人）未満のもの  

（届出事項）  

第63条 法第53条第4項の厚生うチ働省令で定める労働者の募集に関する事項は、次のとおりとする。   

一 募集に係る事業所の名称及び所在地   

二 募集時期   

三 募集地域   

四＋法第53条第1項の育児休業又はl甘噴の介護休業をする労働者であってその業務を募集に係る労働者が処理するも  

のの職称及び休業期間並びに組数   

五 募集職種及び人員   

六 賃金、労働時間、雇用期間その他の募集に係る労働条什  

（届出の手続）  

第64条 法第53条第4墳の規定による届州は、同項の認定中小企業団体のi三たる事務所の所在する都道府県の区域を   

募集地域とする募集、、当該区域以外の地域を募集地域とする募集（以下この項において「自県外募集」という。）であ   

って第62莱：第2号に該当する車）の及び自県外募集であって同引こ該当しない車）のの別に行わなければならない。  

2 法第53条第4項の規定による届出をしようとする認定中小企業団休は、その主たる事務所の所在地を管轄する公   

共職業安定所（その公共職業安定所が2以仁ある場合には、厚生労働省組織規則（平成13年厚生労働省令第1号）   

第792条の規定により当該事務を取り扱う公共職業安定所）の長を経て、第62条の募集にあっては同条の都道府県   

労働局長に、そ〝）他の募集にあ／）ては厚生労働大＝りこ届け出なければならない。  

3 前2項に定めるもののほか、届出の様式その他の手続は、厚生労働省職業安定局長（以卜「職業安定局長」という。）   

の定めるところによる。  

（労働者募集報告）  

第65条 法第53条第4項の募集に従事する認定rf］小企業団体は、職業安定局長の定める様式に従い、毎年度、労働者   

募集報告を作成し、二れを当該隼度げ）翌年度の4月末日まで（当該年度の終r前に労働者の募集を終rする場合にあ   

っては、当該終r目の属する月〝）翌月末目まで）に前条第2項の届出に係る公共職業安定所の艮に提出しなければな   

らない「）   

（準用）  

第66条 職業安定法施行規則（昭和22年労働省令第12号）第31条の規定は、法第53条第4項の規定により認定中   

小企業同体に委託して労働者の募集を行う中小企業者について準用する。   

（権限の委任）  

第67条 法第56条に規定する厚生労働大し封）権限は、厚生労働大臣が全国的に重要であると認めた事案に係るものを   

除き、事業主の事業所の所在地む管轄する都道府県労働局の長が行うものとする。  

（附則 略）  
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子の養育又は家族の介護を行い、又は行うこととなる労働者の職業生活と家庭生活との  
両立が図られるようにするために事業主が講ずべき措置に関する指針  

（平成1い申せ牛力働省告示第460〉J一）   

第】趣旨  
こび）指針は、古児作業、介護休業等台北又は家族介護を了J・十升働者肌南柏二にl朴j‾ろ法律（以卜「は」という）に定   

める事項に関し、J’一ゾ）養ff又は′家族〝）介護を子ハ、、又は子fうこととなる′引刺青ソ）職業牛万と‘ネミr廷′h后とげ坤叶立かL小一ノ   
れるょうにするた裾二事業巨が講ずべき措閏に／〕いて、そ叫痙り」か／〕在効な実施を区るた机に必・牡牛各項を定めたも   
のであるJ   

第2 事業盲三が講ずべき措置の適切かつ有効な‘実施を「妾】るた机の指針となろべき車用  

1法第5条及び第11条の規定による労働者い育児休掛冊1及び介護休業申出に闇寸る事項   

（1）法第5条第卜項及び第11条第一項に規定する持＝肛㌢定めて雇川される者・に．該、⊥けろか．イfか封州析十ろ：二、Llた  
っての事項  

労働契約の形∫い二期間を定めて雇用され－こいろ首で寿〕／つこ≠）、ユ1う該奨約が期「デり〔川⊥扉）ノ）ない契約と′身質的に輿  
ならない状態とな／つている場合にけ、法牒5条第1丹けぃ号及び第11条第】項各ぺ・に定が〕ろ要什に該、㌣十ろか辛  
かに小かわらず、′夫′霹的に持＝即／）1上村）び）ない契約に基／うきffi川jされる′片働首であろとし∴て削ヒ休」某及び介，港休業  
の対額となるも（けごあろが、その半冊侶二、⊥け二／〕てけ、次ソ）弔J勘二留意すろニヒ  
イ イj期労働契約〔ノ川戸＝二村）〔／）可．イデがやわれた裁判例におけろ一冊析の過特において圧、ヰニに次に掲げる叫れ黒∴苦＝  
Lて、隠紺紺封〃美穂甘．酔仙さかていること  

（イ）業務「加齢叫両紺卜臨畔性、常務内容に∴いrこび川三社ら1と叫■「卜什〟）在無等ヤ働音の従・トナろ業務〃）零硯  
的内容  

（口）地位の基幹朋・臨‖抑卜等′肋働昔の契約上の地位叫、1三桁  

（ハ）継続雇用を期待させる車業い／）．‡動等、11事二者り）巨観的態様  
（∴）更新い在無・い－1牧、更新〝）「縦川前榊、′†三の程度等■か紳ハ「緯・失態  

（ホ）同様の地位にあろ他しけ万倒ポ▲ノ）掛卜め〝〕イ享‘無与等他ソ）労働首〃）更新状況  

ロ ｛‾期ガ働蕨僻村相川二（ぜ）ノ）・巾√fがやわれ′二掛廿伸二おし、てけ、イに似げる1両1に闇L、次し′＝で）及び（rJ丹）′ぷ鋲  
がある場合には、期「机煩か加）ない契約とノノ定質揮」に異／工「〕ナ山、汀㍍軌二王っていろ≠）〔け⊂、あると認められていろ  
ニヒが多いこと  

七
「
ム
 
 

ノ
1
 
日
 
 

（イ）に閲L、、業務lノ、J容が恒常的でぁること、及びイ（∴）にl期L、契約が史耕さかていろこと  イ
り
 
 
 

加え、少なくとも次に接げろ美態甘いずれかがみ「Jれるこ！二  ナ
」
 
 
 イ（′、）に閲し、継続雇川を期待させる小二業i三ノ）∴▲動が．認机「）れること  
イ（二）に関し、更新ノ）手続が形式的であろニヒ  

〔：i＼イ（Jこ）に閲し、同様〃）地伸二あろノ馴軌者に／〕いて過ムにJ勘卜〟）レ）例がほとんどないこと   

ハ 有期′芳働ち誓約〃）雇直机山車宮守ノ恒）かた掛神棚二おいてトt イ＝＝こ保］L、業勒人柄が1仁廿日と「．T」一でぁる  

と認ガ）r」れること、又け、イ（ロ）に閏L、ウシ伸ノ首（／）地位ノ）基附・′上が認れ、ノメlろこと㍑、期「附）定瀬川）ない契約  

と実質的に町ならない状態に圭／〕ていろ≠）Lノ「ごあると認凍）「Jれる方向に働いていろむ直と考えLlれるニヒ  

（2）期間を定甘パ‾雇川されろ首が法7了15条第1項各け及び第1t条第1項各号に定めろ要件を満た十ブJ・倒れい廿小   
〝）や‖帆ニ、11た／二）てr主、次い■いを1に留意－1ろこと   

イ 法苅5条第l巾第t り・及び第‖条滞1項弟】小ノ）「リ1き続き扉用された期㈹が】隼刃守㌧ と＝、育捏作業  
巾出丸け介護イ木’削＝‖（ノ）あ／〕た［†のl畑帥／）1年別に／〕いて、勤務ゾ）実態に即し膏封川甘係が′片質的に継続しノてい  

ることをい′二ものて雄）り、隠約珊甘れ軋山裾こ連続Lているか「イfかにL上り判断すろ≠，ゾ）ではないこと   

ロ 法第5条第1項雛二項ノ）「そノ横手トナ‾ろ】′・が】胤二迂寸1巨（以仁二山条において「1歳到達L＝とい十）  

を超えて引き続き雇川されることが見込Jれろ」か＃ノ川二／〕いてけ、＃児休業坤‖1レ痛）／ノた時点において判明  
していろ事†出二基／うき川、1う柑安け＝副1捕鯨神）可胆「生が有）るか．キかに上／〕て判断十るヰ）〃）であろこと 例えば、  

育児休業中．り押）rh／〕た帖ノ点で、次の（イ＝、〔〕（∴）吏で（ノ）いずれかに該、」トトろノけ働昔H、」州りとLて、仰、ト用り炉／）  

雇用継続明口丁能什があろと半‖糾されろ場合に該、上トトろ≠）（けごあり、（ホ）、ト）丈r士＝、）に該、1卜J、る′芳倒れ‡、帰  
日りとして、相斗佃野川副舶附加）可能怖があると、川井される場合に．該、∫1し／言い≠）（ノ）でふろことただL、刷‡」  

の継続〟）見込みにド計十ろ覇業tや．寺▲軌、同機肌地位に．¢〕る他〔けソJ㌧働首の状況及び、11．該づニ1幼君一（川過」こ〃）壌糾し左＝吏  
新状況等に基／ういて川桁すべき場合もぁり得亮二と たた、古しU本業申＝1ノ）寿）／〃訓王立で次サいずれにL該、11  

Lない労働芦は、雇川（ノ）継続の見込みにl謝する・fi二業巨ノ）．沌」、同様び）地畑二方）る他L／）′ソJ・働計の状況及び、11該′ソJ・  

働者の過去〃）契約の更新≠朝彗に拡／丸、て半‖軒十ろ≠）（ハてぁろこと   

（イ）育児休業中帥／）あった時点で締結していむ升働契約の期備匪亘l】が1歳到達しl後ノ）‖であるノンJ・働昔   

（ロ）書面又に口頭に上り労働契約を更新すか場合がある旨明／Jこされている′首働署・であ／〕て、ffし円木業申＝1直あ  

った時ノrlくてこ締結しているづJイ軌契約とトトーノ）長さの期肛で契約が■吏耕されたなL－ノばそノ）更新後の労働契約〔り糊  

間の末日が】歳至り達【i後び）EJである≠Jぴ）   

（ハ）書面又に＝頭に上りウJ’倒壊約を自動的に更新すてとl什小さかている労働者であ／）て、自動l′畑二更紆H一ろ回  
数げ）卜限の明ホがないもい   

（二）書面又に［］矧二上り労働契約を［：1動的に更新すろと叩′斥されているづ〃軌者▲であ／〕て、作動忙に史新十引り  

放び）＝猥の町′」▲‥があり、、⊥1言亥1服たで芳働契約が更新された掛か川酬粧）木＝が1歳到達L」後〔ノ）＝であろ手J  

ぴ）   

（ホ）書面又に口頭に上り′首働安雄ル）i更新L口」放〃）1二l脱が明ホされている労働首でか／〕て、＼■1．該上根jで′方働契約  

が更新された場合の期間〝）末‖が1歳到達目以前び）flである≠）ぴ）   

（へ）書直i又に「J動二上町労働契約ソ）更新をしない旨明ホされている′引動首であって、育県休業申日付）あ／〕た時  

点で締結している′ガイ軌契約L／川那称〃木11が1歳到達Lけ吊碑）＝である幸）山   

（ト）書面又に「】頒に上り洲勒契約を更新する場合がある旨明ホさかている労働宵であ／〕て、甘ノ⊥休業小山〃）あ  
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った時点で締結している労働契約と同一の良さの期間で契約が更新されたならばその更新後の労働契約の期  
間の末日が1歳到達日以前の日であるもの  

ハ 法第5条第l項第2号の「当該イ▲のl歳到達目から1年を経過する目までの間に、その労働契約の期間が満  
了し、かつ、当該労働契約の更新がないことが明らか」か否かについては、育児休業中出のあった時点におい  
て判明している事情に基づき労働契約の更新がないことが確実であるか否かによって判断するものであるこ  
と。例えば、育児休業中出のあった時点で次のいずれかに該当する労働者は、原則として、労働契約の更新が  
ないことが確実であると半し断される場合に該当するものであること。ただし、次のいずれかに該当する労働者  
であっても、雇用の継続グ）見込みに関する事業主の言動、同様の地位にある他の労働者の状況及び当該労働者  
の過去の契約の更新状況等から、これに該当しないものと判断される場合もあり得ること。  
（イ）書面又は【」頭により労働契約の更新回数の上限が明示されている労働者であって、当該上限まで労働契約  
が更新された場合の期間の末日がl歳到達日から1年を経過する目以前の目であるもの  
（ロ）書面又は口頭により労働契約の更新をしない旨明示されている労働者であって、育児休業中出のあった時  
点で締結している労働契約の期間の末日が1歳到達口から巨牛を経過する日以前の日であるもの  

二 法第11条第1項第2号の要件に該当するか否かについては、ロ及びハと同様に判断するものであること。  
この場合において、ロ及びハ中「1歳到達日」とあるのは、「93日経過目（法第11条第l項第2号に規定する93  
日経過臼をいう。）」と読み替えるものとすること。  

（3）その他法第5条及び第11条の規定に上る労働者の育児休業申出及び介護休業申出に関する事項  
育児休業及び介護休業に／ニル、ては、労働者がこれを容易に取得できるようにするため、あらかじめ制度が導入  
され、規則が定められるべきものであることに留意すること。  

2 法第16条の2の規定によるr一（／）看護休暇に関する事項  

（1）千の看護休暇については、ノ労働者がこれを容易に取得できるようにするため、あらかじめ制度が導入され、規  
則が定められるべきものであることに留意すること。  
（2）子の看護休暇は、現に負傷し、又は疾病にかかったそのf・の世話を行うための休暇であることから、証明書類  
の提出を求める場合には事後7〕提出を吋能とする等、労働者に過苺な負担を求めることにならないよう配慮する  
ものとすること。  

（3）労働者の子の症状、労働者／）勤務の状況等が様々であることに対応し、制度の弾力的な利用が可能となるよう  

に配慮するものとすること。  
3 法第10条、第16条及び第16条の4（7）規定による育児休業、介護休業又は子の看護休暇の申出又は取得を理由と   
する解雇その他イく利益な取扱いの禁LLに適切に対処するに当たっての事項  

育児休業、介護休業又はイ・の看護休暇の申出又は取得をした労働者の雇用管理に当たっては、次の事項に留意す   

ること〔）  

（l）法第10条、第16条及び第16条の4の規定により禁止される解雇その他不利益な取扱いは、労働者が育児休業、  
介護休業又は子の看護休暇の申出又は取得をしたこととの間に因果関係がある行為であること。  
（2）解雇その他不利益な取扱いとなる行為には、例えば、次に掲げるものが該当すること。〕  
イ 解雇すること。  
ロ 期間を定めて雇用される者について、契約の更新をしないこと。  
ハ あらかじめ契約の更新回教の上二限が明示されている場合に、当該回数を引き下げること。  
ニ 退職又は正社員をパートタイム労働者等の非正規社員とするような労働契約内容の変更の強要を行うこと。）  
ホ 自宅待機を命ずること。  

へ 降格させること。  
ト 減給をし、又は賞与等において不利益な算定を行うこと。  
チ 不利益な配置の変更を行うこと。  
り 就業環境を害すること。  

（3）解雇その他不利益な取扱いに該当するか否かについては、次の事項を勘案して判断すること。  
イ 勧奨退職や止三社貝をパートタイム労働者等の非正規社員とするような労働契約内容の変更は、労働者の表面  
上の同意を得ていたとしてら、これが労働者の真意に基づくものでないと認められる場合には、（2）ニの「退職  
又はiE社員をパートタイム労働者等の非正規社員とするような労働契約内容の変更の強要を行うこと」に該当  
すること。  

ロ 事業主が、育児休業若しくは介護休業の休業終了子定日を超えて休業すること又は子の看護休暇の取得の申  
出に係る目以外の目に休業することを労働者に強要することは、（2）ホの「自宅待機」に該当すること。  
ハ 育児休業若しくは介護休業の休業期間中又は子の看護休暇を取得した目について賃金を支払わないこと、退  
職金や賞与の算定に当たり現に勤務した日数を考慮する場合に休業した期間又は子の看護休暇を取得した日数  
分は日割りで算定対象期間から控除すること等専ら休業期間又は子の看護休暇を取得した目は働かなかったも  
のとして取り扱うことは、不利益な取扱いには該当しないが、休業期間又は子の看護休暇を取得した目数を超  
えて働かなかったものとして取り扱うことは、（2）トの「不利益な算定」に該当すること。  
ニ 配置の変更が不利益な取扱いに該当するか否かについては、配置の変更前後の賃金その他の労働条件、通勤  
事情、当人の将来に及ぼす影響等諸般の事情について総合的に比較考量のと、判断すべきものであるが、例え  
ば、通常の人事異動のルールからは十分に説明できない職務又は就業の場所の変更を行うことにより、当該労  

働者に相当程度経済的又は精神的な不利益を生じさせることは、（2）チの「不利益な配置の変更」に該当するこ  
と。  
ホ 業務に従事させない、専ら雑務に従事させる等の行為は、（2）りの「就業環境を害すること」に該当すること。  

4 法第17条及び第18条グ）規定による時間外労働の制限に関する事項  
（1）時間外労働の制限については、労働者がこれを容易に受けられるようにするため、あらかじめ制度が導入され、  
規則が定められるべきものであることに留意すること。  
（2）労働者が時間外労働の制限を請求したこと又は時間外労働の制限を受けたことを理由として、当該労働者に対  
して解雇その他の不利益な取扱いをしてはならないものであること。  
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5 法第19条及び第ユ0条〃）規定による深夜業（川l郁則二関する事項  

（l）深夜業の制限に／〕いては、労働者がこれを溶射こ′受けし、Jれるとうにr「るため、あらかじ封）制度が導入され、枇  
削が定められるべき≠）〔けごあろことに留意すること  

（2）あらかじめ、′労働者山溌夜業〔ノ）制限期間小における柑遇（棒問勤務／＼ゾ）転換〃）イ］▲無を合す－）に閲する事碩を定  

めるとと幸）に、これを′制動都二周はロさせるためノ）措置を講ずるように配慮するヰ）び）と十ること  

（3）ウ〃軌首ゾ）r・の養育又は家族サ介護の状況、労働者｛ノ）勤務の状況等が様々であろニセに対応L、制ノ炉）弾力的な  

利川が吋能となる上うに配慮する≠）ゾ）とすること。  

（4）労働者が深夜業（r溝順を請求したこ と又は深夜業細別限を受けたことを理由とLて、、11該ウJ・働都二対Lて解雇  

その他〝）不利益な取接いをしてはなrJない≠）（ノ）であろこと  
6 法第21条第1項〃）規定に上町育児休業及び介．i酎本業に御する事項を定サ、周東けるに、⊥汗二／〕ての事碩   

育児休業及び介護休業中ノ）待遇、育児休業及び介．准休業後〝）賃金、西潤そ叫出しり労働条件そ〃）他必・要な恒ビ（に関   

すろ規則を 一す．草しノて定め、情け‖することが望まLいヰ、〝）であることに配慮すること 

7 法肯‡22条の規息こより育児イ本業叉は介護休業をするツJ’働晋が鹿川される事業凧二おけるウj・働者〃）配置そ〝）他の雇   

用管矧二間して必要な措置を講ずるに！」うた／〕て〔ハ事噌  

（1）育児休業及び介護休業後においては、研tりとして原職又は似職相三！う職に御市させることが多く子］二われている≠）  

しりであることに配慮すること〔  

（2）育児休業又は㌢護休業をする労働者以外〔けプJ・働昔について（ノ）配置その他の雇牒管明日、（t）ゾ）ノたを「杵捉にLて行  

われる必要があることに西己慮すること 
8 法第22条の規定により嗣－ユ休業又は介護休業をしている労働ネ・〝職業能ノルノ）開発及び向上等に閏Lて必要な拾得   

を講ずるに当たって〃）事項  

（1）」う該措置の適ト1を′設けるかどうかは、育児休業又は介護休業をすろづJ′働首（ノ）選択に什せLて）れろべきもしγでカ）る  

ことr  

（2）育児休業及び介護イ本業が比較Fll」長期にわた引木業になり得ろこと、亜びに育児イ木葉又は介護休業後にれ十ろ＝  

滑な就業のために必安となろ措置が、個々しり引軌苫▲ゾ）職種、職務上の地位、職業意識等の状況に応じ様々である  

ことに′小んがr7鼻、、⊥∃該′芳働首び）状況に的確に対応し、かつ、計l由伸」に肝置が講じr」れることがヤ！去しいヰ〕のであ  
ることに配慮すること  

り 法第23条第1項〃規定による育児休業の制度に準ずる措置又は勤務時間佑）短縮等の措置及びF■1条第2項〝）規定に   

上る労働者が就業しつ／〕その要介護状態にある対象家族を介護することを容易にするための描眉を講ずろに、一1た／）   

てし7）事項  

（l）労働者が、Lj該描眉′ノ）適川を受けろことを小し州たニヒ叉r土、l］該描群山適川を受けたことを理由とLて、、▲1該′ブコ  

働者に対Lて解雇そ〔りイ也〟）不利益な敢劇いをLて比ならない≠）（∴「亡ぁろこと  

（2）当該措置は、労働音が希望する期間を超えてそ咋正にノニ∠して過川される≠）ノ）であ／）てけならない幸）ノ）である二   

（3）当該措置を講－ヂるに、l与た／）ては、就業L／〕／〕その／・を養育寸る労働省・にと／」て、J＝兄′夫に′片働時間を如縮できろ  

短時間勤務び）制度に対すろニーズが高いこと≠）勘案すること  

（4）短時間勤務の制度は、労働者が就潔し／⊃／つそのナを養台すろこと叉Hそ（丹要介護状態にある対象家族を介護す  
ろことを実質的に容鋸二すろ内容ノ）ものであることがヤま主Lいら〃）でr♭，ることに配慮十ること  

10 法第24条第1項プ）規凪二上り甘用木業の制度又は勤務時間の毎髄等の相聞に準じて、必せな措慣を講ずるに、11た   

っての事項  

当該措置の適用を受けろかどうかは、骨働省け藩札二什せr〕れるべき≠）〃）であろこと  
11法第24条第㌢噴の規定に上り、介護休業叫‡ir」度又は法第25条第2J用二定める捕掛こ準じて、そゾ）介護を必要と   

する期間、恒1数等に配慮した必要な措置を講ずるにリ1たってゾ）・王汗真  

（l）当該措置ザ適用を′受けるかどうかは、′芳悌浮け）選拙こ托せらノれるべきもソ）で芳）ること  

（2）次の事項に留意し／」／つ、企業〔ノり酎H管理等に伴ケ負担との調和を勘奏し、必要な描眉骨．講じ〔〕れることが望j  

しいものであることに配慮すること 

イ、㌔該労働者が介．穫する′射糾）発す1王からノそ（川⊥E状が安定期になる去で〝）期間又は介護に係るサービスを利川す  

ることができるまでの期間が、93L」から法第】】条第2項第2弓・ぴ）介護休業等口数を差しrj】いたI」数の期間を  

超える場合があること 

ロ 当該労働者がした介護休業又は当該労働者に関して事業主が講じた法第23条第2墳に定める措置により法第  
11条第2項第2与う▲〃）介護休業等【†扱がりう［1に達している対象家風に／ついても、再び1該労働音に上る介護を  

必要とする状娃となる場合があること  

ハ 対象家廉以外の家族についても、他に近親の家族甘いない場合等、lう該労働芹が介護を十る必l要く十′1三が高い場合  

があること√  

ニ 要介．護状態にない家族を介護rr‾るカ働音であって≠）、そぴ）家族〃）介護ソ）ため就業が困難となる場合があるこ  

と。  
ホ 当該労働者■が家族を介護する必要性の程座骨懐化することに対応し、制度の弾力的な利川が可能となること  
が望まれる場ヂ「があること  

12 法第26条の規定こょり、そぴ）雇用1‾る労働首の配置〃）変更で就業のJ勧恒／）変更を伴う≠）ぴ）をしょうとする場合に   

おいて、、Lう該労働者の子折養育又は′家族の介護び）状況に配慮するに当た／）て〃）事項  

配慮することの内容としては、例えば、1該労働者〃〕子〝）養育又は家族げ）介護ゾ）状況を把握すること、馴動昔本   

人の意向を掛酌すること、配置〝）変更で就業の場所〃〕変更を伴う幸〕〟）をした場合の千の養育又け家方針ノ）介護の代拝   

手段の有無び）確認を行うこと等が献言二と  
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育児一介護休業法における制度の概要  

☆［ ］は省令事項  

育児関係   介護関係   

休業の定義  ○労働者が原則としてその1歳に満たない子を  ○労働者がその要介護状態（負傷、疾病又は身  
養育するためにする休業   体上若しくは精神上の障害により、［2週間  

以上の期間］にわたり常時介護を必要とする  
状態）にある対象家族を介護するためにする  

対象労働者  ○労働者（日々雇用を除く）   ○労働者（日々雇用を除く）  

○期間雇用者は、申出時点において、次の要件  ○期間雇用者は、申出時点において、次の要件  
を満たすことが必要   を満たすことが必要  
・同一の事業主に引き続き雇用された期間が  ・同一の事業主に引き続き雇用された期間が  
1年以上であること   1年以上であること  
・子が1歳に達する日を超えて引き続き雇用  ■介護休業開始予定日から起算して93日を  

休  されることが見込まれること（子が1歳に  経過する日（93日経過日）を超えて引き  
達する日から1年を経過する日までに労働  続き雇用されることが見込まれること（93  

業  契約期間が満了し、更新されないことが明  日経過日から1年を経過する日までに労働契  
らかである者を除く）  約期間が満了し、更新されないことが明らか  

制  である者を除く）  

○労使協定で対象外にできる労働者  ○労使協定で対象外にできる労働者  
度  ・雇用された期間が1年未満の労働者  ・雇用された期間が1年未満の労働者  

・配偶者が子を養育できる状態である労働者  
卜1年（1歳6か月までの育児休業の場合は、   ［・93日以内に雇用関係が終了する労働者］  
6か月）以内に雇用関係が終了する労働者］  
［・週の所定労働日数が2日以下の労働者］  
［・配偶者でない親が、子を養育できる状態に  
ある労働者］   

対象となる  ○子   ○配偶者（事実婚を含む。以下同じ。）  
家族の範囲  父母及び子  

［同居し、かつ、扶養している祖父母、兄弟姉  
妹及び孫］  

配偶者の父母  
回数・期間  ○子1人につき、1回   ○対象家族1人につき、要介護状態に至るごと  

○原則として子が1歳に達するまでの連続した  に1回  
期間   ○対象家族1人につき通算93日まで（勤務時  
○子が1歳に達する日においていずれかの親が  間の短縮等の措置が講じられている場合はそ  
育児休業中であり、かつ次の事情のある場合  
には、子が1歳6か月に達するまで可能  
［・保育所入所を希望しているが、入所できな  
い場合］  

［・子の養育を行っている配偶者（もう一人の  
親）であって、1歳以降子を養育する予定  
であったものが死亡、負傷、疾病等によリ  
子を養育することが困難になった場合］   

手続   ○［書面で］事業主に申出   ○［書面で］事業主に申出  
卜事業主は、証明書類の提出を求めることが  ［・事業主は、証明書類の提出を求めることが  
できる］   できる］  

○申出期間（事業主による休業開始日の繰下げ  ○申出期間（事業主による休業開始日の繰下げ  
可能期間）は1か月前まで（ただし、出産予定  
日前に子が出生したこと等の事由が生じた場  
合は、1週間前まで）  
1歳6か月までの申出は2週間前まで  
○出産予定日前に子が出生したこと等の事由が  
生じた場合は、1回に限り開始予定日の繰上  
げ可  
○［1か月前までに］申し出ることにより、子   
が1歳に達するまでの期間内で1回に限り終  93日の範囲内で1回に限り終了予定日の繰  
了予定日の繰下げ可  下げ可  
1歳6か月までの休業をしている場合は、［2  
週間前の日までに］申し出ることにより、子  
が1歳6か月に達するまでの期間内で1回に  
限り終了予定日の繰下げ可  
○休業開始予定日の前日までに申出撤回可  ○休業開始予定日の前日までに申出撤回可  
○上記の場合、原則再度の申出不可   ○上記の場合、その後の再度の申出は1回は可   
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育児関係   介護関係   

子の看護休暇   ○小学校就学の始期に達するまでの子を養育する労働者は、申し出ることにより、1年に5日  
まで、病気・けがをした子の看護のために、休暇が取得できる   

不利益取扱いの   ○育児・介護休業及び子の看護休暇について、申出をし、又は取得したことを理由とする解雇   
禁止  その他不利益な取扱いの禁止   
制度の内容  ○小学校就学の始期に達するまでの子を養育す  ○要介護状態にある対象家族を介護する労働者  

る労働者がその子を養育するために請求した  がその対象家族を介護するために請求した場  
場合においては、事業主は制限時間（1月  合においては、事業主は制限時間（1月24  

時  2▲年時間、1年150時間）を超えて労働時  時間、1年150時間）を超えて労働時間を   
間  間を延長してはならない   延長してはならない  
外  
労  る労働者  
働  ただし、以下に該当する労働者は請求できな   
を  い   い   

制  1 日々雇用される労働者   1 日々雇用される労働者   
限  2勤続1年未満の労働者  2勤続1年未満の労働者  
す  3配偶者が子を養育できる状態である労働  
る  者  
制  ［4週の所定労働日数が2日以下の労働者］  
度  ［5配偶者でない親が、子を養育できる状態  

にある労働者1  

期間・回数  01回の請求につき1月以上1年以内の期間  01回の請求につき1月以上1年以内の期間  
○請求できる回数に制限なし   ○請求できる回数に制限なし  

手続   ○開始の日の1月前までに請求   ○開始の日の1月前までに請求  
例外   ○事業の正常な運営を妨げる場合は、事業主は  ○事業の正常な運営を妨げる場合は、事業主は  

請求を拒める   を拒める   
制度の内容  ○小学校就学の始期に達するまでの子を養育す  ○要介護状態にある対象家族を介護する労働者  

る労働者がその子を養育するために請求した  がその対象家族を介護するために請求した場  
場合においては、事業主は午後10時～午前  合においては、事業主は午後10時～午前5  
5時（「深夜」）において労働させてはならな  
い   

対象労働者  ○小学校就学の始期に達するまでの子を養育す  
る労働者  

深  
ただし、以下に該当する労働者は請求できな   
い   い   

業  1 日々雇用される労働者   1 日々雇用される労働者   
を  2 勤続1年未満の労働者   2 勤続1年未満の労働者   
制  3 保育ができる同居の家族がいる労働者   3 介護ができる同居の家族がいる労働者   
限  ［保育ができる同居の家族とは、16歳以上  ［介護ができる同居の家族とは、16歳以上   
す  であって、   であって、   
る  ［イ 深夜に就業していないこと（深夜の就  ［イ 深夜に就業していないこと（深夜の就   
制  業日数が1月につき3日以下の者を含   業日数が1月につき3日以下の者を含   
度  む）］   む）］  

［ロ 負傷、疾病又は心身の障害により保育  ［ロ 負傷、疾病又は心身の障害により介護  
が困難でないこと］   が困難でないこと］  

［ハ 産前産後でないこと］   ［ハ 産前産後でないこと］  
のいずれにも該当する者をいう］   のいずれにも該当する者をいう］  
［4 週の所定労働日数が2日以下の労働者］  ［4 週の所定労働日数が2日以下の労働者］  
「5 所定労働晴間の全部が深夜にある労働者1  「5 所定労働時間の全部が深夜にある労働者1  

期間・回数  01回の請求につき1月以上6月以内の期間  01回の請求につき1月以上6月以内の期間  
○請求できる回数に制限なし   ○請求できる回数に制限なし  

手続   ○開始の日の1月前までに請求   ○開始の日の1月前までに請求  
例外   ○事業の正常な運営を妨げる場合は、事業主は  ○事業の正常な運営を妨げる場合は、事業主は  

請求を拒める   請求を拒める   
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勤務時間の短縮  01歳（1歳6か   
等の措置等   あっては、1歳  

い子を養育する  
児休業をしない  
ずれかを、1歳  
きる場合にあっ  
に満たない子を  
除く）に関して  
次の措置のいず  
［・短時間勤務の  
［・フレックスタ  

［・始業・終業時  

［・所定外労働を  

［・託児施設の設  
宜の供与］   

3歳から小学校  03歳から小学校   
就学の始期に達  を養育する労働   
するまでの子を  は勤務時間短縮   
養育又は家族を  
介護する労働者  
に関する措置   
労働者の配置に  ○就業場所の変更   
関する配慮   族の介護を行う  

配慮する義務   

育児関係   介護関係   

か月までの休業ができる場合に  ○常時介護を要する対象家族を介護する労働者   
歳6か月、以下同じ）に満たな  （日々雇用を除く）に関して、対象家族1人   
る労働者（日々雇用を除く）で育  につき1要介護状態ごとに連続する93日   
いものに関しては次の措置のい  （介護休業した期間及び別の要介護状態で介   
歳（1歳6か月までの休業がで   護休業等をした期間があれば、それとあわせ   
っては、1歳6か月）以上3歳  て93日）以上の期間における次の措置のい   
を養育する労働者（日々雇用を  
ては育児休業に準ずる措置又は  
ずれかを講ずる義務  
の制度］   ［・短時間勤務の制度］   
タイム制］   ［・フレックスタイム制］   

時刻の繰上げ・繰下げ］  ［・始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ］  
をさせない制度］  

設置運営その他これに準ずる便     ［・労働者が利用する介護サービスの責用の助  
成その他これに準ずる制度1   

校就学の始期に達するまでの子  ○家族を介護する労働者に関して、介護休業制   
働者に関して、育児休業制鹿又  度又は勤務時間短縮等の措置に準じて、その   
縮等の措置に準じて、必要な措  介護を必要とする期間、回数等に配慮した必   
努力  要な措置を講ずる努力義務   

更を伴う配置の変更において、就業場所の変更により就業しつつ子の養育や家   
うことが困難となる労働者がいるときは、その子の養育や家族の介護の状況に   
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事業主のみなさんへ  

職業家庭両立推進者を選任しましょう  

育児や家族介護を行う労働者等の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにするた  

めには、育児・介護休業法に墨つき講ずべき各種措置を制度化し、これを円滑に実施する  
とともに、「男は仕事、女は家庭」というような固定的な性別役割分担意識の解消や職場  
優先の企業風土の是正を図るため社内の理解を深めることが極めて重要です。   
このため、育児・介護休業法では、事業主に対し、企業全体の雇用管理方針の中で仕事  
と家庭との両立を図るための取組を企画し、実施するという業務を担当する「職業家庭両  
立推進者」を選任するように努めなければならないと規定されています。これを踏まえ、  
厚生労働省では、企業全体の人事労務管理について責任を有する方の選任をお願いしてい  
ます。   
貴社におかれても「職業家庭両立推進者」を選任いただき、都道府県労働局雇用均等室  
あてに、下記「迂引王届」を郵送、FAXにより提出してください。   
都道府県労働局雇用均等室では、選任いただいた「職業家庭両立推進者」の方に、各種  
セミナーの開催案内を始め、情報や資料の提供を行います。  

職業家庭両立推進者の選任届  

平成  年  月  日  

矧動局長 殿  

企 業 名  

所 在 地  

代表者職氏名  

主な事業内容  

総労働音数  男   人女  人  

うち正社員数  男   人女  人  

うら短時間労働者数 男  人女   人   

この度、当社では、下記の者を職業家庭両立推進者として選任し、併せて報告します。  

斤【 

・ 

t  
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育児・介護休業法に関するお問い合わせは  

都道府県労働局雇用均等室へ  

郵便番号   所  在  地   電話番 号  FAX番号   

北海道  060－8566  札幌市北区北8条西2丁‾F］1番1弓一 札幌第1合同庁舎   01ト709－2715  O11－709－8786   
青 森  030－8558  青森市新町2丁▲「14番25弓・青森合同庁舎   O17－734－4211  017－777－7696   

岩 手  020－0023  盛岡市内丸7番25号 盛岡合同け含1号館   019－604－3010  019－604－1535   

宮 城  983－8585  仙台市宮城野区鉄砲町1番地 仙台第4合同庁舎   022－299－8844  022－299－8845   

秋 田  010－095l  秋田市山王7r目］番3弓・秋田合同庁舎   018－862－6（i84  018－862－4300   

山 形  990－8567  山形市香澄町3丁目2番1号 山交ビル3階   023－624－8228  023－624－8246   

福 島  960－8021  福島市霞町l番46ぢ・福島合同庁舎   024－536－4609  024－536－4658   

茨 城  310－851l  水戸巾宮町1J‘目8番31号   029－224－6288  029－224－6265   

栃 木  320－0845  宇都宮市明保野町1番4号 宇都宮第2地方合同庁舎   028－633－2795  028－637－5998   

群 馬  371－8567  前橋市大渡町1丁目10番7号 群馬県公社総合ビル   027－210－5009  027－210－5104   

碕 玉  330－6016  さいたま市中央区新都心11－2 ランド・アクシス・タワー16階   048－600－6210  048－600－6230   

千 葉  260－8612  千葉市中央区中央4丁目11番1号 千葉第2地方合同庁舎   043－221－2307  043－221－2308   
東 京  102－8305  千代田区九段南1J▲口2番1号 九段第三合同庁舎14階   03－3512－1611  03－3512－1555   

神奈川  231－8434  横浜市中区北仲通5丁目57番地 横浜第2合同庁舎   045－211－7380  045－211－7381   

新 潟  951－8588  新潟市中央区川岸町1」▲R56番地   025－234－5928  025－265－6420   

富山  076－432－2740  076－432－3959  

930－0008  富山市神通本町1丁目5番5号（平成19年11Jj移転予定）   変更なし   変史なし  

子1－川   076－265－4429  076－221－3087   

福 井  910－8559  福井市春山1」‾目1番54号 福井春山合同庁舎   0776－22－3947  0776－22－4920   
山 梨   400－8577  甲府市丸の内1丁目1番11号   055－225－2859  055－225－2787   

長 野  380－8572  長野市中御所1Tl］22番1号   026－227－0125  02fト227－0126   

岐 阜  500－8842  岐阜市金町4丁目：用番地 明治安田生命岐阜金町ビ／レ   058－263－1220  058－263－1707   

静 岡  420－8639  静岡市葵区迫手町9番50号 静岡地方合「司庁舎5階   054－252－5310  054－252－8216   

愛 知  460－0008  名古一屋市中区栄2TR3番1号 名古屋広小路ビルヂング   052－219－5509  052－220－0573   

三 重  514－8524  津市島崎町327番2片 津第2地方合同ノ1＝舎   059－226－2318  059－228－2785   

滋 賀  520－0051  人津巾梅林1J‾目3番10号 滋賀ビル   077－523－1190  077－527－3277   

京 都  604－0846  京都市中京区両替町通御池上ル金吹町151   075－24l－0504  075－241－0493   

大 阪  540－8527  大阪市中央区大手前4丁目l番67号 人阪合同庁舎第2号館   06－6941－8940  06－6946－6465   

兵 庫  650－0044  神卜市中央区東川崎町1丁目1番3号 神戸クリスタルタワー   078－367－0820  078－367－3854   

奈 良  630－8570  奈良市法蓮町387番地 奈良第3地方合同庁舎   0742－32－0210  0742－32－0214   

和歌山  640－8583  和歌l1」市中之島1518番地 和歌山MIDビル   073－421－6157  073－421－6158   

鳥 取  680－8522  鳥取市富安2丁目89番9号   0857－29－1709  0857－29－4142   

島 根  690－0841  松江市向島町131番10テう・松汀地方合同け舎5階   0852－3ト1161  0852－31－1505   

岡lLJ  700－861l  岡山市卜有井1J－1］4番1弓一 岡山第2合同庁舎   08（5－224－7（i39  086－224－7693   

広 島  730－8538  広島市中区上八丁堀6番30号 広島合同庁舎第2号館   082－221－9247  082－22l－2356   

山 口  753－8510  山U市中河原町6番16ぢ一 山目地方介同け舎1号館   083－995－0390  083－995－0389   

徳 島  770－0851  徳島市徳島町城内6番地6 徳島地方合同庁舎4階   088－652－2718  088－652－2751   
杏 川  ′760－0019  高松市サンボート3番33号 高松サンボート合同庁舎3階   087－81l－8924  087－811－8935   
愛 媛  790－8538  松山市若草町4番3号 松山若草合同庁舎   089－935－5222  089－935－5223   

高 知  780－8548  高知市南金田48番2号   088－885－6041  088－885－6042   

福 岡  812－0013  福岡市博多区博多駅東2丁目11番1ぢ一 福岡合同庁舎新館   092－411－4894  092－411－4895   

佐 賀  840－0801  佐賀市駅前中央3丁目3番20号 佐賀第2合同庁舎   0952－32－7218  0952－32－7224   

長 崎  850－0033  長崎巾万才町7番1片 作友生命長崎ビル6階   095－801－0050  095－801－0051   

熊 木  860－0008  熊本市二の丸1番2号 熊本合同庁舎   096－352－3865  096－352－3876   

大 分  870－0037  大分市東春日町17番20号 大分第2ソフィアプラザビル6階   097－532－4025  097－537－1240   

宮 崎  880－0805  宮崎市塙通東3丁【］1番22弓▲ 宮崎合同庁舎   0985－38－8827  0985－38－8831   

鹿児島  892－0847  鹿児島市西千石町1番1号 鹿児島西千石第一生命ビル   099－222－8446  099－222－8459   

沖 縄  900－0006  那覇市おもろまち2丁臼1番1号 那覇第2地方合同庁舎3階   098－868－4380  098－869－7914   

育児・介護休業法に関する厚生労働省ホームページ  

：／′／www．mhlw．  eneral／seido／ko  ouritu／index．html  
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